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Misalignment of knowledge in international joint venture: 

 Trust building of Born-again Global Company 

1360659  Kengo Miyamoto 

This paper is a study of the effect of trust on knowledge conversion in the establishment 

and operation of international joint ventures of small and medium-sized enterprises (SMEs). 

As emerging markets grow, it is a requirement of the times for Japanese SMEs to expand 

overseas. On the other hand, many companies have failed to build relationships with local 

business partners. 

Therefore, the purpose of this study is to clarify the knowledge creation process of overseas 

expansion based on trust building between Japanese and local companies for Japanese SMEs 

that have expanded into the country of Myanmar and established international joint 

ventures with local partner companies. This paper draws on the concept of care to support 

knowledge transformation in the SECI process and proposes the re-sharing of tacit 

knowledge as a way of maintaining and operating a trust-based international joint venture, 

which is an important element of care.  

This paper clarified that the knowledge of international joint ventures is created by 

repeating the "misalignment and re-alignment” of knowledge among two CEOs. 

In the operation of an international joint venture, if the misalignment of tacit knowledge 

is not consciously suppressed, the misalignment of tacit knowledge will occur again. It 

became clear that re-alignment tacit knowledge is the key to running the SECI process by 

"dispelling partner’s distrust." 

In addition, SMEs that have started international expansion several decades after their 

founding and are rapidly succeeding are called Born-again Global Company. Born-again 

Global Company have received much attention in recent years and many cases have been 

reported, but the model that explains the timing for starting internationalization has not 

been clarified. This paper conducted a case study and proposed a model that explains the 

timing of internationalization in Japanese SMEs based on the existing models of various 

forces that affect the speed of internationalization. And this paper clarified the overall picture 

of the internationalization process of when and how Born-again Global Companies will 

succeed in international joint ventures while leveraging trust. 

The practical implications of this paper are that a model is proposed for Japanese SMEs to 

consider the timing of their international expansion and an element to smoothly establish 

and operate a joint venture with a local partner using the SECI process with trust 

implications.  Key words: Knowledge management, International Joint Venture, Trust 

building, Tacit knowledge misalignment, Born-again Global Company  
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国際合弁会社の設立・運営における知識の離合 

～ボーンアゲイングローバル企業の信頼の醸成～ 

1360659 宮本 健吾 

本論文は、中小企業の国際合弁企業の設立及び運営における、信頼が知識変換に及ぼす影響に

ついての研究である。新興国市場が伸長する中で、日本の中小企業が海外展開することは時代の

要請となっている。しかし一方で、多くの企業が現地ビジネスパートナーとの関係構築に失敗し

ている状況にある。 

そこで、本研究では、日本の中小企業がミャンマー国に展開し、現地パートナー企業と国際合

弁企業を設立した物流企業を対象として、日本企業と現地企業の信頼構築を背景とした海外展

開の知識創造プロセスを明らかにすることを目的とする。本論文では SECI プロセスの知識変

換を支援するケアの概念を援用し、ケアの中でも重要な要素と位置付けられる信頼に基づく国

際合弁会社の維持・運営の方法として、暗黙知の再共有を提案した。 

本研究は、暗黙知の乖離と再共有の「離合」を繰り返して国際合弁事業の知識を創造していく

ことを明らかにした。国際合弁会社の運営において、構成する 2 社の社長の間で暗黙知は必然

的に乖離する。そして、SECI プロセスを循環させていくためには、パートナー企業の不信感の

解消により暗黙知を再び共有することが鍵となることを事例から明らかにした。 

また、創業から数十年を経て国際展開を開始し、急速に成功させている中小企業は、ボーンア

ゲイングローバル企業と呼ばれている。ボーンアゲイングローバル企業は、近年注目され、多く

の事例が報告されているが、国際化を開始するタイミングを説明するモデルは明らかにされて

いない。本論文では、先行研究による中小企業の国際化モデルを基に、事例研究より日本の中小

企業における国際化のタイミングを説明するモデルを提案した。 

そして、ボーンアゲイングローバル企業が、いつ国際化し、どのように信頼を活用しながら国

際合弁会社を成功させていくかの、国際化プロセスの全体像を明らかにした。 

本論文の実務的含意は、国際展開を志向する日本の中小企業に対して、時宜を検討するための

モデルを提案したこと、また、信頼の影響を考慮した SECI プロセスを用いて円滑に現地パート

ナー企業との合弁会社を設立・運営する方策を提案したことである。 

 

キーワード：ナレッジ・マネジメント、国際合弁事業、信頼構築、暗黙知の乖離、ボーン

アゲイングローバル企業 
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第1章 序論 

1.1 はじめに 

知識創造のモデルである SECI プロセスは、組織における知識創造の活動を想定してお

り、複数の人間が関係していることが前提とされている。SECI プロセスは、個人の持つ暗

黙知を共有する「共同化」から出発し、複数の人が関係する「表出化」「共同化」を経て組

織の知識を形成したのち、個人の暗黙知を生成する「内面化」を経てプロセスを循環しなが

ら新しい知識を創造する性質を持つため、組織の活動であっても個人の知識活動に着目す

ることが必要である。 

本研究は、SECI プロセスを継続的に循環させた場合に発生するであろう、2 者の間での

「暗黙知の乖離」、また発生した乖離を修正する「暗黙知の再共有」についての研究である。 

現実社会において、2 者が係わる知識創造をしている活動には、異なる会社が双方の資源

を提供し、1 つの会社を成立させ事業を展開する合弁事業がある。また、中小規模の企業同

士による合弁事業の場合は、経営者個人の意思、意見及び判断が事業に強く影響することか

ら、中小企業 2 社の経営者による知識創造活動であるとも捉えることができる。そして、異

なる国の 2 社間で合弁会社を組成する場合など、背景にある思考方法や文化が大きく異な

る場合には、SECI プロセスを循環させる難易度はさらに高まることが想定できる。 

創業から数十年を経た中小企業が、突如に海外展開を志向し急速な展開を成功させてい

る“ボーンアゲイングローバル企業”（BaGC: Born-again Global Company）の活躍が近年

注目されている。これまで、綿密な計画と経営資源の集中により創業当初から海外展開を成

功させている企業に関する事例は多く報告されていたが、海外展開未経験の中小企業が、撤

退を余儀なくされる報告も多い中で、その成功事例が少なく、さらにその成功要因について

は明らかになっていない。 

筆者は、ボーンアゲイングローバル企業が海外展開の未経験な状態から難易度の高い事

業を成功させることができている要因として、創業から数十年の国内経験によって培った

能力及び知識があるのではないかとの仮説を持った。そこで、日本の広島県で 20 年以上物

流会社を運営してきた中小企業がミャンマー国のパートナー企業と合弁会社を設立し、事

業を成功させた事例を調査した。 

一般的な傾向として、海外に事業を展開する中小企業は、現地のパートナー企業と合弁会
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社を設立して事業を運営している場合が多い。しかし、言語・文化が異なる状況で、互いに

リスクを取る合弁企業を設立し、さらに安定して運営するためには、双方の間に信頼関係が

成立していなければ難しい。 

さらに知識科学の視点では、異なる企業間の合弁会社の設立から運営および発展までの

間には、合弁会社の連続した成長プロセスと、その中での知識の共有・創造があると想定さ

れる。 

そこで本論では、広島県の物流会社の事例を通し、ボーンアゲイングローバル企業が国際

化の開始に至る背景から辿り、国際合弁企業の設立・運営プロセスにおけるナレッジマネジ

メントについて、特に SECI モデルについて信頼の影響を考慮した分析の枠組みを仮説的

に構築し、分析を試みた。 

そして、事例の調査結果の分析から、ボーンアゲイングローバル企業に特有の成功要因と、

合弁会社の運営で発生する知識の乖離および再共有の原因と対策を見出した。 

組織における SECI プロセスでは、成員が内面化で異なる認識を持ったとしても、それは

次の共同化で再び共有される。そして、内面化で互いが勝手に内面化することは、組織全体

としての知識の多様化につながるため歓迎されることであった。 

ところが、本研究の事例のような、中小企業の経営者同士の SECI プロセスの場合、内面

化で認識が乖離してしまうと、次の共同化が始まらない可能性があり、問題となる。別組織

であり、各組織のトップであるため、トップ同士の乖離は、会社同士の乖離となる。このよ

うに、本研究の事例は、２社の間の事例であるが、実質、会社トップ同士の２者が成員の

SECI プロセスであったため、内面化における知識の乖離が、観察されたのである。 

 

1.2 研究の背景 

1.2.1 日本における中小企業の重要性 

中小企業庁(2019)の「2019 年版 中小企業白書」では、日本に在籍する全企業の中で中小

企業が重要な位置づけであることを示す指標が掲載されている。 

各指標において中小企業が全体に占める割合を図 1 に整理する。企業数では 99％（2016

年時点）、付加価値額では約 53%（2015 年時点）、従業者数では約 70%（2016 年時点）を
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中小企業が占めており、これら指標から日本の経済活動を支える重要な存在であることが

分かる。 

 

出典：中小企業庁(2019) 2019 年版 中小企業白書より作成 

図 1 日本の規模別企業割合（左）、付加価値額割合（中）、従業員数割合（右） 

 

1.2.2 途上国市場の成長 

現在、OECD（経済協力開発機構)のような国際機関では、政府開発援助（ODA）の受領

国の区分について、一人当たりの国民所得である国民総所得(GNI)の額で高/中/低所得国に

分類し、2016 年時点の GNI が 1,005 ドルを下回る国を低所得の途上国と定義している。

（図 2 参照） 

PwC(2017)の世界経済力予測レポートによると、今後、世界の経済力は既存の先進国から、

その他の国へシフトする動きが継続し、新たな途上国の経済規模は 2030 年までに英国やフ

ランスを上回り、順位を大幅に上げると予測されている。また、IMF(2020)が公開している

World Economic Outlook(WEO)では、途上国の伸長により 2000 年から 2020 年にかけて、

世界全体の GDP に占める先進国シェアは 79.1%から 59.1%まで下がり、それに代わって途

上国のシェアが 20.9%から 40.9%まで上昇すると予測されている（図 3 参照）。これら予測

が示すように途上国市場は、これまでと同様に大きな発展を継続していき、将来的には先進

国と比するシェアを築く勢いで成長している。 

一方で、日本では国際競争力の低下に伴う国内市場の縮小が継続しており、日本国内の市

場をターゲットにしてきた企業が存続していくためには、途上国市場を中心とした国際競

争に参画する戦略が強く求められる時代となる。 
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出典：OECD(2019) ホームページより筆者作成 

図 2 OECD 開発援助委員会の GNI 別 ODA 受領国の一覧 

 

 

出典：IMF(2019) World Economic Outlook データをもとに筆者作成 

図 3 先進国および新興/発展途上国の GDP 割合 

 

1.2.3 日本の中小企業の途上国市場への展開に関する動向 

1.2.1 項に示した通り、日本における企業のうち 99％は中小企業であり、これらの企業の

大多数は、日本大企業のサプライチェーンに組み込まれており、国内市場のみに注力してい

る状況である。また、中小基盤整備機構(2017)の「平成 28 年度 中小企業海外事業活動実態

調査報告書」によると、海外展開した中小企業のうち約 17%の企業が海外拠点の撤退を経

験しており、約 9%の企業が撤退経験はないが撤退を検討している状況である。（図 4 参照） 
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出典：中小企業基盤整備機構(2017)中小企業海外事業活動実態調査報告書データをもとに

作成 

図 4 海外展開した中小企業の撤退経験 

 

 

出典：中小企業庁(2014)中小企業白書 2014 年版より 

図 5 海外拠点から撤退した（または検討中）中小企業の撤退理由 

 

さらに、撤退を経験もしくは検討中の企業の撤退理由を見ると、「日本の本社の経営方針

変更」といった本国側の事情の他に、「現地パートナーとの関係見直し」「現地の商習慣、法

制度等への対応困難」といった現地国側の事情の割合が多い。途上国には特有のビジネス環
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境や商習慣などが存在し、対応への誤りが海外展開の成否を分ける要因であるともいえる。

（図 5 参照）そのため、海外展開を検討する途上国の性質の理解と、十分な対策が撤退へ

の回避策になると考えられる。 

 

1.2.4 海外展開に成功している中小企業への注目 

先進国に在籍する多くの中小企業が国内市場に注力する中で、創業当初から海外市場に

挑戦し展開を成功させているボーングローバル企業（BGC: Born Global Company）の存在

が Rennie(1993)により指摘され、国際化を目指す企業、および企業の海外展開に関する研

究者の間で注目されるようになった。さらに Bell(2001)は、創業当初から数十年の間、自国

内市場のみに注力していた中小企業が、急速に海外展開を成功させている事例も指摘し、中

小企業の国際化について多様性があることを示唆した。これら企業は、BGC の“生まれなが

らの”グローバル企業の概念と対比して、“生まれ変わった”グローバル企業の意味で、ボー

ンアゲイングローバル企業（BaGC: Born-again Global Company）と呼ばれ、中小企業が

国の経済を支える日本においても、その存在は注目を集めるようになってきている。 

 

1.3 本研究の狙い 

知識科学と企業の国際化に関する研究分野における本研究の狙いについて説明する。 

原田・洞口(2019)は、企業の国際化の類型には輸出入、直接投資、ライセンシングの基本

的 3 類型があり、さらにその中間にあたる中間的 3 類型があると説明している。そして、

直接投資による国際化の失敗が与える本社への影響や、ラインセンシングによる現地の管

理リスクが高い中小企業では、その中庸をとる方法として、中間的類型の国際合弁事業を選

択する場合が多い。しかし、異なる文化的背景を持つ企業間の合弁会社の設立には多くの課

題を含むものであり、さらにその運営は容易ではなく、あらゆる課題を克服して事業を進め

る背景には企業間の関係性の管理や知識の動きが関係していることがうかがわれる。 

中小企業による国際合弁事業の成功または失敗に関する要因について、様々な研究が行

われてきた。取引コスト、リソース依存、紛争処理、親会社間の管理構造、親会社間の関係

構築など（Hennart, 1988; Steensma・Lyles, 2000; Lin・Germaim, 1998; Boersma・

Buckley・Ghauri, 2003）の要因が個別に研究されるなか、Robson・Skarmeas・
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Spyropoulou(2006)および Deitz(2010)は、中小企業の国際合弁事業における成功要因を分

類する議論について、主に会社間の資源を補い合い事業を営む「相補性」と関係維持の基礎

である「信頼性」に分類されると整理した。 

平野(2004)は、国際合弁事業を、両親会社の知識の融合と国際合弁企業による新たな知識

の創造プロセスとして捉えた場合，SECI プロセスは有効な理論的枠組であると主張してい

る。そして、知識創造の観点から国際合弁事業の成功要因を調査し、信頼が知識創造プロセ

ス全般に渡り影響していることを明らかにした。さらに、Boersma・Buckley・Ghauri(2003)

は、国際合弁事業において、信頼関係が業績に与える影響が強いと主張し、4 段階の信頼構

築プロセスを提示した。また、金綱(2009)は、国際合弁会社の中で信頼を内包した組織のコ

ンテクストが、国際的な暗黙知の移転を可能にすると主張している。 

Deitz(2010)は、合弁事業の経験が豊富な企業においては「信頼関係」が重要であり、経

験が浅い企業においては「相補性」が重要であると述べており、さらに、合弁事業において

高度な開発を伴う場合は、信頼関係が特に重要になると説明している。Deitz(2010)の主張

に対して、国際合弁事業の経験が浅い企業であっても、高度な開発を伴う場合は資源の相補

性と同等に信頼関係は求められるものか疑問が発生する。筆者は、平野(2004)と同様に国際

合弁事業が知識創造のプロセスであるとの認識に立ち、さらに信頼が何かしらの影響を与

えているものと考えている。しかし、平野(2004)の研究では、国際合弁事業においてどのよ

うな知識が存在し、どのように変換されていくものか解明されていない。また、金綱(2009)

の主張は、日本企業から現地企業への一方向な暗黙知の移転に留まり、双方向性のある知識

の流れと信頼の影響が解明されていない。 

上記の先行研究をもとに、BaGC が国際合弁事業を成功させた要因として信頼関係が鍵

であると考えられる。また成功要因について研究する際に、SECI プロセスによる知識創造

の具体的内容を明らかにし、信頼関係との相関性を追及することは、妥当なアプローチであ

り、平野(2004)の理論的枠組みを精緻化する点で意義があると考えられる。 

そこで、BaGC の成功は、長年の国内経験で培った企業間の関係性を調整する能力や知識

が活用された結果ではないかとの仮説を立てた。 

企業の国際化についての研究は、ステージモデルから始まり、その限界を指摘する BGC

および BaGC の存在の発見に至り、新しい説明モデルを探索する動きが日本にも起きてい

る。しかし、BGC が創業前から綿密に海外展開を計画し成功することに対して、BaGC は
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未経験状態から急速に展開を成功させており、その成功要因が明らかになっていない。

（BGC と BaGC の比較は図 6 参照）また、BaGC の国内経験や事業環境が、海外展開の

開始及び成功にどのように影響するのかの関係も明らかになっていない。中村(2015)は、

BGC/BaGCの特徴を表す、国際化スピードに関する研究は進んでいるもののBGCとBaGC

を区別する国際化のタイミングに関する研究の重要性を指摘している。また、George・

Jones(2000)、Eden(2009)は、従来の国際ビジネス研究において「なぜ、どこで、どのよう

に」に焦点が当てられているものの、「いつ」にはあまり注目されておらず、「いつ、どのよ

うに」を理解することの重要性を指摘している。さらに Casillas・Acedo(2013)は、国際化

の時間に関する研究の注意点として、新しい国への参入は、組織内の様々なイベントで行わ

れる幅広く継続的な変化の結果であるため、最初の国際的なイベントが必ずしも国際化プ

ロセスの始まりを表すものではないと指摘している。BGC は、創業時から国際化しており、

国内市場から国際市場に転ずるプロセスが存在しない。以上より、本研究では BaGC の国

際化とは、国内市場での経験をもとに海外で事業を行うことを企図及び行動し、実現するプ

ロセスであり、国際化のタイミングとは、国際化のプロセスの中で活動の加速が開始したタ

イミングであると捉える。 

BaGC は、継続する事業運営の中で国際化を行っており、「いつ、どのように」という国

際化のタイミングを詳細に分析することは、BGC と区別し、さらに特有の要因を説明する

ことが期待できる。 

 

  

出典：筆者作成 

図 6 BGC と BaGC の比較 
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そこで、本研究は以下の 2 点を狙いとする。 

①ボーンアゲイングローバル企業が国際化するタイミングは、いつ・どのような時かを説

明するモデルについて、構築の可能性を示唆すること。 

②国際合弁事業の知識創造プロセスで求められる信頼とそのマネジメントについて、メ

カニズムを明らかにすること。 

1 点目は、中小企業の国際化が系列企業の海外進出や M&A などのイベントによる個別事

情によるものと考えられてきた点を、改善しようという意図を持つ。これらの事象に依らず

海外展開を志向する BaGC に対して説明するモデルを構築することは、BaGC を目指す国

内中小企業に対して有益な示唆になると考える。 

そして、現地パートナーとの提携を目指した場合、合弁会社設立の協議で失敗すると、そ

の後の検討に至らず撤退する場合が多い。これに対して、合弁会社を設立させる成功要因を

示すことは、その後の検討に繋がり事業成功への確率向上に寄与すると考える。 

2 点目は、これまでのナレッジマネジメント研究において、知識創造の促進要因としての

信頼を詳細に定義して管理する研究は行われてこなかった点を、改善しようという意図を

持つ。未知の他社との間において協力関係を築き、両社の知識を活用しながら事業を進める

ためには、相手を信頼することから始める必要があり、さらに成功するためには信頼関係を

強化・維持していく必要もある。そこで、2 社間での協力関係において、ナレッジマネジメ

ントでの信頼の位置づけと、各要素としての影響および仕組みを明らかにし、SECI モデル

の詳細化を行う。 

以上、本論文では、知識創造プロセス全般への信頼の影響及び、BaGC の国際化タイミン

グは、いずれも中小企業の国際化プロセスを詳細に観察し、分析する事例研究によりメカニ

ズムを明らかにする。 

 

1.4 リサーチクエスチョン 

本研究の対象とする BaGC の国際合弁会社の設立及び運営の事例分析にあたり、図 7 に

示す BaGC が国際化において辿るプロセスを想定した。BaGC には、創業から 10 年以上の

期間を経て国際化するため国内市場に注力している期間が存在する。さらに、国際化を開始
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するまでの間に検討期間や、国際合弁会社を設立する期間も存在する。そして、国際合弁会

社の規模が拡大し、海外売上比率も向上するに従い、海外事業が主力化していく。本研究は、

国際合弁事業の設立から運営の過程で営まれる知識創造への信頼の影響と、ボーンアゲイ

ングローバル企業が国際化に転じるタイミングに注目するため、国内市場に注力していた

状態から国際化に至るまでのプロセスを対象として、以下のメジャーリサーチクエスチョ

ンと３つのサブシディアリーリサーチクエスチョンを設定した。 

MRQ：ボーンアゲイングローバル企業は、信頼を活用した SECI プロセスにより、どの

ように国際合弁事業を成功させていったのか？ 

SRQ1：ボーンアゲイングローバル企業の国際化タイミングはいつか？ 

SRQ2：国際合弁事業は、どのような SECI プロセスを経ているのか？ 

SRQ3：国際合弁事業の SECI プロセスにおいて、信頼はどのような役割を果たしていっ

たのか？ 

 

出典：筆者作成 

図 7 BaGC の国際化において想定されるプロセスにおける本論文の対象範囲と SRQ

の関係 

 

図 7 にはまた、設定した３つのサブリディアリークエスチョンと BaGC が国際化におい

て辿るプロセスとどのような関係にあるかを示している。SRQ1 において、日本の中小企業

が BaGC に変化する時期を明らかにする。そして、SRQ2 において、BaGC に変化する過

程で営まれる知識創造のプロセスを明らかにし、SRQ3 において、知識プロセスの各段階へ

の信頼の影響を明らかにする。従って、SRQ1 の回答は独立して MRQ に関する時期への回

答となる。また、SRQ2 の回答は MRQ に関する SECI プロセスの内容への回答となるとと

もに、信頼の活用を明らかにする SRQ3 の分析の前提となる。MRQ と３つの SRQ の関係

を図 8 に表す。 
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出典：筆者作成 

図 8 MRQ・SRQ の関係 

 

SRQ1 は、中小企業の国際化についてのタイミングを分析するものである。BGC/BaGC

が急速な国際化を成功させていることについて、先行研究ではそのスピードに関するモデ

ルが提示されているものの、BGC と BaGC を区別するポイントである国際化のタイミング

に関するモデルが未だ提示されていない。BGC と BaGC を区別するポイントは、国際化前

の資源蓄積がある点であると考えている。SRQ1 の分析から、BaGC 特有の国際化タイミン

グ要素を明らかにし、SRQ1 の回答を通してモデルの構築を行う。 

SRQ2 は、BaGC の蓄積資源の一つである知識について、国際合弁会社の設立および運営

において営まれた知識創造の活動を分析するものである。知識創造のモデルである SECI プ

ロセスで理解するため、暗黙知及び形式知に着目して分析を行い SECI プロセスとしての

成立の可否を見極める。 

SRQ3 は、後述の分析の枠組みで提示する信頼の役割を明らかにするものである。信頼が

経営戦略の中で重要な資源であることを示す先行研究から、BaGC においても戦略的に活

用しうるものであるかを分析する。また、SECI モデルにおける信頼の位置づけを確認し、

信頼の影響を考慮した SECI モデルの精緻化を行う。 

また、上記の SRQ2 及び SRQ3 は、後述する SECI プロセスに対する信頼の影響を分析

する枠組みを機能別に分解して設定する。 

3 つの SRQ の回答を通して、日本の中小企業が海外において合弁会社を設立した成功事

例から、プロセスを確認するとともに、先行研究が提示した BGC/BaGC の成功に関する要

素の検証、及びその他 BaGC 特有の成功要因を見出す。さらに BaGC の国際合弁会社の設
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立・運営に関する知識創造モデルを精緻化することを、本研究の学術的貢献とする。 

 

1.5 学術的・実務的意義 

本研究では、BaGC が海外展開を成功させるための鍵要因となる、現地パートナーとの合

弁会社の設立および運営の過程で、知識創造プロセスと信頼の影響を分析し、SECI プロセ

スを精緻化するとともに BaGC 特有の成功要因を明らかにし、学術的に貢献することを目

的とする。また、BaGC が海外展開を開始するに至った背景、および結果的に時宜を得てい

たと判断される要素についても分析し、BaGC の国際化のタイミングに関する説明モデル

の構築可能性を提示することで、学術的に貢献することも目的とする。分析においては、先

行研究から既存の説明モデルからなる分析的枠組みにより演繹的な質的分析を実施する。 

企業の国際化に関する既存の研究では、Oviatt・Mcdougall(2005)により、企業の国際化

のスピードに影響を与える諸力についてモデルが提示されており、その他の研究者による

検証により中小企業の急速な国際展開を説明するモデルであることが証明されている。し

かし、当該モデルは特定の企業規模や経歴などを前提としておらず、細分化された研究対象

への適用可能性は未検討の状態である。昨今では、BGC 及び BaGC の概念が登場し、これ

らを区別して国際化する企業の対象ごとに説明するモデルが求められており、中村(2015)は

BaGC の特徴である国際化のタイミングを説明するモデルの必要性を指摘している。本研

究は、BaGC の国際化のタイミングモデルの構築可能性を提示することで学術的貢献を行

う。 

日本に在籍する中小企業には、国際化の必要性を認識し、志向しながらもタイミングをう

かがい、行動を開始していない状態にある企業は多く存在すると想定される。それら企業が

国際化のタイミングを決断する際に参考となる理論モデルの提示は、実務において有用で

あると考える。本研究は、BaGC の国際化タイミングに関するモデルを提示することで実務

的貢献を行う。 

平野(2004)は、国際合弁企業の知識創造プロセスに関する研究において、SECI プロセス

を理論的枠組みに位置付け、複数企業に対するアンケート調査の定量分析を通して、SECI

プロセスの促進と信頼の相関が高いとの研究結果を得ている。しかし、前提となる SECI プ

ロセスと信頼の関係の整理については、「信頼関係の高さと知識の伝達精度」に関する先行
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研究から仮説を導いているにとどまり、理論モデルとして SECI プロセスに信頼が与える

影響の詳細までは整理されていない。当該論点について平野(2006)は、SECI プロセスを枠

組みで用いることについて網羅性が不十分であり、精緻化を将来研究の機会として述べて

いる。本研究は SECI プロセスを促進する信頼の役割を検証し、モデルの精緻化を行うこと

で学術的貢献を行う。 

そして、創業から数十年の間自国の市場に注力してきた中小企業が途上国市場への事業

展開を検討し始めたことを契機に、現地へ渡航し、現地パートナーを発見し、協議を経て合

弁会社設立し、事業実施へと拡大・発展していった事例について、データ収集および質的分

析を行い、BaGC の合弁会社の運営について有用な知見を提供することは実務的に意義が

あると考える。国際化を試みる中小企業が失敗する要因として、現地パートナーとの関係構

築で失敗している事例が多い。パートナーとの関係を構築し、維持する方法を知ることが出

来れば、失敗を回避できる可能性は高まる。また、何よりパートナーとの関係性の継続はビ

ジネスを発展させるための前提条件であるともいえる。本研究は、国際化の成功を目指す企

業に対して、現地パートナーと関係を構築し維持する方法を提示することで実務的貢献を

行う。 

 

1.6 本論文の構成 

本論文は以下の 5 章により構成されている。 

第 1 章である本章では、背景として、途上国市場の成長及び日本の中小企業の海外展開

の現状を述べた上で、本研究の意義を説明し、リサーチクエスチョンの設定を行った。 

第 2 章では先行研究として、企業の国際化に関する研究の流れ及び BGC/BaGC の行動を

説明するモデルを紹介し、さらに知識創造モデルである SECI プロセスと、知識変換の促進

要因としての信頼について詳細な分類を紹介し、先行研究の課題から本研究が明らかにす

るポイントを解説する。 

第 3 章では、研究のデザイン、研究対象、データ収集、分析の方法、及び分析の枠組みに

ついて説明する。 

第 4 章では、時系列分析により、事例全体の流れを整理した上で、SRQ ごとに事例の分

析及び考察を行う。 
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第 5 章では、MRQ の回答を導き、本研究の結論を述べた上で、理論的・実務的含意を説

明する。そして、本研究成果の制限を述べ、将来研究の機会で締め括る。  
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第2章 先行研究 

2.1 先行研究調査の範囲 

前章では、日本において中小企業が途上国市場に進出し、国際合弁事業を成功させること

の重要性から、本研究が対象とする領域について述べた。本章では、対象領域に関する先行

研究を調査し、先行研究の課題から本研究で明らかにする領域、及びそのための分析に活用

するツールを整理する。まず、研究の対象とする企業及び市場の性質を理解するため 2.2 節

でボーンアゲイングローバル企業と途上国市場に関する先行研究について調査する。次に、

注目する企業の活動の性質及び国際合弁事業の成功要因を理解するため 2.3 節で国際合弁

事業におけるナレッジマネジメントに関する研究ついて調査する。そして、本研究において

国際合弁事業のナレッジマネジメントの鍵要因と位置付ける信頼の性質を理解し、分析に

活用するため、2.4 で信頼構築に関する研究について調査する。最後に、調査を振り返って

2.5 節でリサーチギャップ及び分析ツールについてあらためて述べる。 

本研究の対象テーマ選定の流れと、先行研究調査の範囲を図 9 に表す。 

 

出典：筆者作成 

図 9 本研究の対象テーマ選定の流れ及び先行研究調査の範囲 

 

2.2 ボーンアゲイングローバル企業と途上国市場 

2.2.1 ボーンアゲイングローバルカンパニーに関する研究 

経営学として企業の国際化研究は、企業の輸出行動の階段を一段ずつ登って展開を進め
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るステージモデルの研究に始まり、多様なステージモデルが提案されており、Leonidou ・

Katsikeas(1996)により各モデルの包括的なレビューが報告されている。しかし、

Andersen(1993)などはこれらのモデルは業界、企業、人的なコンテクストに十分な注意が

払われておらず非常に決定論的であると批判している。当初の研究対象は、企業規模および

時期を厳密に定義せず、一般的なステージモデルの段階をどのように設定すべきかを中心

に議論がなされてきた。しかし Rennie(1993)により、創業当初から海外市場に参入して成

功した中小企業であるボーングローバル企業（BGC）の存在が指摘され、ステージモデル

を意識しない企業の動態が議論されるようになる。そして Bell(2001)により、創業当初から

数十年の間、先進国の自国内市場のみに注力していた企業が、急速に途上国を含む海外展開

を行い、成功を収めているボーンアゲイングローバル企業(BaGC)の存在を指摘し、グロー

バルビジネスの研究分野に新しい視点をもたらした。 

BGC 及び BaGC を対象とした研究では、企業の定義が統一されておらず、研究により捉

え方に差異があるが、共通で扱われている要素および研究により対象に含む要素は次のよ

うに整理される。 

BGC ：創業時点もしくは創業から 3 年以内に海外展開を開始する中小企業である。（特

に製造業の場合には、海外売り上げ比率について全体の 25%以上を占める条件を含む定義

もあるが、本研究では採用しない。） 

BaGC ：創業時点から 10 年以上経過してから海外展開を開始し、開始から 2 年以内に展

開に成功している中小企業である。（特に製造業の場合には、海外売り上げ比率について全

体の 25%以上を占める条件を含む定義もあるが、本研究では採用しない。） 

日本における BaGC 研究では、高井・神田(2012)により BaGC の持続的競争優位性の戦

略について研究されたことが最初で、BGC と BaGC の相違を説明するものとして図 10 に

示すような時間・空間軸から相違を考察し、成熟産業における技術・市場のスピードの軸を

提示している。また当該研究の成果として、海外展開による事業の学習成果が国内市場にフ

ィードバックされることで事業が再強化された結果、持続的競争優位性が増すことを見出

し、今後の BaGC の拡大を支持した。その後、山本・名取(2014a)により BaGC の企業家の

持つ海外志向性が成功に与える影響を分析した研究が発表された。 

また、柴原(2017)により、BaGC の海外展開を促進する鍵要因は外部人材の有する知識の

活用にあるとの指摘がなされ、BaGC の海外展開を加速するモデルの拡張に寄与した。 
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出典：高井・神田(2012)をもとに筆者作成 

図 10 技術・市場に対する海外展開のスピードの企業分類 

 

2.2.2 ボーングローバル企業及びボーンアゲイングローバル企業の区分 

BaGC は BGC と非常に似た性質を持つものであるが、過去の BaGC を対象とした研究

において、明確な区分が定義されておらず、特に国際化のタイミングについては説明するモ

デルが存在していないと、中村(2015)は指摘している。BGC 及び BaGC について、ステー

ジモデルによる説明に限界があることは既に述べたが、他に BGC 及び BaGC を説明する

モデルとしては、次の2つのモデルが明らかにされている。一つは、Oviatt・Mcdougall(2005)

の「国際化のスピードに影響する諸力のモデル（以下「諸力のモデル」）」と、そのモデルか

ら外部専門家の活用を考慮して拡張した柴原(2017)の「“国際化のスピードに影響を与える

諸力のモデル“における外部専門家の影響」がある。これらは、起業家の精神とそれを支援

する外部専門家が国際化を加速させる役割を担い、それらに影響を与える要素を説明して

いる。国際化のスピードは、主に「介在する起業家精神」「調整された知識」「調整された関

係」により加速されるものとしている。下記に、国際化のスピードに影響を与える各要素の

関係を説明する。 

・介在する起業家精神：利用可能な技術、企業の好機、競争的動機、外部専門家による精

神的支援、外部専門家による学習支援による影響を受ける。 

・調整された知識：市場の知識と知識集約により構成されており、さらに外部専門家によ
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る文脈に沿った情報提供の影響を受ける。 

・調整された関係：強さ、規模、密度により構成されており、さらに外部専門家のネット

ワーク紹介による影響を受ける。 

図 11 に諸力のモデルの全体を表す。 

 

出典：Oviatt・Mcdougall(2005)、柴原友範(2017)をもとに筆者作成 

図 11 国際化のスピードに影響を与える諸力のモデル 

 

BGC 及び BaGC を説明する 2 つ目のモデルには、山本・名取(2014a)の国内中小製造業

の国際化プロセスにおいて、国際的企業家志向性(IEO: International Entrepreneurial 

Orientation)の形成と役割を説明した仮説モデルがある（以下「IEO モデル」とする）。こ

れは、Coulthard・Loos(2007)の EO-パフォーマンスモデル、及び Jones・Coviello(2005)

による国際的企業家志向性のモデルを分析の枠組みとして事例分析により形成したもので

ある。過去に特定の国内企業との取引に依存してきた相対的に国際化志向が低いとみなさ

れる企業が、国際化志向に変容する過程で、企業家志向性のどのような要素が影響している

かを説明している。モデルでは、国際化に至る 6 段階として次のように説明している。国内

中小製造業は、①EO の高い経営者の就任、により既存顧客に依存する体質から脱却するた

め、②国内市場における取引多角化の志向、を持つようになる。そして、③国内市場におけ

る取引多角化の実現、から顧客の海外チャネルや外部環境の変化から海外市場に目を向け、
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④EO から IEO への変化、を迎え、⑤海外市場参入の志向・実現、を取引多角化の手段の

一つとして位置づけ活動し、⑥海外市場参入の実現、に至る。 

図 12 に国際企業家志向性の向上及び国際化の実現の段階を説明する。 

 

出典：山本・名取(2014a)をもとに筆者作成 

図 12 中小企業の国際化プロセスにおける国際的企業家志向性(IEO)の仮説モデル 

 

中小企業は国際化において、規模の面で様々な制約条件を抱えており、それは国内中小企

業にとって国際化の障壁であるともいえる。Freeman・Edwards・Schroder (2006)は、制

約を克服することにより国際化の活動が加速すると考え、ネットワーク及びアライアンス

を活用して制約条件を克服する戦略を整理した。3 つの制約条件として、①規模の経済への

アクセス、②財政的および知識的資源の欠如、③資源リスク回避が存在し、５つの克服戦略

として、①パーソナルネットワークの活用、②大規模顧客やサプライヤーとの関係強化、③

クライアントのフォロー、④高度な技術の活用、⑤多角化、が存在し、各制約条件に対した

個別の施策からなるフレームワークを開発した。 

３つの制約と克服のための 5 つの戦略の整理を図 13 に表す 
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出典：Freeman・Edwards・Schroder (2006)をもとに筆者作成 

図 13 中小企業の急速な国際化に対する制約と克服のための戦略 

 

以上を整理する。BGC と BaGC について明確な区別を説明するモデルが存在していない

ことが中村(2015)より指摘された。そして、BaGC と BGC の違いである国際化のタイミン

グを説明するモデルが必要であることが明らかとなった。一方で、BaGC の国際化を説明す

るモデルとして、Oviatt・Mcdougall(2005)や山本・名取(2014a)の成果が存在し、本研究の

国際化のタイミングを分析する際に枠組みとして活用できると考えられる。また、

Freeman・Edwards・Schroder(2006)は、制約条件の克服が中小企業の国際化を加速する

要素であると捉え、克服の戦略を説明した。国際化のタイミングを説明するうえで時間的な

要素にフォーカスするため、克服とのタイミングと密接に関係していると考えられる。本研

究のタイミングモデルの構築において、制約条件の克服戦略を活用して議論を深める。 

 

2.2.3 途上国市場における経営戦略 

従来、日本企業が海外展開を志向する際に対象とする市場は、富裕層である先進国市場ま

たは途上国市場の中でも上位富裕層を対象としていた。しかし、昨今の先進国市場の衰退と、

それに代わる途上国市場を支える中間・下位層の拡大の流れの中で、今後の日本企業は新興

国市場への転換は避けられないものと捉えられる。これら背景により天野（2010）は、従来

の国際化モデルの限界を指摘し、新たな途上国市場戦略を構築するための次の 4 つの分析

規模の経済へのアクセス 財政的及び知識的資源の欠如 資源リスク回避

パーソナルネッ

トワーク

個人的なネットワークを活用したパートナー

シップやアライアンスにより、受注を拡大す

る。

個人的なネットワークを通じた公式・非公式の

パートナーシップによりファイナンス及び知識

の資源を獲得する。 低コストで主要な市場への

アクセスが可能となる。

個人的に既に信頼関係があるパートナーとの提

携により、リスクを軽減する。

クライアントの

フォロー

信頼できるクライアントにより、新市場に円滑

にアクセスし、急速な成長と規模の経済へのア

クセスが可能となる。

JVやアライアンスの信頼できるパートナーか

ら、知識や場合によってはファイナンスが提供

される。

パートナーとのリスク共有に関する事前の取り

決めにより、新規市場への参入リスクが軽減さ

れる。

高度な技術の活

用

独自の技術は、顧客やアライアンスパートナー

を繋留し、競争優位性を得る重要な要素であ

る。先発市場での優位性と、規模の経済へのア

クセスを促進し、急速な成長を実現する。

独自の技術によりパートナーの認知が促進さ

れ、市場知識の提供が期待できる。

新技術の導入と、先発優位性に関連するリスク

は、複数市場での試行による迅速な学習により

軽減される。

多角化

多角化により、複数の市場にアクセスし、急速

な成長と規模の経済へのアクセスが可能にな

る。

複数の市場や地域に参入するための多角化は、

学習を促進し、キャッシュフローを生み出す。

エントリーモードと流通パートナーの多様化

は、1つの会社に過度に依存するリスクを軽減す

る。

戦略
制約条件

大規模顧客やサ

プライヤーとの

関係強化

規模の経済へのアクセスが独自での実現が困難

な場合、サプライヤーと関係を発展させること

で達成できる可能性がある。拡大志向の流通

パートナーとの提携は、国際市場および大規模

市場へのアクセスを促進し、海外の大規模受注

を可能にする。

協力的パートナーシップ（JVおよびアライアン

ス）は、市場における資金調達の拡大を可能に

する。複数のネットワークにより、NPD（知的

財産）の知識リソースへのアクセスが容易にな

る。

パートナー（JVとアライアンス）とリスクは共

有される。柔軟性と適応性（たとえば、輸出を

輸入に置き換える）は、重要な関係を失うリス

クを軽減する。
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視角を提示した。 

・異なる環境下でのビジネスモデルの検証性：途上国市場の制約条件や活用可能な資源を

分析し、自国とは全く異なる環境の中であっても、顧客に対して価値を提供し、収益を生み

出すビジネスモデルを実験し、経験知を蓄積するといった検証をする必要がある。 

・ステークホルダーとの関係構築：途上国市場の多様なステークホルダーと新規に関係を

構築し、ターゲット市場におけるネットワークを開拓・拡大する必要がある。 

London・Hart(2004)は、途上国ビジネスの成功において(1)インフラや法対応に関する専

門知識を有したパートナーとの協力、(2)現地消費者に適合する製品やビジネスモデルの共

同開発、(3)現地の起業家やパートナーによるビジネス機会の発見の 3 つ能力が求められる

と主張している。天野（2010）は、途上国市場への参入を目指す企業は、ステークホルダー

との関係構築において、これら３つの能力を開発すべきと述べている。 

・現地の参加者が自ら活動できる状況を醸成：途上国市場の裾野は広く、参入後にビジネ

ス規模を拡大するために、現地側の主体的な活躍が必要になる。そのため、現地側の参加者

が能動的に活動し、経験を蓄積できる状況が求められる。 

・アーキテクチャの変更：途上国市場に本格的な参入を図る段階では、ビジネス規模は拡

大し、規模に応じた提供条件を整備することは困難になり、既存の組織能力やビジネスモデ

ルなどについて大幅な変更が求められる。 

天野(2010)は、上記の視点は既存の理論に基づいて導出されたものであるため、「新興国

市場戦略のより統合的で現実的な枠組みを構築できるか」について課題が残されていると

述べている。その際に、「従来の成長理論や多国籍企業論ではやや看過されていた視覚や分

野に積極的に光を当てていく」（p.20）必要があると展望を述べた。 

以上より、BaGC の途上国市場における成功事例について、「どのように、現地の制約条

件を克服し、現地に適合したビジネスモデルを構築したのか。」「どのように London・Hart

（2004）の主張する能力を発揮し、現地でのネットワークを拡大したのか。」「どのように

現地パートナーの能動性を引き出したのか。」「規模の拡大のためにどのようにビジネスモ

デルを変化させていったのか」といった分析視点が、事象の把握に活用できると考えられる。 
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2.3 国際合弁事業におけるナレッジマネジメント 

2.3.1 内部化理論と知識移転 

企業が海外に直接または間接に投資を行い多国籍化する行動を説明する理論として 1970

年代から始まった内部化理論の研究の流れがある。企業が多国籍化する理由を海外の市場

が不完全ゆえに、企業は現地企業の買収や投資により海外展開のリスクを内部に取り込む

と説明している。また、内部化の目的を取引コストの最小化として、取引の内容をサービス、

財、経営資源などの側面から説明する研究の流れがある。経営資源の中でも知識を対象に絞

り、その取引による知識移転コストが内部化の理由であると主張するKogut・Zander（1993）

の研究がある。この研究から、金綱（2009）は、国際合弁事業における知識移転のメカニズ

ムを組織のメカニズムとして説明する研究を行った。組織は、個人の行動を制御するために、

価値認識の共有と関係性の質からなる組織コンテクストをメカニズムに内包するというも

のである。そして、社会化の概念が組織コンテクストで分析する際に発生する知識移転の障

害を克服するメカニズムであると主張している。製造業のプロセス技術に関する海外への

知識移転を分析対象にした、11 社のケーススタディを通して、知識移転における社会化の

メカニズムと信頼関係の役割を次のように説明している。社会化により製造技術に関する

暗黙知の移転は成功するものの、知識を移転する際に送り手と受入側の間に、価値観及び行

動規範のギャップが発生し、問題解決のための新たな知識創造の障壁となるが、信頼関係が

それを補うことで、受手側に問題解決の能力を形成することは可能であると述べている。 

Rugman・Verbeke(2003)は、海外への会社への知識移転に注目し、海外の会社との資源

の相補性、外部との関係構築、学習能力のコストを勘案しなければ、移転した知識の価値は

限定されたものになると指摘している。 

そして、海外で利用可能な知識を、立地に限定されない知識（NLB：Non location-bound 

knowledge）と呼び、NLB の活用のためには、立地に限定されたローカルの要素（LB：

location-bound elements）との組み合わせが必要であると述べている。また、知識移転の

方向性について、当初は母国から現地への一方向であったとしても、海外への資産増加に伴

い、現地企業から知識移転がうまれ、多方向の知識の流れが発生すると説明している。そし

て、従来は、本社から海外子会社への NLB の一方向のフローが仮定されてきたが、近年で

は、双方向の知識のフローが頻繁に観察されるようになっていると述べている。NLB の知
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識に縛られないという性質は過大に評価されており、国境を越えて NLB 知識を移転し、さ

らに移転先でイノベーションを起こす能力まで養うことは、非常に難しいと指摘した。知識

活用の観点から、ターゲット市場が地理的に重要な位置にある場合、補完的な資産の獲得、

外部との関係構築、学習能力を内部で構築するために莫大な投資が必要になり、NLB の移

転だけでは十分な成長と収益性が得られない可能性がある。そのため、LB である異なる知

識（無形資産、学習機能、外部ネットワーク）を有する地元の戦略的パートナーと提携する

ことが重要であると強調している。 

金綱(2009)は、上記 NLB と LB の結合の必要性、及び知識移転の多方向化の説明を、内

部化理論のフレームワークに知識移転コストを導入する一つの試みであると解説している。 

以上より、海外で成功するビジネスモデルの構築においては、NLB と LB の組み合わせ

は必要であり、かつ国際合弁会社の知識創造においては、合弁会社の 2 社間で双方向の知

識の流れがあることが考えられる。そして、国際合弁会社の知識移転の背景には、価値認識

の共有と関係性の質からなる組織のコンテクストが存在し、SECI プロセスに対しても影響

を与えていると考えられる。 

 

2.3.2 国際合弁事業の不成功/成功要因 

国際合弁事業の成功要因もしくは不成功要因について、企業の国際化に関する多くの先

行研究では、失敗率の高い事業であると報告されてきた。Yan・Zeng(1999)は、1970 年代

から続く国際合弁事業の不成功要因に関する研究について、一貫性の無い経験的発見の蓄

積であると批判した。そして、過去 30 年間の不成功要因に関する研究成果のレビュー調査

により、次の 5 点に整理されると主張した。 

①共同管理におけるパートナー間の対立：国際合弁会社の管理において、ほぼ全ての側面

でパートナー間の意見は異なり、会社間の関係性に影響を与えている。パートナー企業間の

設立目標、戦略、組織文化の相違に対立の原因がある。 

②文化的差異：企業が所属する国の文化が、戦略や問題解決の方法に影響を与えている場

合が多い。Park・Ungson(1997)は、パートナー間の文化の違いが国際合弁事業の失敗に及

ぼす影響について検証を行った結果、国籍が大きな影響を与えることを発見した。 

③管理・所有構造： 2 社が国際合弁会社の共同管理を行うよりも、支配的管理を行う方
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が調整コストの観点で優れる。しかし、国際合弁会社は、所有権を按分することから、管理

権を完全に 1 社に渡すと不平等が生じ、事業運営に影響する。 

④パートナー企業の特性：パートナー企業の経営方針の変更により、国際合弁会社が解消

される場合がある。その他、パート内企業の財政問題や過去の国際合弁事業の経験も影響を

与える。 

⑤外部環境の影響： 政治や市場の予期せぬ変化が、国際合弁事業の事業運営に影響し、

解消に至る場合がある。Boddewyn・Brewer(1994)は、外資規制や業界構造などの外部環境

の変化が、国際合弁会社の不成功に影響すると述べている。 

一方で、国際合弁事業の成功要因についても研究されている。中村(2008)は、ネットワー

クと資源ベースの競争優位性の確保の 2 点が成功要因であると主張している。 

成功要因のうち、ネットワークについては、特に国際化の活動開始前への影響が強いこと

が多くの研究で主張されている。Andersson・Evers・Griot(2013)は、中小企業の国内ロー

カルネットワークは、国際化に影響を与えるものであり、国際ネットワークは、国際化の活

動の強力な推進力であると主張している。さらに、企業のライフサイクル、業界、地域クラ

スターが中小企業の国際化に影響を与える要因であると述べている。Pla-Barber・

Esteve(2006)は、サプライヤー、顧客、競合他社、国の機関の４つのネットワークのうち、

顧客と競合他社とのネットワークが、国際化のプロセスを加速させる要因であると述べて

いる。Kiss・Danis(2008)は、国の制度開発レベルとネットワーク紐帯の強度は相関してお

り、制度開発の低い市場では、強い紐帯のネットワークが国際化のスピードに影響すると述

べている。（Freeman・Edwards・Schroder, 2006; Freeman・Cavusgil, 2007)は、中小企

業が国際化する際は、ネットワークが資源として活用されるべきものであり、またネットワ

ークを活用し、さらに拡大させる起業家の能力は、国際化を加速化させる重要な要素である

と述べている。 

国際合弁会社の設立前だけではなく、設立後も含む事業全体の成功要因について、

Deitz(2010), Robson・Skarmeas・Spyropoulou (2006)は、大きく「相補性」と「信頼性」

の２つに分類した。 

「相補性」とは、双方の資源を提供し、管理し、調整する営みを指す。Hennart(1988)は、

取引コスト理論をもとに、合弁パートナーと共有する競争資源の維持コストが、合弁解消の

ために要する買収コストに比して低いがゆえに、合弁会社の継続を選択すると説明してい
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る。Steensma・Lyles(2000)は、国際合弁事業において海外の親会社が提供する技術支援の

レベルに応じて、合弁会社の親会社間の対立は低下する傾向にあるが、組織の管理・制御構

造が不均衡である場合は、合弁会社の不成功に繋がる可能性が高いと指摘している。Lin・

Germain(1998)は、合弁契約が解消される要因についての研究から、合弁会社は財政的もし

くは戦略的理由で、主にステークホルダーの影響を受けて解消されるため、ステークホルダ

ーに影響を与える要因を管理する必要があると主張している。 

「信頼性」とは、双方の関係を継続する基礎として構築し維持するものである。

Deitz(2010)は、合弁事業の経験に対する信頼性または相補性の関係について、合弁事業の

経験が浅い企業ほど事業の成功に信頼が影響し、経験が豊富な企業ほど相補性の影響が強

いと説明している。Boersma・Buckley・Ghauri(2003)は、信頼が合弁事業のパフォーマン

スに与える研究から、信頼は合弁会社の業績に大きな影響を与える要因であると前提した

うえで、合弁事業の発展において 1.Previous History 2.Negotiations 3.Commitments 

4.Executions の 4 段階の信頼構築プロセスが存在し、合弁事業の初期段階では約束に基づ

く信頼が影響し、発展に従い能力に基づく信頼が強くなると主張している。また、代表者同

士の約束に基づくまたは善意に基づく信頼は相互作用の中で関係性を強化すると説明して

いる。Pirson(2011)は、相手との関係の深さと、内部/外部の関係性により、求められる信頼

の側面が異なると説明している。信頼は 6 つの側面を持ち、合弁事業のような内部かつ深

い関係を築く場合は、Benevolence, Managerial competence, Technical competence, 

Transparency, Identificationの５つの面の信頼が求められると述べている。安藤(2009)は、

国際合弁事業において、合弁会社を設立する前と後の親会社同士の関係性を区別し、実証分

析の結果から、設立後の信頼関係を維持する次の４つの示唆を得た。①協議において自社に

不利益な決議がなされたとしても、公正なプロセスを経たものであれば合弁パートナーへ

の信頼は損なわれない、②交渉において、合弁会社への貢献度に応じた主張であれば、信頼

関係を損ねることはなく合意が可能である、③合弁パートナーの国の文化を理解しよう努

力するほど、そのパートナーに対する信頼は深まる、④意見や要求が対立した時に、合弁契

約書に訴え、解決を求める態度は信頼を損ねる。 

以上の国際合弁会社の不成功もしくは、成功要因に関する先行研究の調査結果から、合弁

会社の内部および外部に複数の要因があり、それら要因は、管理・制御すべきものや使い分

けるべきものであることが分かった。合弁会社の設立前は、ローカルネットとグローバルネ
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ットワークを、国内環境や対象市場の状況に応じて使い分けることが重要である。合弁会社

の設立から運営までの全体を通しては、「相補性」と「信頼性」の２つが成功に影響する要

因であり、「相補性」は資源の調整・管理の観点で制御の重要性が説かれている。一方で「信

頼性」は、合弁事業の状況によって異なる信頼を使い分けるものと説かれている。本研究で

は、BaGC の国際化に関して、成功要因のうち内部と外部の両面から分析し、特に重要とさ

れるネットワークに注目した分析・考察を行う。また、国際合弁事業を状況変化のプロセス

と捉え、信頼が如何に成功に寄与したかを分析する。 

 

2.3.3 SECI プロセス 

知識経営の研究として、野中・竹内(1996)による 4 つの知識変換をモデル化した SECI プ

ロセスがある。知識は、主観的で言葉や形で表すことが困難な「暗黙知」と、客観的で言葉

や形で表すことが可能な「形式知」の 2 つに分かれるが、人間の創造的活動においては相互

補完的存在に位置付けられる。暗黙知と形式知は、互いに作用し合い、暗黙知は形式知に、

形式知は暗黙知へ変換される。そして、共同化を始めとする以下 4 段階の知識変換を経て、

循環する中で新しい知識が創造されると説明した。 

Socialization（共同化）：共同体験を通じて個々の暗黙知を互いに共感し、暗黙知の共有

がなされる。 

Externalization（表出化）：共通の暗黙知を明示的に形式知として表現する。 

Combination（連結化)：新しく表現された形式知や既に保有していた形式知を組み合わ

せ、体系的な形式知を創造する。 

Internalization（内面化）：体系的な形式知を活用して得た経験をもとに、自らの内面に

新しい暗黙知を創造する。 

さらに、Krogh・Ichijo・Nonaka(2000)は、知識創造を促進する 5 つの要因からなるナレ

ッジイネーブラー及び、それらを有効に機能させるために 5 つのケアが必要であると主張

した。ケアとは人が学ぶのを助けることであると説明した上で、「組織において知識を創造

して自由に共有するためのコンテクストを作るときにこそ、ケアの概念が最も重要になる」

（p.82）と説明している。ケアには、①相互信頼、②積極的な共感、③進んで助け合うこと、

④寛大な判断、⑤勇気が提示されている。また、これら 5 つの中でも①相互信頼が特に重要
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であると強調している。そして、ケアの在り方について「暗黙知の共有だけでなく、知識創

造のプロセスにおける他の四つのステップにも影響を及ぼす。コンセプトの創造と正当化

は、人間関係の強弱や、組織メンバーがどの程度新しい概念やアイデアを提案し、それを建

設的に批判し、そして批判を受け入れられるかといったことに影響を受ける。強力な人間関

係が築けていれば、プロトタイプ作りや、知識を組織全体に浸透させるのに要する時間を短

縮できる」（p.79）と述べ、人間関係がビジネス及び知識創造に強く影響するものであると

説明している。 

暗黙知は、形式知のように客観的に表現できない知識の総体と捉えられがちであるが、

Collins(2010)により暗黙知にも表現可能性に応じて以下の 3 種に分類できることが提示さ

れた。 

Relational tacit knowledge（関係暗黙知）：個人の脳内に存在し、努力すれば原則的に説

明できるが人間関係の中で説明が省略されている知識。 

Somatic tacit knowledge（身体暗黙知）：個人の身体に記録され、知識で説明できない知

識。 

Collective tacit knowledge（集団暗黙知）：集団の中に存在し、主観的な説明はできるが、

客観的な表現ができない知識。 

Collins(2010)によれば、SECI プロセスにおける暗黙知は、関係暗黙知に分類される。 

以上から、本研究では、国際合弁事業という一連の事象の変化を対象としており、事象は

場面で区切られる段階が存在すると考えらえる。SECI プロセスも同様に段階で区切られて

おり、合弁事業の場面は SECI プロセスの分析単位として扱える可能性がある。また、3 種

類の暗黙知の中でも、関係暗黙知の定義は知識の分析において参照すべきものである。そし

て、信頼は、イネーブラーを介して知識変換を促進する要因であり、SECI プロセスの精緻

化への適用が期待できる。 

 

2.3.4 知識創造における組織の捉え方 

野中・遠山・平田（2010）は、SECI プロセスを、個人から組織への知識創造という動態

的なプロセスを概念的に表現したモデルを表した図 14 により、次のように説明している。 



 

28 

 

 

出典：野中・遠山・平田(2010)をもとに筆者作成 

図 14 組織的知識創造プロセス-SECI モデル 

「個人の暗黙知は表出化されて形式に変換され、他社との共有が可能なり、他者の視点に

よって新たな意味を与えられたり他者が持つ知と統合されるなどにより、新たな知となる。

そして、それは再度個人の暗黙知へと変換され、より多くの個人にとって価値を持つ新たな

主観的知識となり、次の知識創造のサイクルの土台となる。」（p.28） 

しかし、これは実際にはその通りに個人から組織の順に起こるわけではなく、個人、グル

ープ、組織、そして組織を取り巻く環境すら知識創造プロセスの中で変容すると強調してい

る。 

洞口(2009)は、多国籍企業の海外直接投資を、企業の国際的なイノベーションの目的と捉

え、集合知により実現されると説明している。そして、知の生態系ともいえる知識のクラス

ターといった環境から、企業が主体的に知識を生み出す方法として集合戦略を提示した。 

また、知識創造企業における境界の設定について、野中・遠山・平田(2010)は、知識創造

の場が知の生態系を構成する企業の環境のなかで有機的に配置される動的性質をもつこと

から、複雑な問題であると述べている。そして、知の生態系の中で企業を定義づけ、境界を

設定する視点として、企業が描くビジョンと、知の正当化コストを提示している。また、動

的な関係性をもった企業を知識創造企業として形付けるものは、「制度」であると主張して

いる。制度には、「規範」という理念や価値観を示す側面と、「組織」という実体を示す側面

がある。 
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制度論において、制度は社会一般に共有された価値観や慣習によって形成され、相互に影

響しあうプロセスである点では共通しているが、組織や個人を動的または静的に捉える点

で多様な考え方に分かれる。 

そこで、制度を相互主体的な意味体系と考え、行為主体が意図を持って行動したときに知

覚する行為の意味を行為主体間で共有することで制度が成立するものと捉えた。 

知識創造企業は、主体が意図を持って行動し、主体間で営む関係性に知識が介在し、組織

の実体と規範の理念や価値観を伴う時に成立するものであるといえる。 

以上の制度化プロセスを援用した知識創造企業の境界の説明により、国際合弁企業の設

立を解釈すると、異国間という物理的・文化的な広がりをもつ知の生態系の中で、2 つの企

業が意図をもって行動する中で、企業の未来のビジョンが共有され、知識の正当化コストを

勘案した結果、選択的に組織化したものであると捉えることができる。 

 

2.3.5 国際合弁事業における SECI プロセス及び信頼 

Liu・Li(2012)は、SECI プロセスとソーシャルキャピタルに関する研究を通して、信頼

が SECI プロセスの知識変換を促進する要因であることを明らかにした。 

平野(2004)は、国際合弁事業は企業間の知識創造であると捉え、理論的枠組みに SECI プ

ロセスを用いた実証研究を行い、信頼が強い合弁企業の場合ほど、知識創造プロセスはより

広範に展開されることを明らかにした。しかし、前提となる SECI プロセスと信頼の関係の

整理については、 SECI プロセスの網羅性が不十分であり、精緻化が課題であると述べて

いる。 

Boersma・Buckley・Ghauri(2003)は、国際合弁事業及び信頼の発展プロセスに着目し、

信頼の 3 段階発展プロセスモデルのケーススタディを通して、信頼が合弁事業に正の影響

を与えることを明らかにした。 

Madhok(2006)は、国際合弁事業における信頼をもとにした組織間の協力的アプローチを

提案した。その中で、信頼が合弁事業の所有権の問題を緩和する要素であると述べ、信頼に

よる関係管理の重要性を強調した。 

先行研究の調査結果から、信頼は SECI プロセスを促進する性質をもち、また国際合弁事

業の進展に影響しており、さらに SECI プロセスは国際合弁事業の分析枠組みとして有効
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であることがわかった。本研究では、SECI プロセスの促進要因となる信頼に着目し、詳細

な信頼の分類により、国際合弁事業及び SECI プロセスの解明にアプローチする。 

 

2.4 信頼構築 

2.4.1 信頼の構造 

山岸(1998)は、日常で様々な意味を持って使われている「信頼」という言葉には、次のよ

うな構造をもつことを明らかにした。信頼する側と信頼される側を区別し、信頼する側の特

性について考えるとき、信頼は「能力に対する信頼」と「意図に対する信頼」の構造を持つ。 

社会関係や社会制度の中で出会う相手が役割を遂行する能力を持っている期待を「能力

に対する信頼」と呼び、相互作用の相手が信託された責務と責任を果たすこと、そして、そ

のために場合によっては自分の利益よりも他者の利益を尊重することに対する期待を「意

図に対する信頼」と定義した。 

またさらに、相手が自分に対して搾取的に行動することが相手自身の利益を損なうこと

であると分かっている場合は、相手が自分を搾取する意図をもっていない、という期待を

「安心」と呼び信頼とは区別した。 

その他、信頼が育まれ、さらに必要とされる状況として以下の 3 点を説明している。 

「信頼が最も必要とされるのは「常識的」には信頼がもっとも生まれにくい社会的不確実

性の大きな状況においてであり、また「常識的」には信頼が最も育成されやすい安定した関

係では信頼そのものが必要とされない。」（p.16） 

「信頼は社会的不確実性の低い関係において生み出される。」（p.16） 

「他者一般を信頼する傾向が強い人間は、通常考えられているように『騙されやすいお人

好し』ではなく、むしろ逆に、他人が信頼できるかどうかを示唆する情報に対して敏感で、

また実際に他人が信頼に値する行動をとるかどうかを正確に予測する傾向がある。」（p.39） 

本研究において、国際合弁会社の 2 社間による信頼構築について、信頼する側に区分が

あることを前提に、信頼が必要とされる状況に注目し、どのような場面でどのような信頼が

求められているかを分析する。 
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2.4.2 経営戦略としての信頼構築 

本研究の対象とする状況は、海外の企業と合弁会社を設立する、という不確実性が大きく、

最も信頼が必要とされる状況である。そして、相手を信頼して合弁会社を設立するためには、

相手の行動を正確に予測し、相手の「何を」「何故」信頼する/しないのかという戦略的思考

を要求するものである。 

戦略的思考において、組織は信頼をどのように扱っているかを考察した成果に

Iivonen(2004)の研究がある。“不確実性と複雑さが増す環境では、組織の依存関係も増大す

る。そのため、信頼構築は新しい管理の要素として扱うべきものとなり、さらに、ナレッジ

マネジメントが対象とする知識として扱うことで、環境変化に対処することができる”と主

張している。 また、Mintzberg(1991)は、戦略的思考は「考える」よりも「見る」と捉える

ことで特徴を説明できると考えた。そして、戦略的思考を 7 つの視点で構成する表現を提

示した。Iivonen(2004)は、過去の信頼に関する研究成果の整理において、Mintzberg(1991) 

の 7 視点の表現を信頼構築に適用した。図 15 のように戦略的思考に従った信頼構築では、

次に示す信頼の 7 要素に分類される。 

 

出典：Mintzberg(1991)、Iivonen(2004)をもとに筆者作成 

図 15 信頼構築の７つの視点 

 

信頼を時間軸の a) 未来（Trust Ahead）、b) 過去（Trust Behind）で捉えるものがある。

組織の職位を軸として c) 上位（Trust Above）、または d) 下位（Trust Below）を見て信頼

を発見するものがある。思考方法の軸で、e) 水平思考で自組織を傍観し、他組織との信頼

関係を把握する（Trust Beside）、垂直思考で f) 信頼構築を計画（Trust Beyond）する考え
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がある。そして、構築した信頼関係をさらに g) 開発し、発展させるための姿勢（Trust 

Through）がある。 

a) 未来への信頼（Trust Ahead） 

Shaw(1997)は、組織が期待する成果を得るためには、各メンバーが成功を信じて、肯定

的に組織が運営される必要がある、と主張している。また、Fukuyama(1995)は、集団の成

功が自身の利益になると認識できた場合は、人々は集団の利益を優先するよう行動すると

示唆している。 

信頼関係のない集団の中で協力が求められた場合に、未来の成功を信じることが、行動を

起こす動機になっていた場合、Iivonen(2004)は Trust Ahead と呼んだが、本論文では未来

への信頼と呼ぶこととする。 

b) 不信感の解消（Trust Behind） 

組織の過去の出来事は、組織の内部に記憶されており、現在の組織文化に影響している。

個人及び組織は、過去の記憶を根拠に信頼する/しないの判断を行う。そのため、信頼構築

のためには、相手の過去の経験に対する洞察が必要である。しかし Stewart(1997)は、組織

の記憶は暗黙知であり、不信の状況で組織文化が発達した場合は、暗黙的に疑念、恐れ、否

定主義といった不信の行動を備える場合があると述べている。Iivonen(2004)は、組織の過

去を見るとき、多く場合は組織に暗黙的に生成された不信感を知ることを指すと述べてい

る。また、相手の行動から不信感を察知することは困難であるが、認知しない限り不信を克

服することはできないと主張している。 

不信感を察知した場合、Iivonen(2004)は Trust Behind と呼んだ。しかし、不信は解消し

なければ信頼関係の構築には至らないため、本論文では不信感の解消と呼ぶこととする。 

c) 信頼の管理（Trust Above） 

Katzer・Fletcher(1992)は、管理者の業務は全体像を把握する情報集約業務であると定義

した。そして管理者は、多くの場合、情報過多の状況の中で、詳細で根本的な情報を見逃し

ていると述べている。Iivonen(2004)は、管理者が傾聴により信頼または不信の兆候を発見

することの重要性を述べた。特に信頼は、組織の中で上位から下位に確立する特性があり、

組織のトップの行動の重要性を主張している。 

組織の上位者が積極的に下位者の意見に耳を傾け、信頼もしくは不信の兆候を察知して

いる場合、Iivonen(2004)は Trust Above と呼んだが、本論文では信頼の管理と呼ぶことと
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する。 

d) 組織内面の信頼（Trust Below） 

Ciancutti・Steding(2000)は、各人の才能と能力は、確信と満足のある状況で発揮される

ものであり、信頼に基づいた組織を構築する必要性を主張している。また、Shaw(1997)は、

組織の細部における知識や情報に関するプロセスで、信頼が重要な役割を果たしていると

主張している。さらに Iivonen(2004)は、組織の統治において、恐怖に変わって信頼が仲介

することで組織の創造性は解放されると主張している。 

組織の知識や情報が開発、生成、管理、制御される際に信頼が働いていた場合、

Iivonen(2004)は Trust Below と呼んだが、本論文では組織内面の信頼と呼ぶこととする。 

e) 組織間の信頼（Trust Beside） 

Iivonen(2004)は、組織内部の視点から離れて、組織間の関係を洞察することで、創造的

あるいは傍観的に信頼を思考できると述べている。外部の組織との信頼関係は、協力等の

様々な利点がある。Nooteboom・Six(2003)は、ネットワークが組織の創造性に与える影響

について述べる中で、組織の関係性をどのように解釈し、ネットワークから得られるメリッ

トを見出すかが重要であると主張している。当主張を受けて、Iivonen(2004)は共通の目的

を開発し、共通の基盤を構築することで信頼が構築されると述べている。 

パートナー間で共通の言語、知識、コンテクストを基盤に持って、相手を信頼することを

動機付けている場合、Iivonen(2004)は Trust Beside と呼んだが、本論文では組織間の信頼

と呼ぶこととする。 

f) 信頼構築の計画（Trust Beyond） 

Iivonen(2004)は、組織内部または組織間に不信の状況が発生している場合、物事が将来

どうあるべきかを構想し、実現へのプロセスを示すことで組織文化の変革を起こすことが

できると述べている。Sydow(1998)は、組織間の信頼構築において、6 つの構造的特性があ

ることを提示している。まず 1 点目は、相互理解と予測可能性を高めるために、頻繁でオー

プンなコミュニケーションが必要であるとしている。2 点目は、広範に信頼関係を構築して

いくために、関係に多様性がある必要がある。3 点目に、関係の継続と未来の発展を期待と

して、関係の無制限性が存在する。4 点目に、バランスの取れた関係の自律性と依存性は関

係の永続性を促進するものとしている。5 点目は、少数のネットワークや、類似する組織間

で信頼が発生する可能性が高い傾向を述べている。6 点目は、組織間の関係を狭く限定する
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と、組織間の信頼が強化される可能性があることを提示している。 

パートナーシップ構築を目的として信頼構築を手段と置き、上記の構造的特性を用いた

計画がなされている場合、Iivonen(2004)は Trust Beyond と呼んだが、本論文では信頼構

築の計画と呼ぶこととする。 

g) 信頼の姿勢（Trust Through） 

Mintzberg(1991)は、戦略的思考は、何も実行されない状態では終了せず、計画を検討し

実行に移すことで戦略的思考が完了すると説いている。Iivonen(2004)は、信頼関係の維持

や発展においては完全性と整合性が重要であると主張している。信頼における完全性の意

味を、クライアントやステークホルダーを肯定し、価値づける実践であると説明した。また、

整合性の意味を、管理者が課題や目的を透明に議論し明確な目的を示すこととし、さらに真

摯に現状に向き合う姿勢であると説明した。 

関係者が信頼関係の維持や発展のために完全性や整合性を示している場合、

Iivonen(2004)は Trust Through と呼んだが、本論文では信頼の姿勢と呼ぶこととする。 

以上より、Mintzberg(1991)は、「考える」よりも「見る」と捉えることで、より詳細に戦

略思考の性質を説明できると主張し、7 つの視点を提案した。そして、Iivonen(2004)は、経

営戦略としての信頼構築も、同様に説明できることを明らかにした。本研究では、BaGC の

信頼を戦略的に活用することを目的としており、Iivonen(2004)の目的と合致している。そ

こで、本研究において、信頼構築の 7 つの視点を用いて事例を詳細に分析する。 

 

2.5 先行研究まとめ 

ボーンアゲイングローバル企業の国際合弁事業、及び知識創造への信頼の影響に関する

先行研究について、前項の調査から以下 3 点の課題があると考えられる。 

1 点目は、対象とする知識創造活動の範囲である。金綱(2009)により、国際合弁事業の知

識移転において、信頼関係の重要性までは明らかにされているが、製造業のプロセスに関す

る暗黙知をいかに現地に移転するかといった、一方向性の強い事象に焦点が当てられてき

た。しかし、双方向の知識の流れからなる知識創造の全体的なメカニズムが明らかになって

いない。 

2 点目は、SECI プロセスへの信頼の影響についての解明である。信頼が、国際合弁事業
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の SECI プロセスの知識変換に対して全般的に影響することは平野（2004）により明らか

にされたが SECI プロセスと信頼の関係性の存在を指摘したに留まっており、「どのような

信頼が、SECI プロセスの各段階における知識変換に対して、どのように影響するか」とい

った詳細なメカニズムは明らかにされていない。 

3 点目は、BaGC の国際化タイミングの明確な説明である。BaGC の特徴は、創業からの

一定の期間を経て急速に国際化を成功させている点にあるが、Chetty・Martin(2014), 

Casillas・Acedo(2013), 中村(2015)が指摘する通り、中小企業が BaGC に変化する国際化

のタイミングは「いつ、どのような時」であるかは、説明されていない。 

これら 3 点のリサーチギャップは、いずれも継続したプロセスを詳細に観察することで

詳細なメカニズムを明らかにすることが期待できる。そのため、本研究では、基本的な方針

として、ケーススタディを採用することが適切であると考える。本研究は、途上国市場を対

象とすることから、天野(2010)が提示した経営者と現地の能力開発の分析視点はケース分析

全般において有用であると考える。 

その上で、個別のリサーチギャップを埋めるアプローチについて次に提案する。 

1 点目の知識移転の方向性の課題について、Rugman・Verbeke（2003）が示す多方向の

知識フローかつ NLB 知識と LB 知識の結合を扱う事例の調査を行う。 

2 点目の SECI プロセスへの信頼の影響に関するメカニズム解明の課題については、信頼

を構築することが前提あり、そのような能力は経験的に獲得するものであると考えられる

ため、一定の事業期間を経た企業の事例調査を行う。Krogh・Ichijo・Nonaka(2000)が提示

した SECI モデルと信頼の概念をもとに、知識、プロセスおよび信頼の分析を行う。また、

分析において個人、組織、環境といった活動の対象を明確にするため、野中・遠山・平田

(2010)が示した組織的知識創造プロセスをもとに分析を行う。そして、山岸(1998)の示した

信頼の構造や、Iivonen(2004)の示した信頼構築の 7 つの視点をもとに、SECI プロセスに

対する信頼の影響を分析する。 

3 点目の BaGC の国際化のタイミングに関する課題について、BaGC のケーススタディ

の対象期間を国際化前から現在（調査時点）までを設定し、活動が継続している事例を研究

の対象とする。調査結果の分析に際して、Oviatt・Mcdougall(2005)の「諸力のモデル」、山

本・名取(2014a)の「IEO モデル」を BaGC の国際化を説明するモデルとして用い、事例の

分析を行う。また、タイミングに関する疑問である「いつ・どのように」の観点について、
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Freeman・Edwards・Schroder (2006)をもとに BaGC が抱える制約条件の克服について議

論を深める。 

これら 3 点のアプローチを実現する方針として、次の方法が適していると考える。 

企業が海外展開する場合、NLB 知識の移転は必須である。本研究では、NLB 知識と LB

知識が結合した事例を調査する。そのため、LB である地域・立地に限定される要素から構

成される知識の影響が強い業種である物流業の事例を対象に調査する。そして、日本の

BaGC が海外の現地企業と国際合弁企業を設立し、運営を継続している事例を、海外展開前

から現在までを対象に調査する。 

そして、後述する知識変換の促進要因に信頼を位置付けた分析の枠組により、国際合弁会

社の設立・運営の過程を分析し、より詳細に信頼の分類および影響を明らかにする。  
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第3章 研究方法 

3.1 研究デザイン 

本研究は、未検証の仮説を研究し、さらに深く研究する価値があるかを検証する意味から、

可能性調査に該当する。SECI モデルを精緻化し、信頼の分類を適用するアプローチを通じ

て、ナレッジマネジメント研究への理論的貢献を行う。 

新たな研究領域かつミクロ・レベルのプロセスの解明を試みる場合は、性質を理解するこ

とが目的のため、事例研究による理論構築は適切な研究戦略と考える。そのため、本研究で

は特定の事例を深く洞察し、得られる示唆から一般的な理論へと展開する質的分析のアプ

ローチを採用することとした。 

Yin(2011)は、ケーススタディの方法を解説した著書において、単一もしくは複数の事例

を対象とするかは、研究の戦略に基づくと説明している。複数事例の場合は、研究から得ら

れる証拠が比較的説得力を有するものとなる。また複数事例では論拠を満たすことができ

ないような稀少、決定的もしくは新発見の 3 種類の事例を研究する場合は、単一事例が採

用される。本研究は、日本ではまだ報告の少ないボーンアゲイングローバル企業という性質

から、稀少事例を扱う。また、信頼に基づく国際合弁会社の知識創造という仮説の決定的事

例を扱う。従って、本研究は稀少かつ決定的事例を扱う点で単一事例研究を想定する。 

研究の流れは次の通りである。まず途上国を対象に本研究の対象国を選定した。さらに、

対象国に海外展開を行っている BaGC のうち合弁会社設立に成功した企業を後述する手続

きに従って選定する。次に対象企業および関連する企業その他に対するインタビュー調査

および資料等のデータ収集を行う。そして、得られたデータから時系列分析を実施し、事象

の因果関係を整理する。さらに分析の枠組みをもとにインタビュー結果の質的分析を実施

し、SRQ の回答を導く。各 SRQ の分析に対して考察を加え、本研究の成果として事例を一

般化した理論へと展開する。 

事例は主要な事象で構成されている。SECI プロセスの各段階は、これら事象に対応する

ものであることから、事象が適切な分析単位となると判断した。 
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3.2 調査対象の選定プロセス 

途上国の海外展開に成功した BaGC 事例の選定方法について説明する。 

本研究が対象とする事例選択の条件を以下に示す。 

・業種：物流業 

企業の国際化研究において、ステージモデルでは、主に製造業を対象としていた。また、

BGC/BaGC に関する先行研究では、主にハイテク企業を中心に研究されており、その他

の業種に対する報告は少ない。また、2.5 節で提示した通り、LB 要素の強い知識を扱う

業種として、地理的要素と事業戦略の関係性が深い物流業を対象とする。 

・地域：途上国 

1.2 節において論じた通り、今後の中小企業の国際化において途上国の重要性は増加す

ると想定される。そのため、途上国で成功した企業の事例を対象とする。 

・国際化類型：国際合弁事業 

直接投資と間接投資の中間にあたる国際合弁事業は、国際化に投入できる資源に制約が

ある中小企業にとって現実的な方法であり、今後の国際化を目指す企業においても採用さ

れる方法である。また、1.3 節で提示した通り、国際合弁事業には、企業間の関係性や知

識の動きが背景に存在し、かつ、SECI プロセスと信頼の相関について、関係性の発展か

ら観察することが期待できる。 

・企業特性：創業後 10 年以上を経た中小企業 

1.2 節で論じた通り、日本の企業の中で中小企業が重要な役割を担っている状況である。

しかし、BaGC のように創業から相当な期間を経ていながらも、国際化については未展開

である企業が大多数である。本研究は、主に日本の中小企業が国内経験で培った信頼構築

の能力が、国際合弁事業における SECI プロセスの知識変換にいかに影響しているかに注

目しており、一定期間の国内経験を前提とする。 

また、中小企業の継続した事業の中での変化から国際化のタイミングを調べるため、国

際化のタイミングモデルを提案することから、BaGC を対象とする。そして、2.2.1 項に

て整理した通り、BaGC は創業から 10 年以上を経て国際化活動を開始すると定義されて

いる。 

・海外売り上げ比率：特に定めない 
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Wagner(2004)は、海外売り上げ比率の増加速度と海外展開のスピードが必ずしも相関す

るものではなく、海外売り上げ比率が低い場合でも海外展開のスピードは維持されると主

張している。2.2.1 項で、BaGC の定義について、製造業の場合は海外売り上げ比率 25%以

上を含む定義もあると述べたが、本研究では、物流業に注目することから海外売り上げ比率

については、条件から除外することとする。 

以上により、本研究が対象とする事例の選定条件を整理した。続いて、上記条件に合致す

る事例の選定プロセスについて説明する。 

対象国の選定にあたり、中小企業庁(2014)のアンケート調査結果より、途上国を対象に「今

後、急速に中小企業の海外展開が期待できる国」を分析した。（図 16 参照）現在主力かつ

今後さらに重視する国を抽出するため、「今後、重視する国」の割合(%)から「現在、主力で

ある国」の割合(%)を除した値が最も大きかったミャンマー国を選定した。 

 

出典：中小企業庁(2014)「中小企業白書 2014 年版」より 

図 16 中小企業が注目する国・地域 

 

ここで、海外展開において前提条件となるミャンマー国の外資規制について整理する。ミ

ャンマー国では、国営企業法、会社法および内務省ミャンマー投資委員会通達により、業種

別に外資企業の投資分野が分類されており、物流業はミャンマー企業との合弁によって認

められる分野である。また、会社法により外資企業の投資金額は、製造業の場合 15 万ドル、

サービス業では 5 万ドルの最適金額が定められており、かつ合弁会社における資本比率は

最低 35％とされている。さらに、外国投資法において、合弁会社における外資企業の資本

比率は最大 80%までと定められている。従って、日本の物流企業がミャンマー国で合弁会
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社を設立する場合、当該範囲内で投資することが条件となる。 

次に、対象企業の選定にあたり、ミャンマー国でビジネスを実施している企業を抽出する

ため、ミャンマー日本商工会議所(2019)に在籍する企業をリストアップした。 

そして、本研究の対象条件として設定した①創業から 10 年以上経過して国際化を開始し

た中小企業が、②現地企業と物流業に関する合弁会社を設立し、③現時点（調査時点）で現

地法人を維持していること、を条件に絞り込みを行った結果、広島県の中小企業である株式

会社エムケーの 1 社のみが残った。 

株式会社エムケーは、①創業から 15年を経てミャンマー国に進出し、②物流業の分野で、

現地のヘラクレス社と国際合弁事業を成功させ、③現時点（調査時点）で事業を継続してい

る点で、先に議論した決定的事例に該当している。 

従って、エムケー社が本研究の目的に合致した、ミャンマー国で発見できる唯一の企業で

あることから、本研究は、稀少事例を理由とする単一事例研究を採用する。 

 

3.3 対象企業の概要 

株式会社エムケーは、1995 年に松川慎社長が創業し、広島県を中心に物流事業を展開し

ている。2020 年 10 月時点の資本金 1000 万円、従業員 220 名の規模であり、中小企業基本

法第二条の定める中小企業に該当している。大手コンビニエンスストアチェーンのうち広

島県の店舗への食品物流事業を主力事業として規模を拡大してきた。社員数 200 名規模に

拡大した頃に主力事業の県内市場が飽和を迎え、新規市場の開拓の必要性に迫られた。そこ

で、2013 年より社長が先導してミャンマー国への展開の活動を開始した。複数回の渡航を

経て現地パートナー企業を選定し、2016 年にミャンマー国の物流会社であるヘラクレス社

と合弁会社ミャンマー・エムケー・ヘラクレス株式会社を設立した。 

ヘラクレス株式会社は、ミャンマー国のマンダレー市に本社を置く 2013 年創業の物流会

社である。トラック 3 台とマンダレー市の倉庫だけで創業したが、規模拡大に苦戦してい

た。そこで、当時 MIFFA の会長であった Aung Khin Myint 氏にコンサルティングを依頼

したことで、高速道路を活用した都市間物流の事業モデルを実現し、拡大の途上にある中で

エムケー社と初の合弁会社を設立した。（図 17） 

エムケー社にとって初の海外展開事業として物流事業をミャンマー国に展開し、2016 年
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1 月に合弁会社を設立した。2019 年 9 月の調査時点で事業を継続しており、本研究の調査

対象として適している。 

  

 

出典：株式会社エムケー、ヘラクレス株式会社 ホームページ 2020 年 10 月取得 

図 17 調査対象の会社概要 

 

3.4 調査方法 

事例調査は、インタビュー調査に加えて、資料収集を行った。エムケー社がセミナーにて

自社の海外展開を説明したスライド資料や JICA(2019a, 2019b)の中小企業支援スキームで

実施した調査の公開報告書やインターネットに掲載された取材記事を収集した。  

まず、事例の中心となるエムケー社の社長である松川慎氏にインタビュー調査を実施し、

本事例においてインタビュー調査を実施すべき関係者を選出した。そして、個別にインタビ

ュー調査のアポイントメントを取得し、日本国もしくはミャンマー国の現地に訪問してイ

ンタビュー調査を実施した。また、Web 会議による面談も 2 回実施した。なおインタビュ

ー調査においては、予め分析枠組をもとに調査票を作成したうえで、半構造化インタビュー

を実施した。 

表 1 に面談者の一覧を記す。 

 



 

42 

 

 

表 1 面談者一覧 

# 所属 対象者名・役職 日時・場所 

1 株式会社エムケー 松川 慎・社長 2019 年 6 月 14 日・日本 広島
県（約 2 時間半） 

2 （同上） (同上：2 回目面談) 2020 年 12 月 14 日 Web 会議
（約 30 分）※3 

3 （同上） (同上：3 回目面談) 2020 年 12 月 23 日 Web 会議
（約 1 時間半） 

4 (現)株式会社エムケー/  

(元)日本通運株式会社ミャン
マー支店 

中田 信彌・(現)常務
/(元)支店長 

2019 年 8 月 28 日・日本 東京
都 

（約 2 時間） 

5 （同上） （同上：2 回目面談） 2020 年 12 月 14 日 Web 会議
（約 30 分）※3 

6 (現)NIHC※1/  

(元)MIFFA※2 

Aung Khin Myint  

・(現)CEO/ (元)会長 

2019 年 9 月 17 日・ミャンマ
ー ヤンゴン市（約 1 時間） 

7 ヘラクレス株式会社 Tun Min Aung ・ 

社長 

2019 年 9 月 25 日・ミャンマ
ー ヤンゴン市（約 2 時間） 

8 株式会社エムケー 松川 和樹・ミャン
マー副支店長 

2020 年 12 月 14 日 Web 会議
（約 30 分）※3 

9 株式会社エムケー 平地 ・執行役員兼
ミャンマー支店長 

2020 年 12 月 14 日 Web 会議
（約 30 分）※3 

出典：筆者作成 

※1 NIHC ：National Infrastructure Holding Company  

※2 MIFFA：Myanmar International Freighter Forwarders Association 

※3 株式会社エムケー松川慎社長、中田常務、平地支店長、松川和樹副支店長へのインタビューは同時

に実施 

 

3.5 質問事項の概要 

本事例の中心人物であるエムケー社の松川社長に最初のインタビューを実施するにあた

り、日本の中小企業が国際化を志向し、国際合弁会社を設立し運営する流れを想定した下記

の初期仮説を構築した。 

まず、日本企業が、海外展開を志望し、対象国の検討や事前調査、パートナーの探索活動

を開始する。一方で現地パートナーも同様に事業展開のための協業先や技術を探索してい

る状態であり、何かしらの機会により両社は出会い、協業の検討を開始する。次に、両社の

交流を経て信頼関係を構築する。そして、協議を重ねることで双方の持つ技術や経営資源な

どを理解し、協業によるメリットを発見する。双方が、描く事業の展開方針を合弁会社とし

て実施するための協議を経て、合弁会社を設立し、実際の運用を開始する。実務上の課題を



 

43 

 

克服しながら、実績を蓄積していく。実務の成功や失敗の経験を通して、今後の事業展開の

方針や、次の展開に向けた双方の関係性を見直す。 

これらの流れを大きく５つのステップに分解し、さらに日本企業とパートナーとのやり

とりを図 18 に表す。 

 

出典：筆者作成 

図 18 海外にて合弁会社を設立する際に想定される流れ 

 

想定した海外展開の流れにおいて、どのような事象が実際に発生していたかを確認する

ため 26 問の質問からなる質問票を作成し、エムケー社松川社長へのインタビュー調査を実

施した。インタビュー調査を通して、重要な役割を担った仲介者が存在することが明らかと

なった。そこで、仲介者の視点で事象を調べるため、仲介者である中田氏、Aung Khin Myint

氏の 2 名にもインタビュー調査をすることとし、松川社長及び中田氏のインタビュー調査

結果を反映する形で、ヘラクレス社 Tun 社長、Aung Khin Myint 氏への質問票を個別に作

成した。さらに、松川社長、中田氏、平地ミャンマー支店長、松川和樹ミャンマー副支店長

に対するグループインタビュー調査と、松川社長に対する追加インタビュー調査を Web 会

議により実施した。なお、実際のインタビュー調査で使用した質問票を参考資料 1 から参

考資料 8 に掲載している。 
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3.6 調査結果の分析計画 

3.6.1 分析方針 

Yin(2011)は、ケーススタディの主要な分析方法として以下のパターン適合、説明構築、

時系列分析、プログラム理論モデルの４つがあると説明している。 

・パターン適合：経験に基づくパターンを予測されたパターンを比較し、パターンが一致

すれば、その結果がケーススタディの内的妥当性を高めるのに役立つものとなる。 

・説明構築：理論的言明および初期仮説のもとケース分析を重ね、仮説の修正を繰り返し

て説明を構築する。 

・時系列分析：ケーススタディの分析方法としての時系列分析は、一般的に統計学で扱わ

れるものとは異なる。ケースにおける事象の関係について、経時的に詳細に追跡し、事象の

因果関係や発生条件を「どのように」「なぜ」といった観点で整理して、ケーススタディの

結論の基礎を構築する。 

・プログラム理論モデル：パターン結合と時系列分析を組み合わせたプログラムによりケ

ースを分析する方法である。複雑な事象の経時的パターンを予め規定し、ケースとの適合性

を検証して事象の因果について経時的なパターンがあると主張する。 

本研究は、事象の流れを把握したうえで、各事象の細部に踏み込んだ詳細な分析を行い、

リサーチクエスチョンに対する回答を導く方針であるため、時系列分析および説明構築を

採用する。 

本研究では、まず事例全体の事象構造を把握するため、各種の資料および定性的データか

ら事象間の因果関係を整理し、事象の時間的流れに沿って理解する。そのため、本分析は「時

系列分析」に該当する。またさらに、質的分析では、事象から発見し、証拠を検討する中で、

仮説が修正され、そして新しい視点から証拠が再検討され、繰り返しの作業を経て段階的に

説明構築を行う。本研究の質的分析では、定性的データから、先行研究による理論的枠組み

を手がかりに事象の背景にある概念構造の探索を通して回答を導く方針とする。 

なお、佐藤(2008a) は、質的研究においては、２つのアプローチが存在すると説明してい

る。先見的知識をもたずデータから事例の記述を概念的な記述に変換しながら理論構築に

至る帰納的アプローチと、既存の理論的枠組みを前提知識に持ちデータを参照しながら理

論を精錬する演繹的アプローチである。いずれのアプローチも質的分析の起点を説明する
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ものであり、分析の過程で両アプローチは往還すべきもので優劣はないと主張している。さ

らに佐藤(2008b)は、質的研究において、事例の記述と理論的記述を研究者自身の個人的な

意味世界を介して往還する作業が極めて重要な役割を果たすと述べている。このような分

析の方針を佐藤(2002)は漸次的構造化法として、定性的分析を行う際には重要な発想である

と主張している。本研究の質的分析は、既に述べたように、先行研究による理論的枠組みを

手がかりにするので、演繹的アプローチに分類される。 

上記の検討から、本研究では先行研究から得られた分析枠組みを使用して事例の記述を

分析しながら、各 SRQ に対する問題または回答の構造化を同時並行的に行い、漸次的に回

答を導く方針とする。 

 

3.6.2 分析方法 

時系列分析の方法について説明する。時系列分析の範囲は、エムケー社のミャンマー展開

の検討開始時点から調査時点までの事象とし、松川社長へのインタビュー調査により把握

できた事象の前後関係を整理したうえで、インターネットおよび印刷物を参照し、時間軸で

事象を整理する。そして、中田氏、Aung Khin Myint 氏、Tun 社長、平地氏、松川和樹氏

へのインタビュー調査において時系列分析の結果の正確性を確認したうえで、本研究に関

わる主要な出来事の前後関係を抽出する。さらに、SRQ の分析において、主たる事象に区

分し、分析単位に適合するよう割当てる。  

質的分析は、佐藤(2008a, 2008b)の著作を参考に質的データ分析のプロセスに従って実施

した。以下の手順で SRQ ごとにコードマトリクスを作成し、継続比較法により概念モデル

を構築する。 

手順 1：インタビューで発話された音声データを全て逐語文書化（ミャンマー語は通訳に

より日本語に翻訳） 

手順 2：文書から意味的なまとまりを切り取り、要約となる定性的コードを付与 

手順 3：SRQ ごとに分析の枠組に基づいて概念カテゴリを作成 

手順 4：定性的コードに概念カテゴリを割当 

ここまでの手順で SRQ ごとに作成したコードマトリクスから、以降の手順で示す継続比

較法により、概念モデルを作成する。 
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手順 5：各面談者の発言で共通する意味を見出して、概念カテゴリを特徴的な言葉に修正 

手順 6：時系列分析の結果を参照し、時間の前後と事象の関係を考慮しながら、個別の概

念カテゴリの間の因果関係を見出し分類及び階層化 

手順 7：再度、定性的コードおよび概念カテゴリを比較し、カテゴリ間の抽象度が揃うよ

う概念カテゴリを修正 

 

3.7 分析枠組の提示 

3.7.1 先行研究の適用可能性と課題 

1.4 節で提示したリサーチクエスチョンに対して、先行研究から得られる下記の知見が

分析枠組みに適用できる可能性があると考える。 

 SRQ1 の BaGC の国際化のタイミングに関する分析において、国際化に関するプ

ロセスを分析するモデルとして「諸力のモデル」及び「IEO モデル」の適用が期待

できる。 

 SRQ2 の知識の定義およびそれらの変換に関する分析において、暗黙知/形式知の

定義を含み、それらの変換を明らかにした SECI プロセスの適用が期待できる。 

 SRQ3 の SECI プロセスに対する信頼の影響に関する分析において、SECI プロセ

スを促進する役割を持つイネーブラーおよび信頼を含むケアの概念の適用が期待

できる。さらに、信頼に関する詳細な分析において、Iivonen (2004)の経営戦略と

しての信頼構築 7 要素の適用が期待できる。 

また、先行研究では以下の点で課題を有するもので、本研究に適用するにあたり注意が

必要である。 

 IEO モデルは、企業家志向性に関するモデルであり、BaGC の内部要因の分析には

有用であるが、事業環境など外部要因への分析に適用できるか不明である。 

 Oviatt・Mcdougall(2005)のモデルを拡張し、外部専門家の影響を加味した紫原

(2017)の諸力のモデルでは、外部専門家の登用が前提とされており適用ケースが限

定される。そのため、外部専門家を海外展開の一連のプロセスの中で活躍する一般

的な外部人材と広義に捉える。 
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3.7.2 先行研究の可用性の確認 

先行研究が示した各モデルについて、本研究への可用性について確認する。 

国際化のタイミングを説明するモデルとして Oviatt・Mcdougall(2005)が提示した「国

際化のスピードに影響する諸力のモデル（諸力のモデル）」及び、山本・名取(2014a)が構

築した「国際的企業家志向性(IEO の形成と役割を説明した仮説モデル（IEO モデル）」の

可用性について確認する。 

Oviatt・Mcdougall(2005)が提示した諸力のモデルは、柴原(2017)による事例調査にお

いて外部専門家の役割の発見における基礎として使用され、414 社のアンケート結果をも

とに、外部専門家の役割を加味した拡張モデルが提案されている。また、Chetty・

Martin(2014)は、国際化のスピードに関する 23 件の研究のレビューにおいて、国際化の

スピードに影響を与える要素をモデルとして提示した数少ない研究に位置付けている。そ

して、「諸力のモデル」の 3 つの要素を取り入れたアンケート調査で、170 社のスペイン

中小企業の回答と、その内 65％の会社に対するインタビュー調査により国際化のスピー

ドに影響を与える要素が検証された。 

山本・名取(2014a)が提示した IEO モデルは、山本・名取(2014b)により、学習志向性、

市場志向性の概念を取り入れた分析枠組みによる 3 事例の調査を通じて検証された。そ

の結果、国際企業家志向性、学習志向性、市場志向性の観点で新たなモデルを提示した。

また、丹下(2015, 2016)は、既存の国際経営研究の成果が必ずしも中小企業に該当するも

のではない等の課題に対して、IEO モデルは既存の研究を中小企業において検証した成

果であると述べ、山本・名取(2014a)の研究を支持した。 

以上から、諸力のモデル及び IEO モデルは、後続の研究を通して検証されていること

が確認できた。また、それら検証成果を確認すると、諸力のモデルはアンケート調査でモ

デル要素の有意性が確認されており、IEO モデルは中小企業を対象とした検証で適合性

が確認されており、本研究で想定する BaGC の国際化の要素を分析する範囲において有

用であると判断できる。 

また、SECI プロセスに対するケアの影響に関するモデルの本研究への可用性について

確認する。信頼が SECI プロセスの特定の段階へ及ぼす影響の研究として、Lee・Malik・ 

Rosenberger・Sharma(2020)による、従業員と管理者における信頼が共同化に与える影
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響の研究がある。SECI プロセスのうち共同化の段階で暗黙知の共有の際に社会的文脈に

基づく信頼が強く影響することを主張している。Lee・Choi(2003)は、SECI プロセスと

イネーブラーの 7 要素およびパフォーマンスからなる統合モデルを開発し、58 社の企業

において検証し、信頼がイネーブラーを介して知識創造に影響を与える結果が確認されて

いる。 

以上から、SECI プロセス及び信頼の関係は、国際合弁企業を含む各種の場面で検証さ

れており、ケアがイネーブラーを介して知識創造に影響している点も確認されていること

から、本研究での可用性を有するものと考える。ただし、いずれの研究においても信頼に

ついて細分化した定義をしておらず、本研究はこの課題に対する試みである。 

 

3.7.3 SRQ1 の質的分析における分析の枠組み 

SRQ の分析を実施するにあたり、前提知識として活用する分析の枠組みについて説明

する。 

SRQ1 の分析に際して、図 11 で示した「諸力のモデル」及び、図 12 で示した「IEO モ

デル」をもとに分析枠組みを構築する。そして分析枠組みの概念カテゴリをもとに質的分析

を実施し、概念モデルを作成する。 

分析枠組みについて説明する。諸力のモデルは、柴原(2017)の解説にある通り国際企業家

精神論の流れを作る契機となった研究である。BaGC の国際化に関する起業家精神の全体

観のモデルから内部及び外部の要素の活用が期待できる。 

また、山本・名取(2014a)の IEO モデルは、企業家の志向性に着目しながらも国際化のプ

ロセスを説明するにそれだけでは不十分として要素を拡張して構築されたものである。IEO

モデルは、内部要素の「意思決定の経験」「社会的ネットワーク」「組織構築」と、外部要素

の「外部環境」の 4 要素により構成されており、国際化のタイミングである EO から IEO

への変化には、「外部環境」の影響があるとしている。内部要因については、国内市場にお

いて蓄積/形成/構築し、海外市場で活用され、更新していくものとされている。内部要因の

各要素について、海外市場での活用に至る過程を辿ることで、どのような要素がいつ国際化

の加速に関係していたのかを発見することが期待できる。 

両モデルは、内部要因である起業家または企業家の精神およびネットワーク、または志向
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性に着目するとともに、外部要因である調整された知識または外部環境を構成要素に持つ

点で類似している。しかし、諸力のモデルは BaGC の継続的変化の視点、IEO モデルは国

際化の外部要因の視点、に不足があり相互に補完できると考えられる。 

そこで、両モデルを対比して、主に IEO モデルを基礎としながら、共通または類似する

諸力のモデルの項目を対応させる形で、表 2 の対応表に整理した。「a. 経営者の意思決定

の経験」「b. ネットワーク」「c. 組織および企業の能力の構築」「d. 外部環境の動向」の 4

つの観点に整理した。この４つの観点は、質的分析の演繹的アプローチで使用される分析枠

組（概念カテゴリ）となる。 

 

表 2  IEO モデル・諸力のモデルから構築した分析枠組 

IEO モデルの要素 諸力のモデルの要素 分析枠組（概念カテゴリ） 

意思決定の経験の蓄積 or

活用 

企業の好機、競争的動機 a. 経営者の意思決定の経

験 

社会ネットワークの形成

or 活用 

調整されたネットワーク b. ネットワーク 

組織構築 or 組織の活用 利用可能な技術 c. 組織および企業の能力

の構築 

外部環境 調整された知識 d. 外部環境の動向 

出典：Oviatt・Mcdougall(2005), 山本・名取(2014a)をもとに筆者作成 

 

3.7.4 SRQ2・SRQ3 の質的分析における分析の枠組み 

SRQ2、SRQ3 の分析で用いる分析枠組を、2.3.3 項から 2.4.2 項までの先行研究をもと

に図 19 に提示する。 
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出典：野中・竹内(1996)、Krogh・Ichijo・Nonaka(2000)をもとに筆者作成 

図 19 信頼作用を考慮した精緻化 SECI モデル 

 

分析枠組の基礎として①SECI モデルを設定し、モデルの各フェーズにおいて②信頼の構

造、③経営戦略としての信頼構築、それぞれの要素が推進要素としてどのように作用するか

を記述する。具体的には、共同化における暗黙知の共同に寄与した信頼、表出化における暗

黙知の形式知化に寄与した信頼、連結化における形式知の連結に寄与した信頼、内面化にお

ける暗黙知の生成に寄与した信頼を明示している。本分析枠組みは SRQ2 及び SRQ3 にお

ける質的分析で使用する。 

 

3.7.5 本研究の流れ 

3.7.3 項及び 3.7.4 項にて述べた SRQ ごとの分析枠組と 3.6 節の分析計画を整理し、本研

究の流れを図 20 に示す。 

SRQ1 では、3.7.3 で構築した表 2 の「IEO モデル・諸力のモデルから構築した分析枠

組」を使用した質的分析を実施する。SRQ2 及び SRQ3 では、3.7.4 項で構築した図 19 の

「信頼作用を考慮した精緻化 SECI モデル」を使用した質的分析を実施する。SRQ の回答

を導いた後に、各分析に対する考察を加え MRQ 回答を導く。そして、MRQ 回答をもとに

理論化を試み本研究の成果を纏める。 
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研究の 
構成 

本論文の記述 

MRQ 
ボーンアゲイングローバル企業は、信頼を活用した SECI プロセスにより、どのように国際

合弁事業を成功させていったのか？ 

SRQ 
SRQ1:国際化のタイミングは
いつか？ 

SRQ2:どのような SECI プロ
セスを経ているのか？ 

SRQ3: SECI プロセスにおい
て、信頼はどのような役割
を果たしていたのか？ 

分析 
方針 

分析枠組による質的分析 
・諸力のモデル 
・IEO モデル 

分析枠組による質的分析 
・ケア（信頼）の影響を考慮した SECI プロセス 

分析 
分析枠組みを使用した質的
分析 

分析枠組みを使用した質的
分析 

SRQ2 分析結果に加えて
Iivonen(2004)の信頼 7 要素
による質的分析 

SRQ 
回答 

SRQ1 分析から導出 SRQ2 分析から導出 SRQ3 分析から導出 

考察 
国際化のタイミングの仮説
モデル 

・暗黙知の乖離 
・暗黙知の再共有 
・信頼関係の変化 

MRQ 
回答 

すべての SRQ の回答・考察から導出 

出典：筆者作成 

図 20 SRQ と分析枠組みの対応及び本研究の流れ  



 

52 

 

第4章 分析結果及び考察 

本章では、BaGC であるエムケー社が、ミャンマーにおいてヘラクレス社と設立した国際

合弁会社ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社の事例について分析する。そして、分析結果

から、BaGC の国際化タイミングモデル、信頼の知識創造に与える影響について考察する。 

 

4.1 時系列分析の結果整理 

収集した資料及びインタビュー調査結果をもとに、エムケー社(MK)、ヘラクレス社(MH)、

そして合弁会社であるミャンマー・エムケー・ヘラクレス社(MMH)において、創業から海

外展開の開始、合弁会社設立、および運営までに発生した事象を時系列に整理した。 

エムケー社は 2012 年から海外展開の検討を開始しており、松川社長が知人へ海外展開に

ついて相談したことを契機として、日本語学校で就学していたミャンマー人の紹介を受け、

日本で採用したことからミャンマー国への展開が開始している。その後、ミャンマーへ渡航

し、当時ミャンマー国際物流協会(MIFFA：Myanmar International Freight Forwarders 

Association)の会長であった Aung Khin Myint 氏よりヘラクレス社の紹介を受けた。一方

のヘラクレス社はマンダレー市に本社を置く 2013 年創業の物流会社で、創業当初に Aung 

Khin Myint 氏の物流セミナーを聴講し、氏にコンサルティングを依頼したことを契機に関

係を持ち、その後顧問に迎え入れていた。そして、両社は Aung Khin Myint 氏の仲介で知

り合い合弁会社を設立することとなった。詳細な事象の時系列と図 7 に示した BaGC の国

際化プロセスの対応を図 21 に整理した。 
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出典：筆者作成 

図 21 ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社の時系列分析  

【BaGCの国際化プロセス】

*()内は期間

1997年 1月 MK 有限会社　松川急送　設立

2004年 6月 株式会社エムケーに社名変更

2009年 本社移転（東広島市黒瀬町）

2012年 8月 日本語学校から初めてのミャンマー人を採用

（1か月間　松川社長と生活してトレーニング）

2013年 3月 MH Hercules Logistics Co., Ltd　設立（マンダレー市）

5月 MK 松川社長がミャンマーに初渡航

日本通運ミャンマー支店長（中田氏）と面会

（Aung Khin Myint氏の紹介を受ける）

7月 人文知識国際業務を開始

2人目となるミャンマー人従業員を本社にて採用

11月 第2回ミャンマー渡航

（ミャンマー・マンダレー市を視察）

2014年 12月 3人目となるミャンマー人従業員を本社にて採用

2015年 2月 エムケーミャンマー支店設立（登記完了）

5月 第3回ミャンマー渡航

Aung Khin Myint氏と面会（MIFFA会長）

（ヘラクレス社の紹介を受け、即座にマンダレー市のヘラクレス本社を視

察。即日Aung Khin Myint氏に合弁意思を伝達）

海外出張から帰国したTun Min Aung氏(ヘラクレス社社長)とヤンゴ

ンにて面会

（Tun Min Aung氏他ヘラクレス社株主の日本視察を要請）

ヘラクレス社より合弁比率（エムケー10%、ヘラクレス90％）を提示

6月 4人目となるミャンマー人従業員を本社にて採用

7月 Tun Min Aung社長他株主12名が来日（広島）

(エムケー社が担当する大手小売りチェーンの配送物流センターを視察)

9月 MK 第4回ミャンマー渡航

ヘラクレス社より合弁比率（エムケー60％、ヘラクレス40％）変更の

申入れ

合弁協議の実施（全2回）

2016年 1月 ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社登記完了

技能実習生1号のイ（ミャンマー人実習生5人）を広島で受入

2月 JICA中小企業支援スキーム　基礎調査採択決定

5月 MMH
ミャンマー現地日系法人より倉庫内管理及び国内配送業務受託（1年

間限定）

MK 第5回ミャンマー渡航/JICA調査第1回渡航

（JICAミャンマー事務所、DICA、MIFFA、ヤンゴントラック協会を訪問）

8月 MH ヘラクレス社来日　8日間研修を開催

9月 MK 第6回ミャンマー渡航/JICA調査第2回渡航

（運輸省、各省庁、トラック及びバス協会、免許センターを訪問）

11月 海外産業人材育成協会(HIDA)受入研修事業を実施

12月 第7回ミャンマー渡航/JICA調査第3回渡航

（JETRO、JICA、現地企業を訪問）

2017年 1月 駐在日本人氏を採用

2018年 3月 マンダレー国際空港の貨物取扱開始

2020年 11月
ミャンマー総選挙における新型コロナ対策物資の空港荷受け業務の実

施

国内市場に注力（約15年）

国際化の検討

（約2年9カ月）

国際合弁会社の設立

（約4カ月）

国際合弁会社の運営

国際合弁会社の拡大

エムケー社(MK)/ヘラクレス社(MH)

/ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社(MMH)の動き

MMH

MH

MK

MMH

海外展開の検討開始

仲介者の発見

パートナー候補の発見

合弁契約の締結

大型案件の受注

合弁会社設立の合意

合弁協議の開始
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図 21 の時系列のうち主要な事象 11 項目を、下記に説明する。 

①海外展開の検討を開始する：エムケー社は、1997 年の創業から、徐々に会社の規模を

拡大させ、2009 年に本社移転し、新規市場の開拓を狙っていた。市場の検討を進める中で、

ベトナム、ラオスを対象に検討していたが、商圏、規模、及び優位性の観点で妥当ではない

と判断し、知人に相談を重なる中で、ミャンマーに注目するようになる。松川社長は、海外

展開を開始するためには、現地活動の協力人材を内部に育成する必要があると考えていた。

そこで、知人の紹介により、日本語学校を卒業したばかりのミャンマー国人材を雇い入れた。

エムケー社にとって初の外国人従業員であり、当人にとっても初めての日本就労であるこ

とから、トレーニングの意義も合わせて社長の自宅に 1 カ月間同居して、社長自ら生活を

ともにした。松川社長は、１カ月の同居の経験によりミャンマー人の生活様式や文化・民族

性を学んでいった。そして彼らを従業員として、自社採用する場合にどのように現地に展開

するかのヒントを掴んでいた。エムケー社は 2013 年に技術・人文知識・国際業務によるミ

ャンマー人従業員の本社採用を開始した。そして、2014 年以降もミャンマー人従業員の採

用を拡大させていくが、ミャンマー人従業員に対する印象を次のように語っている。 

「真面目な人がいる。私が自分で言ってはならないが、うちの管理者はものすごく真面

目で、作業をしている真面目な人が多い。よく働く。～中略～無駄がない非常に真面目で

ある。これはすごいと。最初に言ったが、ミャンマーの男の人は真面目な人が多い。要領

悪いとか言う人が多いが、全然違う。」（松川社長インタビュー回答） 

さらに、2016 年には、ミャンマー人への日本語教育まで含めた技能実習生の単独受入へ

採用を発展させ、ミャンマー人による物流技術の教育体制を整備していった。これは、ミャ

ンマーより技能実習生を日本本社で受け入れて、合弁会社のマネージャーを育成するモデ

ルであるが、そのための本社受け入れ人材育成は 2012 年に既に開始されたものであった。 

②仲介者を発見する：松川社長はミャンマー国への展開可能性を検討するにあたり、日本

で情報収集を行っていた。まず、ミャンマーに先に進出していた物流大手企業である日本通

運に相談していた。エムケー本社が置かれている敷地は、日本通運の事業用地と隣接してお

り、エムケー社にとって最も相談しやすい先行企業であった。そこで、広島県の日本通運の

事務所を訪問した松川社長は、日本通運ミャンマー支店長であった中田氏の紹介を受ける。

中田氏は、ミャンマー支店の設立時点から駐在しており、ミャンマーにおける物流業の先駆

者でもあった。2013 年 5 月に初めてミャンマーに渡航した松川社長は、中田氏と面会しミ
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ャンマーの物流業に関する課題や可能性などについてアドバイスを受けた。そして、そのア

ドバイスをもとにミャンマーのパートナー会社を探索するため、渡航を重ねている。しかし、

日本から出張して短期滞在を繰り返すだけでは確信できるパートナーを発見することはで

きなかった。活動に行き詰まりを感じ始めた松川社長は、2015 年に改めて中田氏にパート

ナー探索について相談することとした、海外展開を実現しようと粘り強く活動する松川社

長を評価した中田氏は、ここで当時MIFFA会長であったAung Khin Myint氏を紹介した。

限られた旅程の中であったが、松川社長は、帰国の前日夜に面会のアポイントを取り付けて

面談した。 

③パートナー候補を発見する：Aung Khin Myint 氏に面会し、合弁会社の候補としてヘ

ラクレス社の紹介を受けた松川社長は、即断で翌日にヘラクレス社の在籍するマンダレー

市へ渡航することを決定した。訪問の当日は Tun Ming Aung 社長がバンコク出張で不在で

あることが事前に分かっていた。しかし、松川社長は国内での物流事業の経験から、「オフ

ィスを見れば、その会社の気合がわかる」との信条を持っており、視察のためにマンダレー

市を訪問した。そして、ヘラクレス社の玄関、オフィス、車両の様子からパートナーとして

の能力を推量して合弁企業を設立する意思決定をした。ヘラクレス社を視察した当日帰路

の機中で、その意思を固めた旨を Aung Khin Myint 氏に伝達した。当時の出来事を振り返

って松川社長は次のように語っている。 

「中田さんの紹介で Aung Khin Myint さんと夜の 6 時ぐらいホテルのロビーで話しし

て、じゃあ（筆者補足：松川社長は、）翌日飛行機で帰るのに、『予定変更してマンダレー

行くよ』と、その、Aung Khin Myint さんも『俺も行くよ』と、その時に“あ、これは何

かいけるんじゃないかな”と。」（松川社長インタビュー回答） 

④合弁会社設立の合意：松川社長は、ヘラクレス社の合弁会社の設立の意思を問う前に、

自社の能力を評価してもらう必要があると考えていた。そこで、ヘラクレス社に自社の設備

および運営の様子を見て、合弁の意思決定をしてもらうため、日本視察を、エムケー社の費

用負担で実施した。 

視察前にヘラクレス社が提示していた合弁資本比率は、エムケー社 10%、ヘラクレス社

90%であった。しかし、視察を通してエムケー社の物流技術を理解した後は、エムケー社に

合弁会社の技術的な教育・指導・運営を委任すべきとの認識に変化した。そして、株主含む

ヘラクレス社の関係者は合弁協議の実施について同意し、合弁会会社の設立にむけて準備
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を開始した。 

⑤資本比率の変更：合弁協議のためにミャンマーに訪問した松川社長に対して、資本比率

をエムケー社 60%、ヘラクレス 40%に変更したい旨の申し出がヘラクレス社からあった。

これは、合弁会社の運営について主導権をエムケー社に譲るもので、ヘラクレス社からエム

ケー社に物流事業の指導を乞う姿勢の表れであった。 

⑥合弁協議：両社の社長および顧問、そして外部人材、弁護士、通訳の出席のもと対面に

よる合弁会社の設立協議が実施された。合弁会社における両社の役割について意見が交わ

され、双方の負担事項の合意がなされた。事前に計画し調整されたうえで協議は開始された

ものの、詳細な負担事項の協議において衝突が発生した。エムケー社として譲歩できない事

項であり、言葉を尽くして説明するが言語の障壁もあり理解されず、感情的な議論なりつつ

あった。当事者同士では議論が進まず、外部人材が場をとりなして鎮静化され双方妥協点の

協議に移ったことで合弁協議決裂の危険性は回避された。 

⑦国際合弁会社の体制構築：日本における本邦研修の実施や現地における従業員トレー

ニングを実施し、運営の体制を構築していった。同時に、JICA 中小企業支援スキームを活

用し、現地調査を実施する中で国際合弁会社の事業環境を調査し、サービス拡充、販路開拓、

許認可申請、課金スキーム構築などを進め、ビジネスモデルを精緻化していった。 

⑧国際合弁会社の運営における課題解決：ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社が営業を

開始し、運営上で様々な課題が発生した。社員に対する安全意識の啓蒙から、物流技術の基

礎知識に関する教育や、効率化のための投資など、両社の緊密な協議が求められる場面が多

く発生した。これら課題に対して、双方の提案を交互に試行しながら納得のいくプロセスを

経て解決策を導いていった。 

⑨事業の拡大：設立後は双方のネットワークから運用・配送関連の案件を個別に受注し着

実に拡大していた。そして、エムケー社の営業活動により、それまでと異なる業務領域のマ

ンダレー国際空港の貨物取扱業務を受託した。陸路の都市間輸送を主力としていた事業に

対して、新しく構内貨物の取り扱い業務という大型案件を加え、事業拡大に前進した。 

⑩両社の展望の相違が見え始める：操業の安定化および業務拡大に進む一方で、（ミャン

マー・エムケー・ヘラクレス社とは異なり）ヘラクレス社の投資としてヤンゴン市の空港近

辺に事業用地を取得した。かねてよりエムケー社はマンダレー市での倉庫の拡充を希望し

ていたが、聞き容れられない形となった。しかし、合弁契約上は、アセット提供はヘラクレ
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ス社の役割であったため、エムケー社も強硬な反対姿勢を取ることはなかった。マンダレー

市とヤンゴン市は約 650km 離れており両社の地理的な戦略に相違があることが判明した。 

⑪大型案件の受注：新型コロナウィルス感染の世界的に拡大する中で、2020 年 11 月に

ミャンマーで総選挙が実施された。投票所では感染対策のための物資を配備することが求

められた。そこで、政府は対策物資を海外から緊急的に輸入し、北部はマンダレー市、南部

はヤンゴン市を拠点に全国へ展開することを計画した。このうちマンダレー国際空港の荷

受け及び荷捌き業務をミャンマー・エムケー・ヘラクレス社が受託した。コロナ禍により営

業拡大に苦戦する中での大型案件の受注であった。 

本事例の一連の動きを概念化し図 18 の初期仮説を更新したものを図 22 に示す。本事例

は、Ⅰ．国際化の構想、Ⅱ．国際化の活動、Ⅲ．国際合弁会社の設立に向けた計画、Ⅳ．国

際合弁会社の設立に向けた協議、Ⅴ．国際合弁会社の運営・安定化、Ⅵ．国際合弁会社の維

持・拡大の段階に分かれ、図中で上から下に動きが遷移する。 

Ⅰ．国際化の構想：エムケー社が海外展開を模索する中で、知人を辿りながら学習し、仲

介者より紹介を受けてパートナー候補を発見する。 

Ⅱ．国際化の活動：パートナー候補から合弁会社設立の意思を引き出すために協議や視察

の機会を設定し、関係を形成する中で合意を引き出していく。 

Ⅲ．国際合弁会社の設立に向けた計画：双方の保有資源を勘案しながら役割や提供資源を

検討しながら合弁契約書の素案を作成し、合弁協議を開始する 

Ⅳ．国際合弁会社の設立に向けた協議：事業を実施するための各社の役割および提供する

資源を詳細に協議し、合弁会社設立に至る。 

Ⅴ．国際合弁会社の運営・安定化：課題観の共有から、解決に向けた協議および試行錯誤

を経て解決策を導き、創業初期の運用を安定化させていく。 

Ⅵ．国際合弁会社の維持・拡大：案件の実績を重ね、規模を拡大させたことで、各社で次

の展開を構想しはじめるが、認識に相違が表れ始めた。 
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出典：筆者作成 

図 22 エムケー社の海外展開の時系列分析 

 

4.2 海外展開のタイミングに関する分析 

本節以降は、SRQ1, 2, 3 の質的分析について説明する。まず、本節では、SRQ1 である、

BaGC の海外展開のタイミングに影響を与えた要素について、インタビュー回答を分析す

る。本分析は、中小企業が海外展開を決定するタイミングではなく、海外展開に成功した

BaGC のタイミングについて分析するものである。そのため、分析の対象範囲は、展開する

主体の事情のみではなく、展開先である海外の状況までを含む。したがって、インタビュー

回答データについては、表 1 に記載した 6 名を対象とし、事例を振り返って国際化のタイ

ミングに関係していたと判断できる要素を分析する。 

また、企業活動の方針決定には、企業の規模に関わらず決定に至る手続きが必要であり、

国際化のタイミングも手続きを経て決定されるものである。そのため本分析では、国際化の

タイミングの手続きは、4.1 節の結果から、経営者が今後の可能性としてⅠ. 国際化の構想

を始め、事業成立の可能性調査などのⅡ. 国際化の活動を実施し、その結果のもと投資の決
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断となる「合弁会社設立の合意」までを対象とする。 

 

4.2.1 分析枠組みによる質的分析の方法 

SRQ1 の分析に際して、表 2 の分析枠組みをもとに、「a. 経営者の意思決定の経験」「b. 

ネットワーク」「c. 組織および企業の能力の構築」「d. 外部環境の動向」の要素を概念カテ

ゴリとして使用する。概念カテゴリの視点で該当する記述をインタビュー回答の記述の中

から抽出し、3.6.2 項の分析手順に従って分析枠組みの概念カテゴリ別に概念モデルを作成

した。そして、概念モデル間の関係を分析し、本事例の国際化タイミングを説明するモデル

を構築した。 

 

4.2.2 質的分析 

以下に分析枠組みの概念カテゴリ別の概念モデルを説明する。なお、定性的コード、概念

カテゴリ、発言数を整理した一覧表は参考資料 9 から参考資料 13 に掲載した。 

3.7.3 及び 4.2.1 項で述べた通り、分析枠組は 3 つの内部要因と１つの外的要因から構成

しており、内部要因については、いかに海外展開の活動に活用されていったかについて分析

する。外部要因については、いかに海外展開の活動に影響していたかについて分析する。 

 

a. 経営者の意思決定の経験 

中小企業の経営者の能力や信念は、意思決定のみならずネットワークや組織・能力構築に

影響を与える要素と考えられる。そのため、先行して国内市場の経験において、経営者に蓄

積された能力や信念を表す概念モデルを作成した。 

エムケー社の松川社長は、過去の成功または失敗の経験を通じて、経営者個人の能力およ

び信念を蓄積した。創業期において、取引相手が一方的に提示した条件を受諾したことによ

り、不利益を被ったことを教訓としていた。そのため、取引や協力関係を結ぶ相手に対して

は、「長期的に信頼関係が継続できそうな相手か」を直観的に判断する能力を養っていた。

また、創業から 15 年かけて徐々に物流事業を拡大させる中で市場を調査し、次の進出分野

を見定める能力も養っていた。軽トラックによる法人宅配事業から開始し、従業員を雇い入

れて一般貨物事業にシフトしている。さらに、荷主のニーズを掴んで冷凍/冷蔵食品の配送
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事業にも拡大する中で、現在の主力事業である大手小売チェーン店舗の配送事業の市場を

獲得している。物流事業の中でも会社の規模と能力に合わせて市場を選択する能力を養っ

ていた。 

市場選択・規模拡大の経験の中で決断力を養うと同時に、行動力も養っている。特にスピ

ードが早く、取引・交渉や相談の現場で、契約書の作成指示や他案件への巻き込みなどの次

の機会行動を起こしている。スピード感ある行動の結果、市場の情報を共有する同業他社の

関係構築や、ビジネス機会のある相手の紹介、さらに社員の獲得に繋がっている。 

信念については、社内外に対する適切な振る舞いとしての姿勢を確立していた。社外に対

しては、自身の「真剣さ」を重視しており、相手の信頼を得て、行動を促す要素であるとの

信念を持っている。また社内に対しては、「士気」を重視しており、どのように社員に説明

し、やる気・やりがいを以て仕事に取り組んでもらうかが大事であるとの信念を持っている。 

これら要素が海外展開の行動を開始し、選択及び行動が求められた場面で判断の基礎と

なっていた。「ビジネスパートナーを選別する能力」「市場選択の能力」が成熟し、「社外へ

の姿勢」「社内への姿勢」が高まっている状態であることが国際化のタイミングを判断する

要素になる。図 23 に意思決定の要素を構造化した概念モデルを表す。 

 

出典：筆者作成 

図 23 国内市場における過去の経験と意思決定に関する概念モデル 

 

続いて、松川社長がどのように海外展開を検討し、ミャンマー国市場への進出を目指した

かの過程を構造化した。エムケー社は、会社規模の拡大に従い、新規市場を開拓する必要性

が生じ、国内外を広く視野に入れた検討を行った。その際に、松川社長は、いかに競争力を

向上させ、かつ社員の士気向上も実現させるかと考えた結果、海外展開に解を見出し、国際
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化の構想に至った。BaGC の成長に伴い市場開拓の決断と、途上国市場の選択を経て、ミャ

ンマー市場に絞り込み、進出の意思決定に至った。 

図 24 に国内市場における過去の経験の構造と国際化のタイミングに係る要素の関係を

表した概念モデルを示す。 

  

出典：筆者作成 

図 24 国内市場における過去の経験に関する分析に基づく概念モデル 

 

b. ネットワーク 

松川社長は、ネットワークを辿る中で、信頼できる人物を見極め、その振る舞いにより相

手からの信頼も得て、積極的な協力者へと変化させていった。松川社長は、海外展開を構想

し、活動を開始するにあたり近隣の同業大企業である日本通運に打診することから始めて

いた。日本通運からは、事業所の借地から始まる長年の取引で地域の協力会社としての信頼

を獲得していた。また、同業の先達として様々なアドバイスを受けることができる相談相手

でもあった。そして、日本通運は先行してミャンマー国に進出しており、ミャンマー進出の

相談をしたところ、日本通運ミャンマー支店の紹介を受けることができた。 

松川社長は 2013 年 5 月ミャンマーへの初渡航において日本通運のミャンマー支店に訪

問し、当時ミャンマー支店長であった中田氏に初面会した。そして、面談する中で人物・知

見・人脈ともに信頼できる人物であると直観し、以後のミャンマー進出活動は中田氏を頼り

に展開していく。そして、2 年間かけて国際合弁事業のパートナー探索を進めていたが、適

切な候補が発見できずにいた 2015 年 5 月に改めて中田氏に現地の知見者の紹介を依頼し、

当時 MIFFA の会長であった Aung Khin Myint 氏の紹介を受けた。中田氏にとって MIFFA

会長という重職者の紹介は、責任の伴うリスクある行動であったが、2 年間にわたる松川社
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長の真剣な行動を評価し、引き受ける決断に至った。MIFFA はミャンマー貨物輸送に関わ

る業界団体で、会長である Aung Khin Myint 氏は市場の知識及びネットワークに最も精通

した人物である。Aung Khin Myint 氏は、松川社長よりマンダレーで物流事業のパートナ

ーを探索している相談を受けて、即座にヘラクレス社を候補に挙げ紹介した。翌日にはマン

ダレー市への視察を実施し、急速に国際合弁会社の設立に発展していく。 

日本人仲介者から、現地の市場において強力なネットワークを有する仲介者の紹介を受

けたことで、活動が大きく前進して行く。特に現地ネットワークに精通した仲介者の紹介が

トリガーとなって急速な国際化に進んでいった。 

 

出典：筆者作成 

図 25 ネットワークに関する分析に基づく概念モデル 

 

また、仲介者からは、市場の知識のみならずビジネアイデアも学習し、さらに外部人材お

よびパートナー候補の紹介も受けていた。外部人材は JICA 中小企業支援スキームの公的資

金を調達し、現地での国際化の活動の資金的な後押しにも貢献した。 

図 25 にネットワークが国際化のタイミングに関わる概念モデルを示す。 

 

c. 組織および企業の能力の構築 

2012 年にミャンマー国を対象に検討を開始した松川社長は、日本語の話せるミャンマー

人を日本の本社で採用することから着手した。静岡県で人材を採用したこともあり、住居の

定まるまでの 1 カ月間は松川社長の自宅で生活をともにした。当時を振り返って松川社長

は、当 1 カ月を全力投球でのトレーニング期間であったと語っている。特に松川社長は、ミ
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ャンマー人の真面目さに注目した。指導を素直に聞き容れて忠実に実践する姿や、忍耐強く

継続する姿勢に感心していた。一方で、他人に対して、強い態度が取れず、管理者に不向き

な面も発見した。また、サンダル履きのまま平気で力仕事をすることや、身近な木材で重量

物を動かそうとする安全意識の違いも理解していった。松川社長のトレーニングを通して、

物流技術及びエムケー社の文化を学んだミャンマー人従業員は、松川社長のミャンマー渡

航に同行し、現地企業のアポイント等の活動の手配を担当するなど、国際化の活動の要員に

成長している。 

物流サービスを提供するためには、設備や機器の技術のみでなく、提供する人間の教育も

重要である。エムケー社は、国内市場での経験から、配送センターの施設やトラック・倉庫

等の設備を整備し、さらに安全かつ効率的な運用技術を追及してきた。トラック等の資機材

は遠方に出張し、中古品を調達して自社整備する技術も備えている。配送設備の運用や安全

管理についてはルール化され、明文化した原則事項は事業所の壁に張り出されている。オフ

ィス内の通路には物を置かず、整理・整頓が行き届いている。筆者が訪問した日は雨天であ

ったが、入口床に水滴を残さぬよう掃除されており、日頃からの安全への配慮も伺われた。

また、梱包・積載・配送等の作業は効率性を追求した手続きが体系化されており、従業員の

動作にアイドリングが発生しないように設計されている。これらを総合した技術力がパー

トナー企業に対して技術力を証明するものとなり、合弁意思を引き出す鍵となっていた。物

流技術における資源は、倉庫や配送施設などの物的資源のみでなく作業者の技術力が大き

な割合を占める。それらの要素となる作業効率化および安全管理には教育および体制を必

要とし、構築には一定の時間を要するものである。 

以上のミャンマー人従業員のポテンシャルの発見、国際化の活動要員の成長、およびパー

トナーの意思決定の要素から、本格的に合弁会社を設立合意に至った。 

図 26 に組織及び企業の能力の構築が国際化のタイミングに影響した概念モデルを示す。 

 

出典：筆者作成 

図 26 組織及び企業の能力の構築に関する分析に基づく概念モデル 
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d. 外部環境の動向 

取引先や顧客等からエムケー社に海外展開を促すといった、直接的な外部環境の要素は

発見されなかった。しかし、エムケー社の国際化のタイミングに何かしらの外部環境の影響

があるとするならば、それは、設立合意までの間にあると考えられる。エムケー社の国際化

の活動は、合弁会社の設立合意の時点から、本格的な事業化の動きに移行している。そこで、

エムケー社の国際化の活動に対する外部環境の影響が合弁会社の設立合意までにあったか

を分析した。合弁会社の設立合意は、パートナーの合意によって成立する。国際化の構想及

び活動の間には、日本人仲介者、パートナーを紹介した現地仲介者とパートナー会社の社長

の 3 者が存在する。 

現地仲介者およびパートナー候補は、面談する前から日本企業の物流技術に対して信頼

を持っていた。日本ブランドは、ミャンマーにおいて物流以外の多くの分野で確立されてお

り、ミャンマー企業から見て多く存在する海外企業の中でも、日本企業と合弁会社を設立す

る大きな理由であった。仲介者である Aung Khin Myint 氏は、MIFFA 会長として日本で

の研修を受講し、さらに日本でミャンマー物流業界のポテンシャルについて講演を行うな

ど、日本の物流業界と交流を重ねており、日本の物流技術について深い理解を持っていた。

また、ヘラクレス社の Tun 社長は、日本への渡航や物流会社との交流はなかったが、ヘラ

クレスで使用しているトラックなどの日本製品や、ミャンマー国で交流のあった他業種の

日本企業の就労態度や日本文化に対してブランド意識を抱いていた。また、顧問である

Aung Khin Myint 氏を通して間接的ではあったが日本の物流技術も理解していた。 

そして、日本企業の技術力は、日本におけるエムケー本社の視察を通して証明され、Tun

社長の意思判断を引き出していった。 

図 27 に外部環境の動向が国際化のタイミングに影響した概念モデルを示す。 

 

出典：筆者作成 

図 27 外部環境の動向に関する分析に基づく概念モデル 
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4.2.3 SRQ1 への回答 

国際化のタイミングに影響を与えた要素を IEO モデルから考察する。IEO モデルでは、

海外市場の参入で活用される、経営者の意思決定の経験の蓄積、社会ネットワークの形成、

組織構築の能力を国内市場で養い、外部環境の変化を受けて IEO へ変化すると説明してい

る。本事例の分析で述べた BaGC の成長に対して、過去の意思決定の経験により形成した

判断基準を国際化の意思決定に反映していた。また BaGC の成長及び国内/新興国の検討は、

新たな意思決定の要請に基づくものであった。国内のネットワークを通じて仲介者を獲得

しており、新たな現地ネットワークを形成し、国際化の活動を推進した。BaGC が国内市場

の経験で蓄積した技術は、合弁会社設立の決断の際にパートナーの意思決定の促進に活用

されている。また、外部環境としての日本ブランドは、浸透度が国際化のタイミングに影響

していた。IEO モデルと本事例分析の結果の対応を図 28 に表す。 

 

 

出典：山本・名取(2014a)をもとに筆者作成 

図 28 IEO モデルから「国際化のタイミング」についての考察 
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従って、IEO モデルをもとに国際化のタイミングを考察した場合、海外市場参入の志向

及び実現において、既存または新規の要素にタイミングに関する要素を持ち、また外部環境

として間接的に影響する要素もあったと確認できる。 

また、諸力のモデルから国際化のタイミングに影響を与えた要素を考察する。事例分析の

結果から、モデルに該当する箇所を記載したものを図 29 に示す。 

中村(2015)の指摘する通り、諸力のモデルでは国際化のタイミングおよびスピードが区別

されていない状態であるが、筆者が定義した国際化のタイミングに沿って分析した場合、全

ての要素で適合することが明らかとなった。 

「BaGC の成長」「国内/新興国の検討」は BaGC にとって内部的な背景である。「BaGC

が蓄積した技術」は、国際化のタイミングを主体的に検討するうえで、成熟度により、時宜

を判断すべき要素である。「日本ブランド」は、BaGC にとって外部的な要素であるが、浸

透度は海外展開の成否を左右しうる重要な要素である。また浸透には、業界団体の国際活動

により一定の時間を要するもので、BaGC が属するような成熟産業に共通した性質でもあ

る。「仲介者」は、適切なパートナー企業に出会うための要であり、さらに BaGC にとって

事業知識の提供者の存在でもある。国際化のタイミングにおいて、プロセスを加速する重要

な要素である。 

 

出典：Oviatt・Mcdougall(2005)をもとに筆者作成 

図 29 「諸力のモデル」から「国際化のタイミング」についての考察 
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以上、エムケー社の①国際化の構想及び②国際化の活動において、国内市場の経験で蓄積

した内部要因をどのように活用し、また外部要因がどのように影響したかを分析した。国際

化の構想において、a.経営者の意思決定は、「BaGC の成長」と「国内/新興国市場の検討」

に対してミャンマー市場を目指す決定が行われ、②国際化の活動を開始させていた。b.ネッ

トワークは、日本国内のローカルネットワークから現地の国際ネットワークに接続し、「現

地仲介者」に出会い、パートナー獲得に至っていた。c. 組織および企業の能力の構築は、国

内市場で「BaGC が蓄積した技術」が、パートナーの合弁設立の合意を促す材料となってい

た。d. 外部環境の動向は、「日本ブランド」が、先行して現地仲介者及びパートナーに認知

されていたことで、エムケー社の技術に対する理解を支援していた。 

これらを図 30 に整理し、以下に各要素について説明する。 

 

出典：筆者作成 

図 30 国際化のタイミングに影響した要素 

 

1) BaGC の成長 

エムケー社は、創業時点から広島県を拠点とする物流業者として成長を続けてきた。会社

の成長に伴い市場拡大の必要性も高まってきた。従来の広島県を中心とした自社の提供す

るサービスの市場は飽和状態に近いと理解していた。しかし、現状維持の選択肢もある中で、

社員の士気を勘案すると新市場への進出を検討すべき時期に至った。 

2) 国内/新興国市場の検討 

自社の将来の成長規模を想定した場合、今後展開すべき新市場は一定以上の物流需要を

満たす必要があり、適合する市場は自ずと都市圏に絞られることになる。しかし、同様の背

景で都市圏に進出した同業他社の過去の失敗事例も聞き入れていた。勢いよく新市場に展
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開したにも関わらず早々に撤退しては社員の士気低下にもつながるため慎重に検討する必

要がある。他社の失敗の要因としては、既に都市圏の市場競争が激しく参入障壁が高いこと、

本拠を置く地方から都市圏の支店へのこれまでと同様の管理が困難なこと、があった。そこ

で、自社の技術力で競争の優位に立つ可能性がある市場で、かつ本社から支店への管理が求

められない方式として新興国市場での合弁会社が候補となった。さらに、新興国人材を日本

にて採用し、相手国の文化の理解と人材としての活用可能性を検討することは、対象国市場

を決定するうえで重要である。現地へ事業を展開した際に、現地従業員に対してどのような

配慮が必要であり、どの程度のパフォーマンスを期待できるかを事前に学習し、現地展開の

イメージを持つことが、その後の活動の拠り所となる。 

3) 仲介者 

国内の主力事業の運営に注力している BaGC にとって、海外展開の検討に十分な体制を

整えることは困難である。そのため、市場の学習やネットワークの探索には、経営者もしく

は代表者が自ら実施する必要がある。資金および時間に制約がある中で市場の可能性を調

査し、事業の可能性を見出すためには、現地の活動を支援する存在が必要となる。そして、

仲介者は、いずれの面も満足する存在であり、適切な仲介者に出会う事は、その後の検討の

質を高めることになる。さらに仲介者は、事業が開始した際にも継続して関与することがで

き、協力者としての関与も期待できる。従って、仲介者の獲得は国際化のタイミングの中で

も可能性調査から、合弁会社の運営に至るまで長期にわたり影響を与える重要な要素であ

る。 

そして、仲介者を探すにあたっては、ネットワークを辿りながら信頼できる相手であるか

を判断する必要もある。BaGC の経営者は、国内市場における成功もしくは失敗の経験によ

りビジネスパートナーを選別する能力を養っており、国内および海外のネットワークを辿

る中でも発揮される要素である。 

4) BaGC が蓄積した技術 

現地パートナー候補との合弁事業を検討するにあたり、相手に対して協業の意思決定を

促す必要があった。事例から、その動機付けとして自社の技術力を理解してもらうことが有

効であることが明らかとなっている。また、理解に際しては自社の配送設備を視察してもら

い従業員を含む、物流事業の動きを全体的に理解してもらうことが最も有効であった。秒単

位で発送される最新の配送設備は、パートナー企業にとって自国（ミャンマー）にはない完
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成した技術として捉えられ、さらにその配送設備で働く従業員が教育された自国民（ミャン

マー人）であることから、パートナー企業が、同様の仕組みを自国に取り入れる事への期待

を抱き、協業の意思決定に至った。当初ミャンマー人従業員を雇い入れた目的は、パートナ

ー企業の視察を演出するためではなかったが、結果的に相手側の印象操作において最も有

効な要素となった 

本要素として挙げた配送設備及び従業員は、短時日で準備できるものではなく、継続した

配送技術の向上および学習した従業員による、ミャンマー人従業員への教育があってこそ

成立するものである。それらの養成には相応の時間を要するものであることから、創業から

一定以上の時間を経た BaGC 特有のものであり、国際化のタイミングに影響を与える要素

であるといえる。 

5) 日本ブランド 

本事例において、パートナー企業との仲介者である Aung Khin Myint 氏は当時ミャンマ

ーフレイトフォワーダーズ協会（MIFFA）の会長であった。日本においても同様の協会で

ある一般社団法人国際フレイトフォワーダーズ協会（JIFFA）が存在し、エムケー社がミャ

ンマー進出を検討する以前から交流が行われていた。Aung Khin Myint 氏も交流活動の中

で日本の物流施設の視察や研修を経験しており、その技術力を高く評価していた。また、パ

ートナー企業のヘラクレス社 Tun 社長も顧問である Aung Khin Myint 氏を通して日本の

技術力を認識しており日本技術への信頼を寄せていた。成熟分野である物流技術が相手国

との交流活動を通じて日本ブランドを形成しており、合弁協議を開始するうえで相手の理

解促進に有効であった。本事象は、高井・神田(2012)の企業分類において技術・市場の変化

スピードが遅い産業に BaGC が在籍する傾向が高いとの主張とも合致する。 

展開する産業分野が国際交流を通して日本ブランドを普及し、浸透している市場では、よ

り円滑に国際化の活動を開始することができるため、BaGC の国際化のタイミングに影響

を与える要素であるといえる。 

エムケー社の国際化に関する分析結果より、BaGC の特徴である急速な国際化に最も寄

与した要因は、「日本と現地の仲介者」であった。現地仲介者である Aung Khin Myint に

出会ってから、パートナー紹介、日本視察、合弁協議を経て合弁会社の設立に至るまで約 9

カ月で完了している。松川社長が国際化を構想し始めてから、Aung Khin Myint 氏に出会

うまで 3 年弱かかっていたことに対して急速な展開である。そして、そのような強力な仲



 

70 

 

介者に出会うためには、信頼できる人物から紹介を受ける必要がある。日本人仲介者の中田

氏と現地仲介者の Aung Khin Myint 氏は、ミャンマー物流業界の交流により長い付き合い

であり、相互信頼により結ばれていた。つまり、日本と現地の信頼できる仲介者に出会った

時がエムケー社の国際化のタイミングであった。 

以上の分析と考察からエムケー社の国際化のタイミングに関する SRQ1 の回答を以下に

述べる。 

 

SRQ1 回答：会社の成長に伴い、新規市場開拓の動機が発生した。参入市場の検討を進め

る中で、選択肢として国内市場と同等に途上国市場が浮上してきた。さらに、ターゲット市

場に繋がりのあるネットワークを辿りパートナー紹介が期待できる仲介者に出会い急速に

国際化していった。国内市場の経験で培った技術および人材が成熟し、先行した日本ブラン

ドが浸透し、日本と現地の仲介者のペアに出会ったタイミングが、国際化のタイミングであ

った。 

 

4.3 SECI プロセスの適用 

SRQ2 である、SECI プロセスの事例への適用を分析するため、インタビュー回答に対す

る質的分析を実施する。3.7.4 項の分析の枠組みで示した通り、SRQ2 の回答は、SRQ3 の

分析の基礎となる。従って、1.4 節のリサーチクエスチョンの設定において、分析対象のプ

ロセスを国際化の検討、国際合弁会社の設立、国際化としているが、SRQ2 の分析結果が示

す範囲が即ち SRQ3 の分析範囲となる。 

 

4.3.1 分析枠組みによる質的分析の方法 

SRQ2 の分析に際して、分析枠組みをもとにした概念カテゴリを使用する。本分析で使用

する分析枠組みは、図 17 で示したモデルのうち、信頼の影響を除いた SECI プロセスの部

分である。時系列分析及びインタビュー結果から、どのような知識があったかを整理し、さ

らに、それら知識がどのように変換されていったかを分析したうえで、事例の場面が SECI

プロセスのどの段階に該当していたかを考察する。 
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まず、形式知・暗黙知を表す概念カテゴリを用いてコードマトリクスを作成した。さらに、

3.6.2 項に示した手順により、共同化から順に暗黙知および形式知の間で変換された知識の

概念モデルを構築した。 

 

4.3.2 質的分析 

形式知または暗黙知を所与の概念カテゴリとして、定性的コーディングを実施し、BaGC

の国際合弁事業から発見した知識を整理した。さらに、時系列分析を参照し、暗黙知の共同

化や、形式知への表出化といった時間的変化を分析し、SECI プロセスを分析枠組みとした

知識変換を説明する概念モデルを構築した。 

以下に、SECI プロセスの各段階で分析した定性的コード、概念カテゴリ、及び分析の枠

組みの対応を説明する。なお、時系列分析の段階別に分析した結果は、参考資料 14 から参

考資料 16 に掲載した。 

知識活動は、個人、グループ、組織、環境といった特定の次元に固定したものではなく、

各次元に存在し、またそれらプロセスは関係し、相互に遷移する性質を持つ。本事例からは、

知識が 2 社の社長が持つビジョンの次元から、国際合弁会社という組織が営む事業の知識

の次元に推移していき、また社長個人のビジョンの次元に戻ることが確認された。事業の知

識とは、それぞれの会社が有する技術、環境、資源に関する知識を活用し、さらに事業を通

して蓄積すること、いかにミャンマー国において競争力のある物流事業を展開するかに関

する知識である。以下に、本事例の SECI プロセスについて段階別に説明する。 

①共同化 

本事例の段階を表した図 22 の「Ⅱ．国際化の活動」において、エムケー社とヘラクレス

社が出会う前は、双方がミャンマーにおける物流の新しいビジネスモデルを構想している

状態であった。松川社長は、日本で培った自社の物流技術を現地展開する能力と資源を有す

るパートナー企業を探索していた。一方の Tun 社長は、自社の有するミャンマー初の課金

方式によるビジネスモデルの競争力向上のため、高度な物流技術を有する海外企業を探索

していた。松川社長及び Tun 社長は個人の知識として、自社と他社の資源を融合させたビ

ジネスモデルを知識として有していた。それらは、言語化が可能であるものの文章や資料で

表現されておらず、また誤解の恐れや相手の理解力への期待から相手国の言語に翻訳され
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たものではなかった。これは、Collins(2010)の定義する「個人の脳内に存在し、努力すれば

原則的に説明できるが人間関係の中で説明が省略されている知識」として関係暗黙知に該

当する。両社の社長にとって相手の知識は暗黙知の状態であった。松川社長は、マンダレー

市のヘラクレス本社を訪問した際に、オフィスのレイアウトや整理・整頓・清掃といった施

設管理や、従業員の応対、統率といった、松川社長が物流事業社として重視する技術や組織

管理の要素を満足していることを確認し、自社の技術を移転する相手として十分であると

判断した。Tun 社長は、日本のエムケー本社を訪問し、主力配送センター等の視察を通し

て、秒単位で出荷される高度な物流技術や、従業員と管理者の関係性の観察から組織の文化

を理解し、自社にとりいれて競争力を向上させたいとの動機をもった。先に松川社長がミャ

ンマーでの事業展開イメージを抱き、日本視察を通して Tun 社長と共有する暗黙知の共同

化のプロセスがあった。 

 

表 3 共同化における暗黙知の定性的コードと概念カテゴリの一覧 

（質的分析） 

概念カテゴリ 

（分析枠組） 

概念カテゴリ 
定性的コード 

事業展開イメージ 暗黙知 

パートナーがビジョンとして抱いた暗黙知 

仲介者がビジョンとして抱いた暗黙知 

ミャンマー物流業界の動向から市場の参入の機会を見出す 

仲介者からビジョンの基礎となるアドバイスを得る 

視察による直観 共同化 

相互の持つ資源をどのように提供にすれば事業が成立するかというイ
メージを共有 

物流事業のイメージ（暗黙知）を共有 

現地視察を通して MK の物流技術への高い評価 

自分の思いが伝わった（共同化）と感じた瞬間 

出典：筆者作成 

以上を整理すると、エムケー社およびヘラクレス社が抱いていた物流事業の事業展開イ

メージが暗黙知に該当する。エムケー社の暗黙知は、日本の現地視察を通してヘラクレス社

に共同化された。分析の枠組みと概念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 3 に整理する。 

②表出化： 

ヘラクレス社が日本視察から帰国した後、松川社長は即座に合弁契約書の作成に着手し
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た。当契約書は、合弁会社のビジネスモデルを役割のレベルで記述したもので、両社の負担

事項が明記されたものである。契約書の作成過程において、松川社長は、自社の持つ技術知

識と、ヘラクレス社の有する資源や市場の知識を組み合わせた事業イメージの具体化の作

業を行っていた。作業の結果、暗黙知であった事業展開イメージは言語化され、翻訳したこ

とで、暗黙知を形式知に変換する表出化が行われていた。一方、ヘラクレス社の Tun 社長

は日本視察後に株主と合弁会社設立に関する協議を行い、エムケー社への回答を決議して

いた。ヘラクレス社の回答は、資本比率の変更を伝達するといった方法で、当初提案のエム

ケー社 10％、ヘラクレス社 90%から大きく変えたエムケー社 60%、ヘラクレス社 40%とい

ったものであり、併せて「エムケー社がイニシアティブをとって色々と教えて欲しい」と言

葉を添えることで、合弁会社についても意向を伝えた。松川社長の合弁契約書案により合弁

会社における各社の役割が、Tun 社長の資本比率の提案により合弁会社の体制が、暗黙知の

状態から形式知へ変化する表出化が行われていた。また、上記の表出化の段階は、本事例の

段階を表した図 22 で「Ⅲ．国際合弁会社の設立に向けた計画」に該当している。 

 

表 4 表出化における形式の定性的コードと概念カテゴリの一覧 

（質的分析） 
概念カテゴリ 

（分析枠組） 
概念カテゴリ 

定性的コード 

事業展開方法 形式知 

合弁契約書の素案 

事業可能性を検討する情報を収集 

合弁会社の体制案 

パートナーの蓄積した資源・知識 

自社の役割の認識 

松川社長の合弁会社

設立に向けた計画 

表出化 

合弁契約書案の作成 

自社の資源を活用した事業展開方法を検討 

Tun 社長の合弁会社

設立に向けた計画 

資本比率を変更 

エムケー社が事業を主導するよう合弁会社の体制を申入れ 

出典：筆者作成 

以上を整理すると、松川社長と Tun 社長が共有した事業展開イメージは、事業展開の方

法の素案として各自の中で形式知化された。また、その際、仲介者の支援を得て自社の保有

資源をもとに検討され、各社の社長において表出化された。分析の枠組みと概念カテゴリ及

び定性的コードの関係を表 4 に整理する。 

③連結化： 
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合弁会社の大枠が示されたことで、さらなるアイデアが外部から取り入れられる機会が

生まれた。両社が持ち寄った合弁会社設立に向けた計画について、第 3 者を交えた協議の

場が持たれた。これは、本事例の段階を表した図 22 の「Ⅳ．国際合弁会社の設立に向けた

協議」に該当するものである。エムケー社の有する技術知識をどのようにヘラクレス社の現

地事業に移転するかといったことや、営業活動をどのように行っていくか、また、ヘラクレ

ス社の資源をどのように活用してサービスを提供するかといった詳細な議題を設けて協議

がなされた。仲介者の Aung Khin Myint 氏より高速道路の輸送ライセンスを活用するアイ

デアや、ヘラクレス社の車両にデジタルタコメータを取り付けるアイデアなど資源提供に

留まらず、合弁会社の競争力を高める具体的なアイデアが付加されていった。協議は、概ね

順調に進行し、合意に近づいていたが、特定の議題で利害が衝突する場面があった。硬直し

た状態の中で外部専門家が活躍し、双方の妥協点を引き出して負担事項や履行義務の詳細

を調整していった。エムケー社の持つ技術の知識、ヘラクレス社の有する資源の知識、仲介

者の有する市場や業界の知識が組み合わさり、外部専門家の調整を経て合弁会社の事業の

知識へと体系化される連結化のプロセスがあった。 

以上を整理すると、各社が個々に作成した事業展開方法の素案を持ち寄り、合弁協議を経

て役割分担が整理され、合弁会社としての事業展開方法へと具体化された。協議において、

役割の定義および実施可能性の検討により形式知は連結化していった。分析の枠組みと概

念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 5 に整理する。 

 

表 5 連結化における形式知の定性的コードと概念カテゴリの一覧 

（質的分析） 
概念カテゴリ 

（分析枠組） 
概念カテゴリ 

定性的コード 

事業展開方法 形式知 

MH の役割（アセット提供 等） 

MK の役割（営業、教育 等） 

合弁会社としての事業実施に関する役割分担を明確化 

仲介者の物流業の知識 

第三者を交えた合弁
協議 

連結化 

各社の役割を詳細に定義する 

協議の中で利害を調整する 

双方の資源の限界を認識し、相手に要望を伝えて協議を深める 

仲介者が、客観的なアイデアを提供する 

出典：筆者作成 
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④内面化： 

合弁協議を経て体系化された事業の知識は、合弁会社の運営方針となり実行に移された。

エムケー社による日本での従業員のトレーニングやヘラクレス社による従業員の管理、ま

た、事業の運営において発生した課題への両社の協力による解決のプロセスを経て、創業時

には持っていなかった新しい事業の知識を蓄積していった。どのように従業員に接すれば

理解してもらえるのか、どのような順番で課題解決の施策を実施すれば両社で納得のいく

解決方法に至るのか、顧客、作業員、管理者は何を望んでいていかに提供するのか/しない

のかといった様々な経営上の課題解決の経験を蓄積し、事業を安定化させていった。そして、

事業が安定化するに従い、各社の社長が合弁会社の新しい事業展開のイメージを抱き始め

る。松川社長は、日本の本社で新しい業種の展開を試みておりヘラクレス社を定期的に日本

に招待して視察を通してエムケー社が展開しようとしている事業のイメージについて理解

を促している。これは、現行の合弁会社を基に新しい業種を視察により理解させる共同化の

狙いである。一方の Tun 社長は、ミャンマーのヘラクレス社でバリューチェーンの拡大を

構想している。荷物を輸配送する事業社から、自らも荷主になる試みで新たな投資を伴う大

きな業態転換を狙っている。高度な IT 技術の導入も必要とする野心的な目標であるが、合

弁会社の次の展開として意欲を燃やしていた。両方の社長とも、次の事業展開イメージを持

っているが、相手に対して未共有の状態であった。合弁事業の安定化の経験で関係性を築い

てきており、また過去の視察による共同化の成功から自然と相手に伝わることを期待する

ことから、事業展開イメージは、Collins(2010)の定義する「人間関係の中で説明が省略され

ている知識」として、両社の社長にとって関係暗黙知であると言える。さらに、地域戦略に

も未共有のものがあった。松川社長は、合弁会社の構想時点からマンダレーを拠点にミャン

マー全土及び ASEAN 地域全体への事業展開を目指している。一方 Tun 社長はミャンマー

国内でのトップを目指し、経済の中心地であるヤンゴンを拠点とすることを構想している。

運営の経験を経て蓄積した事業の知識から、合弁会社の次の事業展開イメージを社長個人

の中に生成していったことは内面化のプロセスであるといえる。これら出来事は、本事例の

段階を表した図 22 の「Ⅴ．国際合弁会社の運営・安定化」に該当するものである。 

しかし、マンダレーを拠点に業種拡大を構想する松川社長と、ヤンゴンを拠点にバリュー

チェーン拡大を構想する Tun 社長との事業展開イメージに大きな乖離があるにも関わらず、

共同化がなされていない状況である。この問題については、いかに事業展開イメージの乖離
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の修正を行い、合弁事業を前進させているかを、後の考察にて検討する。 

以上を整理すると、合弁会社として事業を運営し、安定化または拡大する中で、両社の社

長は、内面に事業の中長期の展望を暗黙知として抱きはじめた。各社が合弁事業の開始前か

ら抱いていた成長目標、理想像、事業アイデアが内面化に影響を与えている。分析の枠組み

と概念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 6 に整理する。 

表 6 内面化における暗黙知の定性的コードと概念カテゴリの一覧 

 

（質的分析） 

概念カテゴリ 

（分析枠組み） 

概念カテゴリ 
定性的コード 

事業の中長期展望 暗黙知 
MK が抱くマンダレーを拠点とした物流事業の展望 

MH が目指すヤンゴンを拠点とした物流会社の理想像 

国際合弁会社の安定
化 

内面化 

MK による技術の移転の実施 

合弁会社の課題解決の経験 

MH 社の抱く合弁会社のビジョンの精緻化 

MK 社の抱く合弁会社のビジョンの精緻化 

外部環境の変化を受けて合弁会社の事業方針の修正 

次の展開に向けた認識及び行動に相違が発生 

出典：筆者作成 

概念カテゴリ及び分析に使用した主なインタビュー回答の要約をコードマトリクスとし

て表 7 に示す。 

表 7 SECI プロセスの分析に関する概要コードマトリクス 

(1/2) 

概念カテゴリ 

/ 分析の枠組 

事例 

（日本）エムケー社：MK （ミャンマー）ヘラクレス社：MH 

事業展開イメージ 

/ 共同化の暗黙知 

ミャンマーには未だ無い自社の配送設備をヘ

ラクレス社に見せて、事業イメージを持って
もらった。－MK 松川社長 

MK の広島県で展開している物流業の内容を

理解した。ミャンマーには同様のシステムが
未導入であり、機会があることを悟った。－
MH Tun 社長 

ミャンマーで未だ実現できていない、混載か
つキロ単価方式の遠距離サービスを展開すれ
ば、競争力があるのではないかとアドバイス

した。－MK 中田常務 

相手の仕事ぶりを見て、やっぱりこういう仕
事をしないといけないという目標が彼ら
（MH）に芽生えた－MK 松川社長 

事業展開方法案 

/ 表出化の形式知 

（JICA 支援の）現地調査で、ヘラクレス社の

アセットをどこまで活用できるか可能性を調
査した。結果に基づいて、現実的にどのよう
な事業が実施可能かを検討した。－MK 松川

社長 

MK で主導権握って物流事業について様々な

指導をして欲しいという要望とともに、資本
比率を 60 対 40 に譲るという申し出が MH か
らあった。－MＫ松川社長。 

MH の資本比率の申し出を受けてからすぐに
現地の弁護士に連絡をとって合弁契約書の作

成を行った。－MK 松川社長 

MK の事業運用の役割を意識して、資本比率
を調整した。自社の役割を明確化した。－

MH Tun 社長 
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表 7 SECI プロセスの分析に関する概要コードマトリクス 

(2/2) 

概念カテゴリ 
/ 分析の枠組 

事例 

（日本）エムケー社：MK （ミャンマー）ヘラクレス社：MH 

事業展開方法 
/ 連結化の形式知 

MH の高速道路ライセンスを活用して、自社
の教育を受けたドライバーが搬送すること

で、構想を実現できると判断した。－MK 松
川社長 

日本の物流企業に期待していた情報システム
について、MK からの提供が不足しているこ

とを受容し、MH から企画するように役割を
変更した。－MH Tun 社長 

現地人材を日本で教育するために、研修生は

MMH で実習期間を MK とするスキームを構
築した。－MK 松川社長 

MH 社に不足している資源が技術とノウハウ

であり、MK の資源が有保であると認識して
いた。一方で、MH が保有している資源によ
り、MK がミャンマーで事業を行うリスクを

低減できると認識していた。当事者とは違う
視点で合弁会社の形が見えていた－元 MIFFA 
Aung Khin 会長 

MK ソフト（営業含む）、MH アセット、
MMH 人材の詳細な役割を議論を通して整理

したーMK 中田常務 

自社の高速道路の事業社ライセンスを活用す
るビジネスモデルを残しつつ、MK 物流技術

を導入して混載サービスを展開する方式で合
意した。－MH Tun 社長 

事業の中長期展望 
/ 内面化の暗黙知 

品質管理、作業効率化、安全管理の全てを、

MK が現地に入って、指導して改善していっ
た。指導を素直に受け入れる姿に一体感を感
じていった。－MK 松川社長 

MH が、事業を開始する際にタイミング良く

MMH としての事業を説明する PV を作成し
た。満足している。－MK 松川社長 

当初は、日系企業の大手下請けによる着実な
拡大方針を進んでいいたが、中田常務の豊富

な人脈を活用した直請けによる拡大路線に営
業方針を変更した。－MK 松川社長 

IT を活用した物流技術の高度化を目指す。ミ
ャンマーの農業サプライチェーンを通貫して

引き受けることができる物流会社を目指す。
－MH Tun 社長 

ミャンマー国政府と JICA によるヤンゴンー

マンダレー間の大量高速輸送の計画が後押し
となって、マンダレーにモダンな倉庫を建設
し、事業を拡大する構想を強化した。－MK

中田常務 

当初は、Tun 社長自身に現在のヤンゴンを拠

点としたビジョンは持っていなかった様子だ
が、株主から用地取得を持ち掛けられて変わ
ったように思う。－MK 中田常務 

出典：筆者作成 

 

4.3.3 SRQ2 への回答 

各段階での暗黙知および形式知について以下に説明する。 

共同化の段階において、エムケー社松川社長の有する事業展開イメージが視察を通じて

ヘラクレス社 Tun 社長に共有された。合弁会社を設立する協議を開始した時点で、松川社

長はミャンマー国での事業展開イメージを関係暗黙知（2.3.3 項を参照）として持っていた。

事業展開イメージは、日本語で語ることができるものであった。しかし、松川社長は、異言

語への翻訳の過程で発生する誤解を考慮して、ミャンマー語で伝達しなかった。一方で、物

流事業社同士の暗黙の了解で、自社の技術が Tun 社長に評価されることを期待して、視察

による共有を選択した。 

表出化の段階において、各社の社長の中で事業展開イメージから、実現するための方法へ

と形式知化された。松川社長は、事業展開イメージを両社の役割を定義する合弁契約書とい
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う書類で表現した。Tun 社長は、ヘラクレス社の株主との合意事項を資本比率と体制を言語

で表現した。 

連結化の段階において、両社および仲介者を交えた合弁会社の設立のための協議により、

両社の知識に加え仲介者の業界の知識が加わり、それらは統合・整理され整理され、合弁会

社を運営するための事業の知識として形式知に体系化された。 

内面化の段階において、両社の社長は、新規案件の獲得や事業の課題解決の経験を蓄積す

るなかで、合弁会社の運営が安定化することを確認し、合弁会社の次の展開として中長期の

展望を個別に抱くようになった。 

図 31 に国際合弁会社における SECI プロセスを表す。 

 

 

出典：筆者作成 

図 31 国際合弁会社における SECI プロセス 

 

また、組織的知識創造プロセスの視点で、個人、組織、環境の次元でどのような SECI プ

ロセスが営まれていたのかを図 32 に表す。 

共同化では、松川社長と Tun 社長の事業展開イメージが、中田氏や Aung Khin Myint 氏

の仲介のもと共有された。 

表出化では、松川社長と Tun 社長の合弁会社の構想が相手に伝わるよう言語化・翻訳し、

形式知化された。 
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連結化では、松川社長から技術の知識、Tun 社長から現場の知識、Aung Khin Myint 氏

から業界の知識が持ち寄られ合弁会社の事業の知識に体系化された。 

内面化では、運営を通して事業の知識を強化し、事業基盤が固まることで松川社長と Tun

社長の内面に事業展開イメージの暗黙知を生成した。 

 

 

出典：筆者作成 

図 32 国際合弁会社における組織的知識創造プロセス 

 

以上の分析結果から、次の SRQ2 の回答を導いた。 

 

SRQ2 回答：エムケー社とヘラクレス社の社長が個別に抱いていた「今後、合弁会社で展

開したい事業のイメージ」という暗黙知と「イメージを実現化するための方法」という形式

知の変換プロセスを営み、事業の知識を創造していった。 

 

内面化の段階で、合弁会社の展望を別々に抱くようになった点については、後に詳細に検

討する。 

 

4.4 SECI モデルへの信頼の影響 

本節では、4.3 節で明らかにした本事例の SECI プロセスをもとに、各段階で知識の変換
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に影響した信頼について、インタビュー回答をもとに質的分析を実施する。本分析の範囲は、

本事例の SECI プロセスの範囲である、Ⅱ. 国際化の活動、Ⅲ. 国際合弁会社の設立に向け

た計画、Ⅳ. 国際合弁会社の設立に向けた協議、Ⅴ. 国際合弁会社の運営・安定化を対象と

する。（図 31 参照） 

 

4.4.1 分析枠組みによる質的分析の方法 

SRQ3 の分析に際して、分析枠組みをもとにした概念カテゴリを使用する。本分析で使用

する分析枠組みは、図 19 で示したモデルである。 

「共同化において暗黙知の共有に影響した信頼」「表出化において暗黙知の形式知化に影

響した信頼」「連結化において形式知の連結に影響した信頼」「内面化において暗黙知化の生

成に影響した信頼」を概念カテゴリとし、SECI プロセスの各段階に対応するインタビュー

回答を分割して振り分けた。 

そして、SECI プロセスの各段階において、信頼が知識変換の際にどのような役割を果た

したのか分析した。分析枠組みの概念カテゴリに対して、インタビュー結果から 2.4.2 項で

説明した「信頼構築の 7 つの視点」との対応関係を表すコードマトリクスを作成した。そし

て、知識の変換に影響した信頼を分類した概念モデルを構築した。  

 

4.4.2 質的分析 

SECI プロセスの各段階に振り分けたデータに対して、分析の枠組みの視点で定性的コー

ディングを実施した。さらに、分析の枠組みと定性的コードを参照し、知識変換に何の信頼

がいかに影響したかを分析し、新しい概念カテゴリを生成した。 

以下に、SECI プロセスの各段階で分析した定性的コード、概念カテゴリ及び分析の枠組

みの対応を示す。 

 

①共同化において暗黙知の共有に影響した信頼 

4.3 節の分析より本事例の共同化は、「Ⅱ．国際化の活動」を通して、視察により松川社長

の暗黙知が Tun 社長に共有されたことであった。どのような信頼が暗黙知の共有に影響し

ていたかを分析する。 
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共同化は SECI プロセス及び、関係構築においても最初の段階であり、相手の不信感がコ

ミュニケーションや暗黙知の共有において大きな障害となる。松川社長は、初めて仲介者と

なる Aung Khin Myint 氏と面談した際に、次の質問を受けている。 

「自分は、これまで多くの日本企業と面談してきた。言う事はとても良いが、実際に行動

に移さない。貴社もその 1 社か？」（松川社長インタビュー回答より） 

この直言的な質問から、松川社長は、ミャンマーの事業会社に潜在する日本企業の「動き

の遅さ」への不信感を感じ取った。そして、即断即決の行動を示すことで不信感を払拭する

よう努めた。Aung Khin Myint 氏が顧問を務めるヘラクレス社の Tun 社長も同様の不信感

が潜在していると考え、松川社長は、「自分は合弁事業を、スピード感をもって前進させる

意思がある」ことを理解させる行動をとった。マンダレー市のヘラクレス社を視察した後、

即座に合弁事業を決断した松川社長は、バンコクから帰国したばかりの Tun 社長をヤンゴ

ンの国際空港で捕まえて、次のように語っていた。 

「あなたの会社を見させて頂きました。自分は是非組みたいと思っています。今度はあな

たたちが私たちの会社を見る番です。費用は我々がもちますので見に来てください。いつ来

れますか？」（松川社長インタビュー回答より） 

Tun 社長は、創業したばかりの自社の採算性に不安を抱えていた。松川社長の費用負担の

申し出は、その不安を和らげ、相手の印象への好材料となっていた。松川社長の即断即決の

姿勢を直接相手に見せる行動は、Tun 社長の不信感の解消を促した。Tun 社長は、なぜ松

川社長を信頼したのかについて、次のように語っていた。 

「松川社長を信頼した理由は 3 つあります。１つ目は、松川社長は一人で結論が出せま

す。2 つ目は、（筆者追記：日本視察に関わる）コストについて松川社長の方で負担してく

れました。3 つ目は、松川社長はミャンマーで本当に投資したいという気持ちを持っていま

す。」（Tun 社長インタビュー回答より） 

不信感の察知とその解消が重要であり、本事例の暗黙知の共同化において前提であった

といえる。不信感の解消においては、エムケー社の持つ決断力への信頼や、相手の意図を理

解していると思わせる行動が重要であった。 

以上の共同化に影響していた信頼は、Iivonen(2004)の信頼構築の７つの視点のうち「不

信感を察知し、その解消の行動を行う」ことに該当し、本研究で定義した「不信感の解消」

であったといえる。  
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分析の枠組みと概念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 8 に整理する。 

 

表 8 共同化において暗黙知の共有に影響した信頼の定性的コードと概念カテゴリの一

覧 

分析の枠組 概念カテゴリ 概念カテゴリ 定性的コード 

共同化に影響し
た信頼 

不信感の解消 

不信感の察知 

相手の不安感を理解し、肯定する寛容さを伺わせる証言 

相手から不信感を察知した 

意思決定の速さが合弁意思の一番の要因であるとの証言 

日本の大企業に対して意思決定が遅いという不信感を仲
介者は抱いていた 

不信感の解消を
支援する材料 

日本視察における実習生の就労態度を通して MK 社の教
育能力への信頼を持つ 

MK 社の物流技術に対して能力への信頼を持つ 

不信感を解消す
る行動 

仲介者の不信感である、日本大企業の遅く・不明確な意
思決定と対比して MK 社の即断即決に好印象を持つ 

相手の不信感を察知し、即座に対応して解消に成功した 

相手企業の事情に配慮し、障害を取り除くよう行動する

ことで期待に応えた 

MK 社の行動から、合弁事業に対する真剣さを理解し、
不信感を解消した 

不信感の解消の

実感 

相手の不信感が解消されてきていることを実感した 

MK 社の日本視察の招待に感謝するとともに、その物流

技術に関心し、合弁意思を高めた 

松川社長の人格を信頼していることへの証言 

出典：筆者作成 

 

②表出化において暗黙知の形式知化に影響した信頼 

4.3 節の分析より本事例の表出化は、「Ⅲ．国際合弁会社の設立に向けた計画」であった。

両者の社長の計画・立案にどのような信頼が影響していたかを分析する。 

ヘラクレス社は、過去に、タイ、中国の物流企業と合弁会社の協議を行ってきたが、いず

れも契約には至らなかった。松川社長は、その理由を企業文化にあると考察している。Tun

社長が過去に視察した企業では、雇用主と従業員の主従関係が明確に区別されており、従業

員が暗い雰囲気で就労している現場があった。しかし、エムケー社を訪問した際に、従業員

と松川社長や管理職員が親しげに会話する様子から、人間関係が職員のモチベーションに

影響し、全体としてのモチベーションを高めるものであると学び取り、他企業との違いを見

出していた。日本視察には、株主およびその配偶者も同行していた。視察初日のヘラクレス

社視察団の態度は、素っ気ないものであったが、エムケー社の職位・性別に分け隔ての無い



 

83 

 

企業文化に触れて、株主配偶者から態度の変化が表れ始めた。そして、それが株主に伝搬し、

調査団全体に融和していき、視察最終日には両社が打ち解けた状態となり、好印象をもって

帰国していった。日本企業とその他企業の違いを見出したヘラクレス社の Tun 社長及び株

主は、企業文化を取り入れるためには、エムケー社に主導権を渡して教育を受ける必要があ

ると考え、エムケー社がイニシアティブをとる資本関係と体制を提案する結論に至った。 

松川社長は、ヘラクレス社に出会う前は、ヤンゴン市に拠点を置く物流会社との合弁事業

を検討していた。物流関連団体の会長が運営し、急進中の会社であった。しかし、松川社長

は協議を通して双方のニーズが合致していないと感じており、直観的に合弁協議に至らな

いと予想していた。そこで、改めてマンダレー市を拠点に物流事業を展開する案に立ち返り、

中田氏に Aung Khin Myint 氏への仲介を依頼し、ヘラクレス社へと繋がっていった。ヘラ

クレス社は、合弁協議のための海外企業の視察を通して、物流事業の基本は整理・整頓・清

掃にあると学習しており、自社の教育に取り入れていた。マンダレー本社の視察で、ミャン

マーの他物流企業との違い、会社の整然とした雰囲気を感じ取った松川社長は、ヘラクレス

社の企業としての学習能力を評価し、合弁意思を固めた。そして、日本視察の成功に手ごた

えを感じた松川社長は、時間を置かずヘラクレス社の能力と自社の能力を組み合わせた合

弁事業の形を盛り込んだ合弁契約書を起案していった。日本視察から 2 か月で作成した合

弁契約書の草案を携えてミャンマーを訪問し、合弁協議を開始した。松川社長には、マンダ

レー視察の時からヘラクレス社の能力をいかに活用し、自社の知識を移転させて、合弁会社

を展開するかの構想が練られていたことで、合弁契約書の起案も短期間で進めることがで

きた。 

合弁会社を計画するにあたり、相手の能力を理解し、信頼することで、自社の役割を想定

することができるようになっていた。さらに、会社間の関係の中で、相手のどの資源に期待

し、競争力のある合弁会社を築いていくかという思考で、本格的な事業化の検討を進めてい

た。自社の役割を検討する中でも、仲介者が客観的視点で助言しており、現地への適合性が

高まっている。 

両社は、合弁事業という共通の目的を持った。そして、相手組織の資源と自社の資源で補

完関係を成立させるために相手の能力を信頼し、委任する選択をした。以上の表出化に影響

していた信頼は、Iivonen(2004)の信頼構築の７つの視点から、組織間の信頼であったとい

える。 



 

84 

 

分析の枠組みと概念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 9 に整理する。 

 

表 9 表出化において暗黙知の形式知化に影響した信頼の定性的コードと概念カテゴリ

の一覧 

分析の枠組 概念カテゴリ 概念カテゴリ 定性的コード 

表出化に影響し

た信頼 
組織間の信頼 

相手の能力を信
頼 

パートナー企業の組織管理能力を評価し、合弁会社にお
いて役割を期待する。 

パートナー企業の設備・倉庫管理の視察より、相手側の

倉庫管理能力を評価し、合弁会社において役割を期待す
る 

MK 社の教育能力を評価し、合弁会社での役割を期待す
る 

MK 社の物流技術に対して評価し、合弁会社での技術指

導の役割を期待する。 

パートナー企業の保有する許認可資格を活用したビジネ

スモデルを構想する 

客観的に双方の
適合性を評価 

パートナー企業のビジネスモデルの先進性に着目し、合
弁会社での展開を期待する 

仲介者の指導により、経済的な運用技術を実現してお
り、合弁会社のビジネスモデルに反映する 

仲介者から見て両企業の適合性を評価 

出典：筆者作成 

 

③連結化において形式知の連結に影響した信頼 

4.3 節の分析より本事例の連結化は、「Ⅳ．国際合弁会社の設立に向けた協議」であった。

協議を通して関係者の知識の連結に信頼がどうのように影響していたかを分析する。 

合弁会社設立に向けて、契約内容を協議する場が設定された。弁護士、両社の社長、株主、

ヘラクレス社顧問である Aung Khin Myint 氏、エムケー社が契約している海外展開コンサ

ルが出席して、合弁契約書の素案について全 3 回の協議が進められていった。協議を進め

る中で、倉庫利用に関する議論で意見の衝突が発生した。クライアントから預かった荷物を

保管する場所として原則的に自社の倉庫利用を規定としたい意向と、クライアントの要望

に従って決めるべきである意見が対立した。両者に正当性があるため議論が並行し、結論が

出ないことに対して次第に感情的になり、協議が硬直化していった。そこで、海外展開コン

サルが仲裁役を果たしていた。松川社長の表現では、そのコンサルは「非常にセンスの良い

人」で、硬直した現場でもジョークを交えて行き過ぎた議論を戻し、少しずつ相手の態度を

軟化させていった。徐々に冷静さを取り戻し、結果的に以下の話に至ることができ、議論を

まとめることに成功した。松川社長は、当時の会話の様子を次のように語っている。 
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「『仕事が具体的に取れてからそういう話をすべきであって 当然合弁ケースというのは

大事なんですけれども 100%の契約内容というのはほとんどないよ、と妥協しながらお互い

歩み寄ってやっていくのが大事なんだよ』という話をしてくれて妥協をひきだしてくれた」

（松川社長インタビュー回答より） 

合弁協議を通して、想定や期待値との相違が明らかとなり交渉が発生する。信念が強い、

または合理的に説明するほど相違は看過できず、また妥協しがたいものとなっていく。しか

し、第 3 者の呼びかけによって本来の目的に立ち返った時に、事業の成功への確信があり、

目的のためへの妥協も合理的な判断であると思い直し、議論が前進した。以上の連結化に影

響していた信頼は、Iivonen(2004)の信頼構築の７つの視点から「信頼関係のない集団の中

で協力が求められた場合に、未来の成功を信じることが、行動を起こす動機になっていた場

合」に該当し、未来への信頼であったといえる。 

分析の枠組みと概念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 10 に整理する。 

 

表 10 連結化において形式知の連結に影響した信頼の定性的コードと概念カテゴリの

一覧 

分析の枠組 概念カテゴリ 概念カテゴリ 定性的コード 

連結化に影響し
た信頼 

未来への信頼 

未来の成功への
期待 

ミャンマー市場の成長性に期待しているとともに、パー
トナー企業の成長意欲にも期待を持っており、スピード
感が合っていると感じ取る。 

パートナーにとって合弁会社の設立が飛躍のチャンスで
あると信じている 

ミャンマー人の民族性に優秀さを見出しており、合弁会

社で活躍することを期待している。 

協力行動の動機
としての未来へ
の期待 

合弁会社の設立が日本の本社にとって良い結果をもたら

すものである信念を崩さず、目的のための妥協も覚悟し
ている 

現実の妥協点と未来の成功を比較して、前進する選択を
する 

仲介者から、両社の役割分担について適正な案を提示

し、協議をとりまとめるよう計らう 

出典：筆者作成 

 

④内面化において暗黙知の生成に影響した信頼 

4.3 節の分析より本事例の内面化は、「Ⅴ．国際合弁会社の運営・安定化」であった。事業

の運営を通して、どのような信頼が、両社の社長の暗黙知の生成に影響していたかを分析す
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る。 

Tun 社長は、エムケー社に 60%の資本比率を譲ったことで、合弁会社の意思決定は松川

社長が主導権を持つと認識している。そのため、事業運営上の課題が発生した場合も、松川

社長の意見を尊重し、先に実施したうえで、解決しなかった場合のみ提案し、施策を切り替

える姿勢をとっている。安藤(2009)が、「合弁会社においてリソース配分に基づく公正な共

同意思決定である限り信頼が損なわれることがない」と説明した通り、Tun 社長も上記の意

思決定プロセスに関して「双方に損がない Win-Win の関係を維持できている」と感じてい

る。また、エムケー社は、Tun 社長の信頼に応えるために案件獲得を重ねて営業面での成果

をあげている。また、合弁会社の社員を日本のエムケー社で 1 年間かけて教育し、合弁会社

の管理職として戻す役割を着実に実施している。松川社長は、最初に日本の本社でミャンマ

ー人従業員を雇い入れて、1 カ月の同居とトレーニングを行った経験から、ミャンマー人の

勤勉さや誠実さに確信を持っていた。合弁会社のトレーニングにおいても着実に指導を吸

収し実践する社員に信頼を深めていっている。教育、営業、課題解決といった事業運営を確

実に実施し、事業運営を安定化させたことで、マンダレー市の国際空港の構内貨物取扱業務

の大型案件を獲得している。マンダレー国際空港は、MJAS 社（三菱商事 45.5%, 

JALUX45.5%, YOMA9%の出資かなる合弁会社）が 2015 年に民営事業として受託した空

港である。三菱商事および JALUX は日本企業で、マンダレーに最初に進出した物流会社で

あるエムケー社に先験的に受託の優位性があった。日系のネットワークを活用した大型案

件の受注は、エムケー社の営業能力に対するヘラクレス社 Tun 社長や株主の信頼が深まる

要因となっていた。 

両社は、合弁会社として運営を継続して成功体験を重ねる中で、組織の運営プロセスに信

頼を持つようになった。組織運営の安定化は、経営者として次の展開を具体化に検討するべ

き段階にあることを認識させ、中長期的な展望を抱くようになった。 

以上の内面化に影響していた信頼は、Iivonen(2004)の信頼構築の７つの視点から「組織

の知識や情報に関するプロセスで信頼が働いている場合」に該当し、組織内面の信頼であっ

たといえる。 

分析の枠組みと概念カテゴリ及び定性的コードの関係を表 11 に整理する。 
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表 11 内面化において形式知の暗黙知化に影響した信頼の定性的コードと概念カテゴ

リの一覧 

分析の枠組  概念カテゴリ 概念カテゴリ 定性的コード 

内面化に影響し
た信頼 

組織内面の信頼 

従業員への信頼 合弁会社従業員の素直さ・勤勉さに満足している。 

信頼関係の強化 
日緬の従業員の往来を通して、信頼関係を強化していく
ことを実感している。 

信頼に基づく運
用知識の生成 

従業員が着実に指導を吸収して運用に反映しており、さ
らに堅実な管理も施されていることにも満足している 

信頼に基づく課
題解決の実績 

関係が強化し、課題解決の経験を重ねることでより本質
的な問題解決に取り組むよう成長している。 

試行錯誤を重ねて、運営方法を精錬し、双方に負担感の
ない運営方法を構築し続けている。 

信頼に基づく知
識の管理 

合弁会社の現状のビジネスモデルを継続することについ
て合意できている。 

組織運営の過信 

自社のビジョンについて語る機会を持つことができてお
らず、相手の目指す方向性が不明である。 

合弁会社のビジネスを発展させるためのアイデアの全体
像が共有されていない 

出典：筆者作成 

 

概念カテゴリ及び分析に使用した主なインタビュー回答の要約をコードマトリクスとし

て表 12 に示す。 

 

表 12 SECI モデルへの信頼の影響に関する概要コードマトリクス 

(1/2) 

概念カテゴリ 
/ 分析の枠組 

事例 

（日本）エムケー社：MK （ミャンマー）ヘラクレス社：MH 

不信感の解消 

/共同化における信頼の
役割 

相手の主張や、背景にある事情を察して、

それを長所/短所として受け入れた。その
うえで相手が本当は何を望んでいるかに配
慮して提案していった。－MK 松川社長 

松川社長が自社の経済状況を理解してのコ

スト負担してくれたことで、信頼感をもっ
た。合弁会社の設立に真剣な姿勢の表れで
あると解釈した。－MH Tun 社長 

日本企業に対する行動の遅さに対する不信
感を察知した。自分は違うところを見せる
必要があると感じて、即時に行動を起こし

た。その時の相手の反応を見た時に「あ、
これは何かいけるんじゃないか」と感じ
た。－MK 松川社長 

松川社長が先に信頼を寄せてくれたこと
で、ミャンマー側も信頼ができた。「松川
さんは隠しているものが何もない本当に透

明で信用できる人です。」－元 MIFFA 
Aung Khin Myint 会長 

前職で、ミャンマー企業から日本は 4L ば
かりで信頼できないという不満を聞いてい

た。しかし、松川社長の行動は彼らと違っ
て迅速なものであった－MK 中田常務 

  

日本視察を招待した際の費用の負担も信頼

を得た材料であった。－MK 中田常務 
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表 12 SECI モデルへの信頼の影響に関する概要コードマトリクス 

(2/2) 

組織間の信頼 
/表出化における信頼の
役割 

MH 社長の管理能力が高く、現場スタッフ
を厳格に管理できると評価－MK 松川社長 

ミャンマー人にはない MK 職員のモチベ
ーションに対して感心した。また、ミャン
マーでは存在しない規模を配達できる能力

にも感嘆した。－MH Tun 社長 

倉庫、オフィス等の視察を通して、MH は
物流会社として設備管理能力が高いと評価

した。－MK 松川社長 

Aung Khin Myint 氏の物流に関する知見を
信頼している。氏の紹介する日本企業であ

れば、ある程度信頼できると判断した。－
MH Tun 社長 

MH がマンダレーを拠点にしていただけで

はなく、高速道路の物流免許を有する事に
価値を見出した。－MK 松川社長 

ミャンマー人研修生が MK のトレーニン

グを経て成長した様子を通して、MK の技
術とノウハウでミャンマーの物流を革命で
きると感じた。－元 MH MIFFA Aung 

Khin Myint 会長 

ミャンマーで未だ実現できていない、混載

かつキロ単価方式の遠距離サービスを展開
すれば、競争力があるのではないかとアド
バイスした。－MK 中田常務 

自分の中で MK と MH のニーズが合致し

た。特に、MK のディストリビューション
技術について着目した－元 MIFFA Aung 
Khin 会長 

未来への信頼 
/連結化における信頼の
役割 

ミャンマー進出の目的は、MK 本社の士気
向上である。資本比率の偏りや、結果見え
ないことを理由に話を止めたくなかった。

とにかく進めたい気持ちがあった。－MK
松川社長 

MK と組むことで、頑張れば日本と同程度
の能力をミャンマーでも発揮できると信じ
ている。－MH Tun 社長 

MH から成長意欲を感じていた。日本企業

と合弁企業を設立することで勢いを得たい
という意欲も感じた。自分も、ミャンマー
には大きなポテンシャルを感じていた。ビ

ジネスをやるならば時間をかけたくない思
いがあった。－MK 松川社長 

ミャンマー人従業員の仕事ぶりに無駄が無

く真面目であることに信頼を置いている。
－MK 松川社長 

協議の場面で業務の中身について意見の衝
突が発生し、白紙になるかもしれないと思

わせる場面があった。その時に、仲裁役が
前を向くよう視点を切り替えさせて、最終
的には MH の妥協を引き出してくれた。

－MK 松川社長 

  

組織内面の信頼 
/内面化における信頼の

役割 

ミャンマー人従業員の仕事ぶりに無駄が無
く真面目であることに信頼を置いている。

－MK 松川社長 

事業の開始当初から大きな役割は変わって
いないが、事業の進め方は両社の試行錯誤

を繰り返して築いてきた。現在の関係は、
両社に損がなく満足している。－MH Tun
社長 

着実に自社の指導を実践していく従業員に
対して信頼感が増している。また、MH 

Tun 社長の管理によって、管理職の緩みが
防がれていることに安心感を持っている。
－MK 松川社長 

合弁会社を設立してから 1 年間かけて、従
業員ぐるみで日本とミャンマーを往来し、

信頼関係を築いて不安を解消していった。
－MH Tun 社長 

  マンダレー空港の業務の拡大について、何
としても守りたい意向で両社の認識が揃っ
ており、営業活動に対して MH の協力も

得られている。－MK 中田常務 

出典：筆者作成 
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4.4.3 SRQ3 への回答 

各段階での信頼の役割について以下に整理する。本事例の共同化は暗黙知であるエムケ

ー社松川社長の描く事業イメージをヘラクレス社 Tun 社長に共有することであった。その

ためにはヘラクレス社側に暗黙知を知ろうとする動機付けが必要である。しかし、松川社長

は、日本企業の意思決定の遅さに対するミャンマー企業の「不信感」を認識していた。また、

不信感が合弁事業に対する意欲を減退させる要素であることも察知していた。そこで、松川

社長は、先に相手を信頼することを宣言したうえで、各種の負担を引き受けた。Tun 社長に

とって主な懸念事項であった費用負担が解消されたことで「相手の意図への信頼」を持ち、

相手の意図も理解しようという動機を引き出した。その上で、エムケー社は即断即決の行動

を示すことで「不信感を解消」し、日本視察を実現させた。従って、不信感の解消が暗黙知

の共同化の要因になっていたことが分かった。 

表出化の段階において、事業展開イメージを事業展開の方法案に形式知化するために、自

社の責任と役割を記述した事業計画の原案を作成する必要がある。両者の社長は、自社と相

手が有する資源を比較しながら事業実現の方法を検討していった。その際、特定の役割を委

託することを前提に原案を作成している。また、合弁事業の目的を実現しうるにはどのよう

な体制であるべきかについて結論を導いている。役割の想定や、事業の実施にあたり、相手

が任務を確実に遂行してくれる「相手企業の能力への信頼」が働き、原案および体制案を作

成する動機となっていた。「パートナーとの関係性に価値を見出し、相手と信頼関係を構築

し事業を実施する基盤を築くこと」が「組織間の信頼」に該当する。「組織間の信頼」が、

形式知化のための思考を促進する役割を果たした。従って、パートナーを信頼することが暗

黙知の形式知化の要因になっていたことが分かった。 

連結化の段階において、合弁協議で両社の役割を定義する際に、双方の意見が合わず衝突

が発生した。両社にとって譲れないポイントである一方で、これから設立する合弁会社が成

功することを信じており、葛藤が発生した。合弁協議が破談になりうる局面で、合弁会社を

設立した後の「事業の成功」という「未来への信頼」が、先行してリスクを取る、または妥

協する行動を選択させ、協議を前進させる役割を果たした。従って、未来への信頼が形式知

の連結化の要因になっていたことが分かった。 

事業の運営において、様々な課題が発生したが、言語の壁を越えて、議論を重ね解決して
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いった。その結果、相手の意図への信頼が強化し、コミュニケーションも効率化した。現場

で直面した課題を克服した経験を通じて、相手の「意図への信頼」が強化されていった。そ

して、次第に運営が安定化していく中で、今後の事業運営についての安心感をもたらした。

「組織内面の信頼」は、事業経験を通した意図への信頼の蓄積により成立し、事業の未来を

構想させる動機付けの役割を果たした。従って、組織への信頼が暗黙知の内面化の要因にな

っていたことが分かった。 

上記より、４つの異なる信頼要素は、SECI プロセスの循環を促進する要因として作用し

ていることが分かった。国際合弁会社における知識の変換に対する信頼の役割を図 33 に表

す。 

 

出典：筆者作成 

図 33 知識の変換に対する信頼の役割 

 

以上の分析結果から次の SRQ3 の回答を導いた。 

 

SRQ3 回答：共同化において「日本企業への先入観の解消」、表出化において「目的のた

めのパートナーとの信頼構築」、連結化において「事業成功への信頼」、内面化において「安

定した組織運営への信頼」が知識の変換を促進する役割を果たした。 
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4.5 考察 

以上の分析より、BaGC の国際化のタイミングに影響を与える要素、BaGC の合弁会社

の設立・運営における SECI プロセスおよび、知識変換における信頼の役割について、事例

の検証から見出せた。そこで、ここでは本事例の質的分析により判明した事項から、国際化

のタイミングモデルの構築可能性、共同化の導入における信頼の役割、暗黙知の乖離の原因

と再共有の方策について考察する。 

4.5.1 国際化のタイミングモデル 

4.2 節で BaGC の国際化の活動が加速するタイミングは、国内市場の経験により資源を

蓄積し、日本ブランドの浸透した国で、経営者の能力を発揮し現地仲介者に出会ったタイミ

ングであると説明した。本項では、BaGC にとってどのようなタイミングであるかをより明

確に説明するため、仲介者に出会うまでに BaGC が蓄積しておくべき要素と、あらゆる仲

介者候補の中から選定するために仲介者に期待すべき条件という視点で整理し、国際化の

タイミングに関する仮説モデルを提案する。 

まず、BaGC が蓄積すべき要素について、4.2 節の結果から考察する。BaGC が蓄積した

要素として「資源」「能力」「日本ブランド」があった。そのうち、資源については技術と人

材の 2 要素により、能力については意思決定、文化理解、ネットワーク探索の 3 要素によ

り構成される。まず、「資源」について考察する。日本の国内市場において先進的な技術を

導入し、施設等を整備しておくことで視察可能な状態となる。合わせて人材育成も重要であ

り、技能実習制度等を活用してターゲット国人材を雇い入れて教育を実施し、一定水準の教

育が習得されていることで、相手国パートナーの理解が促進される。次に、「能力」につい

て考察する。国内市場の経験により、ビジネスパートナーの選別にあたり判断基準を持って

おり、ネットワークを探索する中で相手を信頼できるかを見極め、また相手の信頼を獲得し

関係を深めて情報や協力を得ている。また、海外展開における課題意識をもって行動し、即

座の意思決定から具体的な行動機会を着実に得ている。さらに、相手国文化の理解も重要で

ある。日本においてターゲット国人材を採用し、教育を通して相手国文化の理解と従業員と

してのポテンシャルを見出すことは、国際化の活動を推進する材料にもなる。 

続いて、中小企業の国際化とネットワークの関係についての先行研究から、国際化におい

て克服すべき制約、及びその資源提供が期待できる仲介者の性質について考察する。
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Freeman・Edwards・Schroder (2006)は、中小企業の国際化には、①規模の経済へのアク

セス②ファイナンス及び市場の知識の欠如③資源リスクの制約が存在し、ネットワークま

たはアライアンスの戦略により各要因を克服しうるものであると説明している。本事例で

は、日本人仲介者である中田氏のネットワークにより、合弁会社設立後の案件獲得に成功し

ており、早期の①規模の経済へのアクセスを実現させていた。また、現地仲介者である Aung 

Khin Myint 氏より、ミャンマーの物流市場や投資方法などの②ファイナンス及び知識を得

て合弁会社のビジネスモデルを形成していた。そして、現地ビジネス実施における③資源リ

スクを回避する現地パートナーの紹介も Aung Khin Myint 氏より受けていた。仲介者は、

制約克服のための情報を提供する存在として重要であると言える。 

Andersson・Evers・Griot(2013)は、BGC または BaGC の国際化におけるネットワーク

の影響について、医療技術地域クラスターの研究から次のように主張している。①ローカル

ネットワークは、中小企業の国際化のスピード、市場選択、参入モードといった国際化の検

討要素に影響を与えている。②国際ネットワークは、特に BaGC の国際化における強力な

推進力である。本事例では、松川社長は対象国の選定において周囲の知人からの助言により

ミャンマー国を選択していた。また最初のミャンマー人従業員を本社に雇い入れる際も日

本語学校の知人より紹介を受けていた。さらに、初めてミャンマーに渡航する際も近隣の日

本大企業の紹介でミャンマー支店を訪問している。ローカルネットワークは、国際化の構想

および活動における資源の供給源となっていた。日本通運ミャンマー支店の中田氏から

MIFFA会長の Aung Khin Myint 氏、そしてパートナー企業へ繋がる国際ネットワークは、

4.2.3 項で述べた通り、急速な国際化の要因であった。 

しかし、国際ネットワークは多様かつ国際情勢の影響を受けるため、一様に捉えて適用す

ることは困難であり、国際化の活動資源に限りある中小企業にとって慎重な審査・選択が必

要である。Kiss・Danis(2008)は、国際ネットワークの中でも現地ソーシャルネットワーク

の紐帯についての強弱と、対象国の制度成熟度との関係に着目し、次のように主張している。

①ソーシャルネットワークと国際化の速度は相関関係にあり、対象国の制度成熟度が高い

ほど、紐帯の強度が緩和される。②制度の開発レベルが低いほど、中小企業の国際化では強

い紐帯のソーシャルネットワークが影響する。③制度の成熟度として、制度機関の安定、市

場主導、民政化、制度インフラ整備の度合いの指標が重要である。ビジネス環境の整備につ

いて、9 つの指標で測定し、190 ヵ国を対象にランキングした The World Bank Group(2020)
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の「Ease of Doing Business ranking」調査がある。当調査によると、ミャンマーは 190 カ

国中 165 位となっており、指標の中でも、「契約の執行 187 位」「貸付担保・破産法の有効

性 181 位」と Kiss・Danis(2008)の主張する制度の成熟度の中でも制度機関およびインフ

ラ整備が未熟な状況である。また、2011 年から軍事政権から民主政権への転換が漸次進め

られ、軍部関連企業の市場の影響力が漸減してきたが、2021 年に再び軍による政権掌握の

状態に戻っており、市場や政治への軍の影響は強い。これらより、ミャンマーの制度の成熟

度は未だ低いと言え、現地企業間の取引も信用が重視される環境にあっては、強いソーシャ

ルネットワークが国際化に影響していると考えられる。そして、本事例では、Aung Khin 

Myint 氏は自身が顧問を務めるヘラクレス社をパートナーとしてエムケー社に紹介してお

り、強いソーシャルネットワークの活用が裏付けられている。 

 

 

出典：筆者作成 

図 34 BaGC の国際化タイミングモデル 

 

以上を整理すると、BaGC の国際化において国際ネットワークの中でも現地ネットワーク

が重要であり、パートナー企業、ファイナンス・市場の知識、将来顧客の獲得が期待できる

現地仲介者に出会ったときが、制約を克服し国際化が加速するタイミングである。そして、

制度の成熟度を勘案して、現地仲介者と紹介されるパートナー候補との繋がりの強さに注

目することは、国際化の活動の要点である。さらに、現地仲介者と日本人仲介者は過去から

緊密な関係にあり、相互信頼が確立されていた。日本企業がパートナー探索する際は、日本

人仲介者からアプローチすることが自然である。日本人-現地仲介者が信頼関係で繋がって

いるペアを発見する事が BaGC の国際化のタイミングの決定要因である。これまでの分析

および考察を踏まえて BaGC の国際化のタイミングモデルを図 34 に示す。 
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4.5.2 共同化の導入における信頼の役割 

SRQ3 の分析から知識の共同化を促進した要因は、パートナー企業の持つ先入観の解消

であった。暗黙知の共同化を実現するためには、相手の行動から不信感を解消することが必

要である。なぜ、仲介者は松川社長を信頼するに至ったのか、その理由について Aung Khin 

Myint 氏は次のように語っている。 

「松川さんは『よし、俺と一緒に仕事をするとしたら日本に来てください。飛行機代は負

担できないですけど、彼（筆者注：松川社長）がやっている（筆者注：秘匿情報につき「主

力センター」とする）のウェアハウスを、どういう風に経営しているのか、どのようにラン

ニングしているのかそれを見せます』と言ってそれを見せました。それに日本に滞在してい

るうちに色々かかるコストを松川さんの方から負担していただきました。実はですね。日本

人は自分の仕事のやり方とかシステムとかを簡単に相手に見せたりはしないんですけども、

松川さんは私と Tun さんに信頼を持っていましたので、口からも出しましたし、『普通は見

せないですけども、私はあなた達を信頼していますので私の仕事のやり方とかシステムと

かを見せました』という話がありました。」（Aung Khin Myint 氏へのインタビュー回答） 

事例において相手の不信感を解消することに有効であったことは、「自分は相手を信頼し

ていることを宣言した」「各種負担を引き受けた」ことがあった。「自分は相手を信頼してい

ることを宣言した」ことは、相手の警戒心を解く役割となり、「真剣さの証明として各種負

担を引き受けた」ことは、パートナー企業の懸案を払拭し、意図への信頼の獲得となった。

その結果、パートナー企業の日本企業への心理的障壁が下がり、合弁提案を理解しようとす

る動機付けとなった。以上の説明を図 35 に表す。 

本分析について、BaGC 特有の能力として考察する。BaGC は、国内市場で時間をかけて

成長してきた背景がある。物流業界の国内市場は、規制等で特定領域に縛られない開かれた

市場であるが、実際には顧客の配送網に依存しており地理的には半ば閉じている市場であ

る。そのような市場では、継続的に事業を運営し、拡大するためには、安定した信頼関係が

重要であり、信頼を獲得し、維持する能力は国内市場の経験の中で育成されたものと考えら

れる。従って、BaGC の国内事業における意思決定の経験により蓄積された信頼構築の能力

は、共同化の導入において、相手の動機づけに作用したものであるともいえる。 
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出典：筆者作成 

図 35 暗黙知の共有における信頼の役割 

 

4.5.3 暗黙知の乖離の原因 

ここでは 4.3 節の SECI プロセスの適用検討により明らかとなった暗黙知の乖離の原因

について考察する。 

まず、内面化において起きていた暗黙知の乖離について述べる。合弁会社として新規ビジ

ネスチャンスを獲得して今後の拡大を展望する際に、エムケー社の松川社長、ヘラクレス社

の Tun 社長ともに合弁会社の事業展開イメージを描いている。松川社長は、中国、インド、

ASEAN の地理的要衝にあたるマンダレーを拠点に物流事業の海外展開を想定しており、マ

ンダレーでの投資拡大を希望している。一方の Tun 社長は、ミャンマー国内の市場上位を

目指しており、マンダレーではなくミャンマーの最大都市であるヤンゴンへの投資を拡大

している。マンダレーとヤンゴンでは 650km の距離があり、距離が直接的に品質と価格に

影響する物流業としては大きな差を意味しており、事業の展望において両社の考えに乖離

があることが明らかとなった。これは、投資方針が一致しなければ拡大の過程で今後の事業

運営に影響を及ぼす可能性があり大きな課題である。両社の社長の事業展開イメージの相

違を図 36 に表す。 
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出典：筆者作成 

図 36 両社長の事業展開イメージの相違 

 

共同化および表出化の合弁協議まで遡って乖離の原因について考察する。合弁意思を表

明した時点で両社に交わされた意見の中に各社の事業展開の方針が語られていなかった。

日本で視察したエムケー社の配送センターのような事業をミャンマーにおいて「どのよう

に実現するか」について協議されたが、「さらなる未来において何を実現するか」までは共

有されていなかった。これは、共同化に成功した際に表出化するべき事項の整理に漏れがあ

ったため、自然と乖離に至った考えることができる。 

では、なぜ拠点投資という重大要素で相違が発生するのだろうか？という疑問が湧く。こ

れについて、認識と関係性の観点から考察する。 

まず、認識の観点について合弁会社の「成長に対する認識」と「投資行動に関する認識」

に相違があると考えられる。「成長に対する認識」から説明する。松川社長が途上国への海

外展開を志向した背景には、広島県から市場拡大するにあたり、日本の大都市圏での進出失

敗への懸念があった。一度、都市進出で失敗した場合の、組織内の士気への影響はリスクで

あると認識している。そのため、地方都市マンダレーから大都市ヤンゴンへの進出について

慎重な姿勢を取っていた。一方で、ヘラクレス社は創業から数年の若い企業であり、Tun 社

長自身も 30 歳代と若い。起業した時点からミャンマーのトップを目指して急速に会社を成

長させ、合弁会社を設立しており、顧客が多く在籍するヤンゴンに拠点を設けることは合理
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的判断でもあった。 

次に「投資行動に関する認識」について、合弁契約上では施設の提供はヘラクレス社の役

割となっている。従って、ヘラクレス社の判断でヤンゴンに投資及び整備した施設を合弁会

社に提供することは、契約上問題のない行動である。しかし、エムケー社の松川社長、中田

氏の認識では、拠点投資は合弁会社の地域戦略に直結する事案であり、ヘラクレス社の投資

行動であってもエムケー社からの意見も容れるべきであったと考えている。会社の成長に

ついて、両社の社長の間でリスク認知に経験的な差異があり、伝達されていなかった。投資

行動について、基本的な認識の相違があり、合弁契約書でも規定できていなかった。これら

の相違が、投資の機会に際して乖離となって表れたのであった。 

次に、関係性の観点から考察する。本調査の結果から、安定した事業運営を通して、安心

感が生まれたことで、各社が別々の展望を描くようになったことが明らかになっている。  

両社の社長は、言語の壁を越えながら、協力して課題解決を重ねて、次第に事業を軌道に

乗せていった。それは、資本比率に基づいてエムケー社が合弁会社の運営を主導する体制で、

過去の合弁会社の方針はエムケー社の営業により獲得した案件に合わせて資源を配置し、

運営するものであった。この方法で成果をあげ続けており、事業が安定化していく中で、松

川社長や中田氏などエムケー社の中にヘラクレス社のメンバーに対する意図への信頼が生

まれていったと考えられる。一方ヘラクレス社の Tun 社長は先の資本比率に従った関係に

ついて、「Win-Win である」と述べて満足している。さらに、差し当たっての課題が発生し

ない限りは、Tun 社長から合弁会社の方針を提議することについて差し控えるよう意識し

ている。資本比率に従った関係から、エムケー社松川社長には事業の展望を含め、自分が示

す方針にはヘラクレス社 Tun 社長も理解してくれるだろうとの期待があった。また、ヘラ

クレス社 Tun 社長には方針について提議することは会社の関係性から過分であるという意

識があり、両者がビジョンを語りだす機会を持たないまま、乖離の顕在化に至った。 

Iivonen(2004)による Trust Through（信頼の姿勢）では、信頼を維持し発展させる姿勢

として、現状に真摯に向き合い課題、目的及び動機をオープンに共有することが重要である

と述べている。  

認識の相違の解消や、本来行われるべきであった事業展望の共有が、関係性への期待や配

慮から看過されたことが、暗黙知の乖離の原因となっている 
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4.5.4 暗黙知の再共有 

内面化において、個人の中に暗黙知は生成されるものであるため、組織の中で暗黙知が乖

離することは自然の現象である。しかし、合弁会社において経営方針を握る両社の社長の間

で中長期の事業展望が暗黙知として乖離した状態のままであっては、双方に不信を生み信

頼関係が損なわれ、最悪の場合は合弁関係が破綻する恐れがある。そのため、暗黙知の乖離

は、共同化において、不信感があるならば解消し、暗黙知を再共有させ SECI プロセスを循

環させるとともに、両者の信頼関係を維持する必要がある。そのため、本項では、再度発生

しつつある不信感をどのように解消し、暗黙知の乖離を修正することができるのかについ

て考察する。 

4.5.3 項において、暗黙知の乖離は、合弁会社の成長に対する認識と投資行動に関する認

識の相違と両社の関係性にあると説明した。そこから、ヘラクレス社 Tun 社長に生じる不

信感は、ヤンゴン進出により合弁会社をスピード感もって拡大させようという「成長意欲に

対する不信」、合弁契約に則った「投資」という自社の役割を認知してもらえていないので

はないかという「公平性への不信」、資本比率を理由に自分の抱く展望は松川社長に聞き届

けられないのではないかという「透明性への不信」であると想定される。これら不信感を松

川社長はどのように克服し、暗黙知の再共有へ導いていったのかについて説明する。 

2018 年にマンダレー国際空港の構内貨物取扱業務を受注し、運営を安定化させたことが

合弁会社拡大への推進要素であった。しかし、2020 年から世界的に新型コロナウィルスの

感染が拡大（コロナ禍）したことにより、国際航空便の運航が大幅に減少した。その状況の

中で、2020 年 11 月にミャンマーは総選挙を実施した。投票所でのウィルス感染が懸念さ

れ、有権者が安全に投票するためには感染対策の徹底が重要であるが、対策物資が自国で調

達できない状態であった。そのためミャンマー政府は、国内を南部と北部に 2 分し、北部へ

の感染対策物資を海外からマンダレー国際航空に輸入し、地域へ展開する方策をとった。そ

こで、ミャンマー北部向け感染対策物資のマンダレー国際空港での荷受け業務を合弁会社

が受注した。コロナ禍の影響で合弁会社は主力顧客である日系企業の事業も活動が鈍化し、

受注の拡大に伸び悩む状態の中で、過去最大規模の業務を受注し大きな励みとなった。当案

件の受注は、ミャンマーにおける合弁会社の地理的優位性について Tun 社長に再認識させ

る機会となった。そして、困難な状況であっても、営業力を発揮して大きな結果を出したエ
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ムケー社の合弁会社に対する主体性を感じさせる機会となった。 

ヤンゴンの用地取得の提案は、ヘラクレス社の株主から Tun 社長に持ち込まれた話であ

った。このことを知った松川社長は、株主と直接の対話を希望し合弁会社の役員会議への出

席を要請していたが、実現しないままであった。その後、松川社長は現地のスタッフから株

主の不参加の理由について、Tun 社長の立場の難しさにあると聞き、徐々に背景を理解して

いく。ヘラクレス社は 7 人の株主により構成されており、筆頭及び 2 番目の株主の立場が

強く、公式の場であっても Tun 社長の立場が尊重されないことがあるため、株主を協議の

場に出したくないという Tun 社長の意図であった。間接的に Tun 社長の意図を理解した松

川社長は、ヤンゴンへの投資について自分の意見を納め、Tun 社長の考えを尊重する姿勢に

変わった。しかし、姿勢を変えたとしてもマンダレーを主軸とする考えは変えておらず、ヘ

ラクレス株主に対しては別のアプローチを行っている。株主はミャンマーのみでなくシン

ガポールを拠点に多様な事業に投資を行っている。そのうちの一つに格安航空券の店舗販

売のビジネスがあった。その株主がミャンマーで店舗開設を計画した際に、エムケー社中田

氏が日系ネットワークを活用してマンダレー国際空港の構内開設に尽力し、開設を成功さ

せていた。マンダレー国際空港での合弁会社の影響力を株主に認識させる機会となった。 

松川社長は、定期的にミャンマーに出張し現地に長期滞在している。滞在期間中は、役員

会議の出席の仕事を終えた後も現場に入り、従業員に直接指導し、一緒になって業務を行っ

ており、率先垂範の行動を示している。Tun 社長は松川社長の姿から、透明な人間性を理解

している。だが、松川社長への信頼とは別にエムケー社への不満はあった。2016 年に合弁

会社を設立してから 2018 年までの間に、エムケー社は日本から複数名の駐在員をミャンマ

ーに派遣していた。理由は様々であったが、全てが交代したもので Tun 社長にとっては、

エムケー社側の組織人員が固定化されないことに対する不満があった。そこで、松川社長は

当時オーストラリアで就労中であった自身の長男である松川和樹氏を副支店長として派遣

することを決めた。IFC(2016)の調査によるとミャンマーでは全体の企業のうち家族経営が

占める割合は 83%と高く、親族から駐在員を派遣することは、ミャンマーの価値観から合

弁会社への真剣さを示すものであった。そして、2020 年の総選挙におけるマンダレー国際

空港業務において、松川副支店長は活躍を見せた。業務は、10 月 25 日から 11 月中旬にか

けて、航空機 54 機、従量 450 トンの大量の荷受け・荷捌きを行うものであったが、当地の

従業員が不足しており、近隣の村から臨時作業員を傭上して対応する必要があった。松川副
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支店長は、朝夜の 2 チームでそれぞれ 25 名の臨時作業員を指揮し、トラブルなく予定通り

完遂している。大型業務の成功により、エムケー社の高い業務品質を合弁会社の内外に示す

結果を残した。 

上記の事実および考察を整理する。エムケー社の営業力を発揮して、ミャンマー総選挙の

マンダレー国際空港業務を受注した実績は、Tun 社長の「成長への不信」を解消したと考え

られる。Tun 社長の株主との関係性を理解し、合弁契約を盾にとって投資判断に関する交渉

を行わず、相手の判断を尊重した行動は「公平性への不信」を解消したと考えられる。松川

社長の現場での率先垂範の行動と、長男である松川副支店長の派遣および活躍は「透明性へ

の不信」を解消したと考えられる。 

Nooteboom・Six(2003)は、信頼の問題は「信頼するかどうか」ではなく、より相対的で

条件付きの問題であると述べている。さらに、信頼を構築する可能性は、相手の能力や信頼

が必要とされる状況に依存すると強調している。また、Ciancutti・Steding(2000)は、信頼

構築において配慮すべき原則として、直接かつオープンなコミュニケーションと迅速な対

応が重要であると述べている。相手の不満への誠実な対応、困難な状況での実績、相手の立

場を理解した柔軟な対応は、積極的に相手から信頼を引き出すうえで重要な行動である。 

 

4.5.5 信頼関係の変化 

前項まで、SECI プロセスの促進要因としての信頼として、信頼が影響を与える側面につ

いて分析・考察を行ってきたが、国際合弁事業においては、事業の進展に伴う社長間の信頼

関係の変化といった影響を受ける側面もある。そのため、本項では事象の推移に伴う信頼関

係の変化について考察する。信頼関係の考察にあたり、信頼の区分について説明する。2.4.1

項の信頼の構造では、意図への信頼及び能力への信頼といった相手の何を信頼するかの区

別が示されており、これらについて分析する。まず、双方の社長の間には相手方社長個人の

意図への信頼がある。そして、双方の社長から見た相手方会社に対しては、能力への信頼も

あると考えられる。さらに、双方の社長から見て、合弁会社に対しては能力への信頼もある

と考えられる。 

時系列分析より整理した図 22 より、本事例の両社の社長の関係の始まりである「Ⅱ．国

際化の活動」から、暗黙知を再共有した「Ⅴ．国際合弁会社の運営・安定化」までの事象を
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対象に信頼関係の変化を分析する。4.3.2 項の分析結果から SECI プロセスを通して、どの

ように上記区分の信頼が発生または消滅し、信頼関係が変化していったかを考察する。 

①「Ⅱ．国際化の活動」における共同化による信頼関係の変化 

事業展開イメージの共有が視察によってなされたことが、本事例における共同化であっ

た。視察前の信頼関係について、松川社長はヘラクレス社に対して、マンダレー市の視察で

得た能力に対する信頼を、Tun 社長は松川社長に対して、各種負担の申し出により意図に対

する信頼を持っていた。そして、視察を通じて、Tun 社長はエムケー社に対して能力への信

頼も持つようになった。 

②「Ⅲ．国際合弁会社の設立に向けた計画」における表出化による信頼関係の変化 

事業展開イメージが各自の検討によって事業展開方法に形式知化されたことが、本事例

における表出化であった。松川社長は、Tun 社長の資本比率を変更する申し出を受けて、合

弁会社の設立に対する誠意を感じ、意図への信頼を持つようになった。 

③「Ⅳ．国際合弁会社の設立に向けた協議」における連結化による信頼関係の変化 

各自の事業展開方法の素案が協議を通して合弁会社の事業展開方法に具体化されたこと

が、本事例における連結化であった。協議の中で双方の利害が衝突し、信頼関係に揺らぎが

発生するが、粘り強く思いや意図を語ることで、妥協や理解に至り、双方の意図への信頼が

深まった。 

④「Ⅴ．国際合弁会社の運営・安定化」における内面化による信頼関係の変化 

合弁会社の運営の安定化を受けて、事業の中長期展望を各社長が描いていったことが、本

事例における内面化であった。合弁会社の運営の中で課題を解決した経験を重ねることで、

双方の社長に相手の会社の能力への信頼と合弁会社の能力への信頼が生まれるとともに、

相手の意図への信頼もさらに深まり、信頼関係はより強化されていった。しかし、内面化に

おいて発生した中長期展望の相違により、意図への信頼が損なわれることとなる。 

以上より、両社長の信頼関係の変化を図 37 に表す。 
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出典：筆者作成 

図 37 事象・SECI プロセスを通じた信頼関係の変化 

 

事象及び SECI プロセスが進展するに従い、信頼は一方的なものから双方向に変化し、さ

らに社長個人から会社及び合弁会社に対する信頼に複層化していく。しかし、相手に対する

信頼や期待が強いほど、相違が発覚した場合に看過しがたくなり、場合によっては不信感を

喚起し、信頼関係に影響する。 
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第5章 結論と今後の課題 

5.1 結論 

5.1.1 リサーチクエスチョンに対する回答 

前章までの SRQ1、 2 , 3 の回答及び考察を整理する。 

 

・SRQ1：BaGC の「会社規模の成長」と「組織の士気向上」が目的となり、海外展開を

開始した。海外展開前に「蓄積した技術」および、対象国で「日本ブランドの浸透」が活動

に正の影響を与えていた。 

・国際化のタイミングモデルに関する考察：BaGC の国際化においてネットワークの中

でもネットワークが重要であり、パートナー企業、ファイナンス・市場の知識、将来顧客の

獲得が期待できる日本と現地仲介者のペアを発見した時が、制約を克服し国際化が加速す

るタイミングである。そして、対象国の制度の成熟度が低い場合、現地仲介者とパートナー

候補との関係性が強いものであるかは、パートナー選択の重要な要素である。 

 

・SRQ2：国際合弁会社を設立し運営する過程で、事業の展望や計画といった知識の変換

が行われ SECI プロセスが働いていた。しかし、内面化において両社の社長の間で暗黙知が

乖離しており、対応が必要となることが明らかとなった。 

・暗黙知の乖離の原因についての考察：両社の社長の間で、会社の成長がもたらすリスク

の認知に経験的な差異があったが、共有されていなかった。投資行動について、基本的な役

割の認識に相違があり、合弁契約書でも規定できていなかった。これらの相違が、投資の機

会に際して乖離となって表れた。また、合弁会社が成果をあげ、事業を安定化させる中で、

エムケー社松川社長の中にヘラクレス社 Tun 社長に対する意図への信頼が生まれた。一方

の Tun 社長には方針について提議することは過分であるという意識があり、両者がビジョ

ンを語りだす機会を持たないまま、乖離の顕在化に至った。 

 

・SRQ3：国際合弁会社を設立し運営する過程で営まれる SECI プロセスにおいて、4 つ

の異なる信頼が影響していた。内面化における暗黙知の乖離の問題は、続く共同化において、
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先のサイクルと同様に不信感を積極的に解消することにより修正されうるものであること

が確認された。 

・暗黙知の再共有についての考察：コロナ禍で営業が苦戦する中でも、エムケー社の営業

力により大型案件を受注した実績は、Tun 社長の「成長への不信」を解消した。投資に関す

る相手の判断について、Tun 社長の株主との関係性を理解し、合弁契約を盾にとる交渉を行

わなかった松川社長の態度は、Tun 社長の「公平性への不信」を解消した。松川社長の現場

での率先垂範の行動と、長男である松川副支店長の派遣および活躍は、Tun 社長の「透明性

への不信」を解消した。 

 

以上の整理より、次の MRQ 回答として以下を導いた。 

 

MRQ の回答：エムケー社は、日本-現地の仲介者ペアを発見することで国際化が本格化

し、SECI プロセスの知識変換に合わせて異なる信頼を活用し、事業展開イメージと事業の

知識を創造していった。内面化において暗黙知の乖離が発生するが、不信感の解消により再

共有され、SECI プロセスは再度循環していった。 

 

図 38 に国際合弁事業で発生する暗黙知の乖離及び信頼による再共有の役割を表した。 

 

出典：筆者作成 

図 38 国際合弁会社で発生する暗黙知の乖離及び信頼による再共有の役割 
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5.1.2 BaGC の国際合弁事業におけるナレッジマネジメントへの示唆 

本研究により、国際合弁会社の設立及び運営の知識創造において、Krogh・Ichijo・

Nonaka(2000)が提唱するケアとしての信頼は知識の変換を促進するうえで重要な役割を

担っていることが明らかとなった。SECI プロセスの各段階において、不信感の解消、未来

への信頼、組織間の信頼、組織内面の信頼が、各段階の知識変換に影響を与えるものである。

BaGC の国内における事業経験で信頼構築の能力を醸成し、国際化において発揮される。 

信頼は、合弁企業を構成する 2 社の社長の間で営まれる SECI プロセス全般的に影響し、

また、SECI プロセスより信頼関係も変化する。共同化、表出化、連結化を通して 2 社の社

長の知識は体系化されていくに従い信頼関係も強化されていくが、内面化において異なる

暗黙知を生成し、それらが乖離した状態を生む。また、暗黙知の乖離は両社の不信感に繋が

るが、能力を示し、相手に誠実さを感じさせる行動により不信感を解消し、暗黙知は再共有

される。不信感の解消は、国際化のプロセスにおいて、仲介者及びパートナーを獲得する要

素としても不可欠であり、BaGC の国際化において特に重要である。 

信頼は簡単には得られないものであるため、国際合弁事業の知識創造においては、両社の

社長の間では、暗黙知の乖離と再共有からなる「知識の離合」の現象が発生する可能性が高

いことが示唆される。 

BaGC が国際合弁事業を行う際に営まれるナレッジマネジメント及び信頼の影響を図 

39 に表す。 
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出典：筆者作成 

図 39 BaGC の国際合弁事業におけるナレッジマネジメント 

 

BaGC が醸成した信頼構築の能力は、異国のパートナーを相手にした現実の局面で発揮

することが求められ、BaGC の経営者もしくは意思決定者の能力に帰結する。 

これは、国際合弁事業の共同化における不信感の解消には、高度な暗黙知への洞察能力と

反射的な行動力が求められることを意味している。しかし、これらの能力は海外展開を志す

経営者に一様に備わっているものではないだろう。 

国内市場の取引多角化の実現の過程において「意思決定の経験の蓄積」「社会的ネットワ

ークの形成」「組織構築」が鍛錬されている BaGC ならではの能力である。 

従って、国際合弁事業の設立・運営における知識変換の信頼要素の中で基軸になると考え

られる「不信感の解消」する能力は、過去の国内事業において醸成されうるものであり、ま

た活用可能であるといえる。 
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5.2 本研究の理論的・実務的貢献 

5.2.1 理論的含意 

設立から数十年の間、日本市場で事業を営んできた中小企業が海外展開を志し、合弁会社

の設立・運営を成功させるプロセスを詳細に調査した。本研究はその中で、次の３点の理論

的貢献を行っている。 

第 1 点目は、これまでの BaGC 研究に新たな業界の事例を追加したことである。従来の

国際化研究及び BGC/BaGC は金綱(2009)、平野(2004)、天野(2010)、山本・名取(2014a)、

中村(2015)などの研究に見られるように製造業に偏りがあり、主張また提示されるモデルも

製造業に限定されていた。本研究は、製造業を対象に提示されている主張及びモデルがその

他サービス業である物流業での検証を通して、その有用性を確認し BaGC 研究の業種につ

いて適用範囲を拡大した。また、物流業は、Rugman・Verbeke(2003)が提示した NLB の

知識と LB の要素を接合する知識の領域に属し、さらに双方向の知識の流れを前提とする

SECI プロセスの全般についても検証した点で貢献している。 

第 2 点目は、SECI プロセスと信頼の影響メカニズムを解明した点である。SECI プロセ

スと信頼の関係について、平野(2004, 2006)の研究で課題であったモデルの精緻化を行い、

さらに金綱（2009）の研究で課題であった双方向の知識移転のケースで暗黙知の共有メカ

ニズムについて信頼との関係を説明した。国際合弁事業を知識活動と捉え SECI プロセス

で説明するとともに、その知識変換に影響を与えるものが信頼であるとの仮説のもと、知識

変換の促進要因に信頼を位置付けた分析の枠組を作成し、SECI プロセスの段階ごとに扱わ

れる知識および信頼の影響を詳細に調査した。その結果、異文化間で合弁会社を設立・運営

する際に、両社の社長の間で発生する暗黙知の乖離が発生し、BaGC が醸成した信頼構築の

能力により修正するモデルを提示した。これまで、国際合弁事業における知識移転及び

SECI プロセスと信頼との関係は、複数の研究者により説明されてきたが、本研究は SECI

プロセスを促進する要因として信頼がどのように影響し、また信頼関係の変化にどのよう

な影響を与えるというメカニズムを明らかにした点で貢献するものである。 

第３点目は、BaGC の国際化タイミングを明確化した点である。日本で事業を営んできた

事業者が国際化に舵を切るタイミングについて、先行研究をもとに事例を分析するととも

に、国際化のタイミングモデルを仮説的に構築した。これにより、BaGC が国際化のために
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蓄積すべき要素を説明し、さらに仲介者に求める条件を明確にした。当モデルは伝統的中小

企業がBaGCに変容するアプローチを説明しており、BGCとの区別を鮮明化した。これは、

中村（2015）が指摘した BaGC と BGC の区別の課題に対して貢献するものである。 

本研究は国際合弁会社の知識創造パターンに関する研究の事例調査、経営戦略としての

信頼構築に関する研究の実証調査、日本の中小企業についての新興国展開戦略に関する研

究の事例調査に位置付けられるものである。そのため、本調査の結果は、日本企業および現

地企業との間で働く信頼が、合弁会社の設立過程でどのように暗黙知および形式知の変換

に影響を与えるかついての洞察を提供するものである。また、BaGC 研究に際して、日本の

中小企業の国際化を説明する際に、タイミング分析について要素を提供するもでもある。 

具体的には、企業間での暗黙知の共有、各社の暗黙知から形式知への変換、両社の形式知

の共有、各社の暗黙知の生成のプロセスで、信頼がどのように影響し、そして信頼がどのよ

うな役割を果たしたかを示すことができた。さらに、異文化を背景とする 2 社間で発生す

る暗黙知の乖離が生じうることを、本調査は示している。 

また、国際化のタイミングに影響する要素を「経営者の意思決定の経験」「ネットワーク」

「組織および企業の能力の構築」「外部環境の動向」に分類し、各要素の関係を事例から見

出した。 

さらに、本研究は以下の点で進歩性を持つものである。SECI プロセスは循環する度に新

しい知識を創造する特性を有する。2 者間の知識創造を継続するためには信頼関係の維持が

前提となる。しかし、一方で内面化では暗黙知の乖離が発生することで、不信につながる可

能性がある。継続して SECI プロセスが循環するための、暗黙知の再共有について考察を行

い、ナレッジマネジメントへの理論的貢献を提供したい。 

一般的に SECI プロセスは、多人数の集団である組織において用いられているため、内面

化において個人が異なる暗黙知を生成することは問題視されていなかった。しかし、本研究

を通して別組織間の SECI プロセスでは、暗黙知の乖離は信頼関係の破綻に繋がるため、

SECI プロセスの循環を阻害する問題があることが新たに発見された。 

信頼の戦略を適用し、SECI プロセスの内面化および共同化で発生する暗黙知の乖離に対

応しようとする試みは、ナレッジマネジメントの研究分野で活用可能であり理論的に貢献

する。特に、未経験かつ異文化を背景とした状況での知識創造の実現を目指す場合に活用す

ることを推奨する。 
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5.2.2 実務的含意 

国際合弁会社を設立・運営する場合の SECI プロセスは、当事者が意図的に行動しない限

り循環しない可能性が高い。特に、内面化において暗黙知の乖離により停滞し、共同化で暗

黙知の乖離を修正する行動を取らない限り容易に停止してしまうものである。 

暗黙知は個人の内面に生成されるものであり、暗黙知の乖離は必然的に発生する。事例が

示した通り、内面化で、各社が合弁会社の中長期の事業展開イメージを個別に描いていた。

合弁会社の設立段階で、各社の事業展望と合弁会社の位置づけを改めて明文化することで、

暗黙知の乖離は低減する。また、合弁会社のみでなく相手の現地企業の経営方針及び中長期

計画に対して、継続的に関心を払うことが重要である。相手企業の投資戦略や事業計画と合

弁会社の方針に溝を発見した場合、原因を追究し、場合によって幅を埋める行動を起こすこ

とで、後に発生する暗黙知の乖離に対処しやすくなる。 

また、日本の中小企業が新興国に海外展開する際の主な失敗要因である「パートナー企業

との関係性の構築」について、事例を通して有用な方策を提示した。具体的には、国際化を

開始するにあたり検討すべきポイントとして、関係構築に活用できる自社の資源や、所属す

る業界団体の国際活動を通じた日本ブランドの浸透度の確認がある。企業が国際化の機会

を自社要因から判断した場合に、併せて上記を検討することで、現地パートナーとの関係構

築がより円滑に進むことが期待できる。 

本研究は、今後、国際化を検討する中小企業に対して、タイミングを検討する際の４つの

要素を提示した。国内においてターゲット市場が地域的・分野的にも飽和している状態であ

れば、国際化を検討すべき時期であると考えられる。その場合に選択肢として「途上国市場」

は企業規模の拡大の点で意義のある選択肢に入る。また、検討に際して相手国人材を国内で

採用し、トレーニングを通して積極的に相手国の文化を理解し、従業員としてのポテンシャ

ルを見出しておくことは、現地での活動及び事業運営を円滑に進める鍵であろう。そして、

社員の意識向上を促進するうえで海外において事業を実施することが、「組織の管理」に際

して刺激となる。また、国内市場における競争において蓄積した「経営資源」は日本の技術

水準を満足しており、さらに自社が属する業界の日本技術の浸透度が高い場合、「対象市場

における日本の優位性」が期待され、海外展開の活動が円滑に進むことが期待できる。より、
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実務的には「信頼できる仲介者のペア」の発見と、制度の成熟度に応じた「仲介者とパート

ナー候補の関係性」の判断が重要である。中小企業の国際化の制約条件を克服することが期

待できる仲介者のペアを意図的に探索し、信頼できると確信した時、国際化の活動が本格化

する可能性は高まる。 

 

5.3   将来研究への示唆 

本研究では、SECI プロセスの促進要因に信頼を位置付けたモデルを、国際合弁会社の設

立・運営における信頼の役割を調査するために使用できる分析の枠組として提案したが、信

頼を構築する能力の多くの側面は完全には理解されていないため、将来の研究に重要な機

会を提供している。ケアのうち信頼が最も重要であるとして分析を行ったが、その他ケアと

の関係性や、信頼が影響する際に介在するイネーブラーについて十分な分析がなされてお

らず分析の枠組みの精緻化が期待される。 

また、本研究では、BaGC の国際化のタイミングを説明する仮説モデルを提示したが、先

行研究である諸力のモデル及び IEO モデルの概念を用いた導出に留まるため国際化のタイ

ミングを説明する要素が網羅的に検討されていない。BaGC の特徴である国内市場の経験

は、その後の国際化の成功に影響する要因の一つであるが、本事例は日本の BaGC に限定

されており、他の BaGC については検討されていない。国内中小企業から BaGC に変化す

る際の企業としての成熟度は、多様な視点で分析を試みることが期待できよう。 

さらに、本事例の中で登場する「仲介者」は、BaGC の国際化を加速させ、その後の事業

運営の成功にも貢献する主要な存在である。今後の事業が継続する中で仲介者はさらにど

のような役割を果たすのか？または、どのような登場人物が現れるのか？といった視点で

継続的に事例を観察することで、国際合弁事業の成長要因について深い視点を得られるこ

とが期待できる。 

本研究の成果（図 33、図 34、図 38、図 39 参照）と理論的含意は、継続的な観察及び、

追加の実証的研究を通じて検証する必要がある。本調査の結果は、“知識創造の促進要因”と

“信頼”の関係を明確に示しているが、永続的な知識創造のスパイラルアップが検証されてい

ない。本研究において確認できた範囲は SECI プロセス 2 巡目の共同化である、暗黙知の

再共有までであり、以後の事象について継続的に SECI プロセスが循環していくかは、継続
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的な観察により明らかとなる。本研究の主張する暗黙知の乖離は合弁会社が発展し両社長

及び両社の関係性も変化するに従い、既出の原因以外にも多様なものが発生する可能性は

十分ある。従って、今後も暗黙知の乖離、及び知識の離合は発生する可能性は十分あると考

えられる。 

本研究では特定の関係はまだ完全には調査されていない。具体的には、将来の研究は詳細

な信頼構築のプロセスを概念化できる可能性がある。信頼関係の理想的な状態を達成する

ために、組織および運営の体制をどのように設計する必要があるかも不明な状態である。当

領域の研究は、信頼関係を構築し、最適な状態を維持するための組織制度を計画、構築、お

よび管理する方法を提供する可能性がある。 

また、BaGC の国際化タイミングモデルを仮説的に構築したが、当モデルは先行研究の理

論的枠組に基づいた導出であり、その他要素への洞察が不足しており網羅性を保証してい

るものではない。したがって、追加の事例を通じて検証しモデルの拡充もしくは検証により

BaGC 特有の説明モデルを構築できる可能性がある。 
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参考資料 

参考資料 1 質問票：エムケー社 松川社長 

2019 年 6 月 14 日 於 株式会社エムケー本社（東広島市） 

＃ 質問項目 

1 国際展開を始める前は、国内でどのようなビジネスを展開されてきたでしょうか 

2 国内ビジネスを通じてどのようなご苦労を経験されてきましたでしょうか 

3 どういったきっかけで海外展開を志向するようになったのでしょうか 

4 どのようにしてミャンマー国の課題を発見したのでしょうか 

5 現地の事情を把握するために、どのような工夫を行ったのでしょうか 

6 ミャンマー国に決定するために、どの程度事前調査を行い、どのように評価されたのでしょうか 

7 JICA スキームはどのように有用でしたでしょうか 

8 どのように海外パートナー（ヘラクレス社）を発見されたのでしょうか 

9 何がきっかけでパートナーを信頼できる相手と判断できたでしょうか 

10 ミャンマー国の発展にどのように貢献したいと考えておられますでしょうか 

11 どのようにして貴社のサービス・技術をパートナーに伝えていかれましたでしょうか 

12 どのようにしてパートナー契約の合意に至ることができたのでしょうか 

13 パートナーに対するイメージは当初からどのように変化していったでしょうか 

14 貴社とパートナーの目標が一致していると感じる出来事はございましたでしょうか 

15 パートナー関係で貴社の提供しているものは何でしょうか 

16 パートナーと親密になったと感じる出来後はございましたでしょうか 

17 貴社の要望はどのようにパートナーにお伝えするようにされていますでしょうか 

18 パートナー企業（ヘラクレス社）の存在をどのように発見されましたでしょうか 

19 ミャンマー国を調査した際にどのようなビジョンを直観されましたでしょうか 

20 パートナー企業と貴社のビジョンはどのように共有されましたでしょうか 

21 ビジネスを進める中で何か（役割・関係など）変化されましたでしょうか 

22 現在、貴社とパートナー間で調整・課題事項ございますでしょうか 

23 ビジネスを実施する中で当初と比べてビジョンは変化してきましたでしょうか 

24 （変化している場合）どのようなビジョンに変わってきていますでしょうか 

25 今後どのような関係でどのようにビジネスを進めていきたいと考えておられますでしょうか 

26 他国や他のサービスに展開をお考えでしょうか 
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参考資料 2 質問票：ヘラクレス社 Tun Min Aung 社長（日本語版） 

2019 年 9 月 22 日 於 ヘラクレス社ヤンゴン支店（ミャンマー・ヤンゴン市） 

＃ 質問項目 

1 貴社は、MK 社に出会うまでどのようなビジネスを行ってこられたでしょうか。 

2 貴社は、MK 社に出会うまで、どのようなビジネスの苦労をご経験されましたでしょうか。 

3 貴社は、なぜ日本企業と協業しようと考えたのでしょうか。 

4 どのような工夫を行って日本の会社を知ったのでしょうか。 

5 MK 社に出会う前に会社を調べて評価していたのでしょうか。 

6 どのように、日本企業の技術を知ったのでしょうか。 

7 どのように、エムケー社を知ったのでしょうか。 

8 なぜエムケー社を信頼できると確信できたのでしょうか。 

9 日本の企業に対してどのような印象を持っておられたでしょうか。 

10 どのようにエムケー社のサービス・技術を理解していったのでしょうか。 

11 どのようにしてパートナー契約を合意できたのでしょうか。 

12 エムケー社に対するイメージは、出会った当初から今までの間でどのように変化していったでしょうか。 

13 どのようにして貴社とパートナーの目標が一致していることを確認していったのでしょうか。 

14 エムケー社とのパートナー関係で貴社の役割は何でしょうか。 

15 どのような出来事を通じて、貴社とエムケー社は親密になっていったと思いますでしょうか。 

16 どのような方法で貴社の要望を伝えるようにされていますでしょうか。 

17 エムケー社とパートナーの話を聞いた瞬間にどのようなビジョンを描いたのでしょうか。 

18 
どのようにビジョンを共有したでしょうか？どのようにゴールもしくは目的をエムケー社と共有したの

でしょうか。 

19 エムケー社とビジネスを進める中で貴社の役割や関係は変化したでしょうか。 

20 ビジネスは双方にとって win-win と考えているでしょうか。 

21 実ビジネスを実施する中で当初と比べてビジョン・目的・ゴールは変化していますでしょうか。 

22 （変わっている場合）それはどのようなビジョン・目的・ゴールに変わっていったのでしょうか。 

23 今後どのような関係でどのようにビジネスを進めていきたいとお考えでしょうか。 

24 別の分野で他の海外企業とも協業したいと考えていますでしょうか。 

25 今後、MMH 社をどのように発展させていきたいとお考えでしょうか。 
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参考資料 3 質問票：ヘラクレス社 Tun Min Aung 社長（ミャンマー語版） 
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参考資料 4 質問票：エムケー社中田常務・元日本通運株式会社 ミャンマー支店長 

2019 年 8 月 28 日於 北陸先端科学技術大学院大学 東京サテライトキャンパス (東京都) 

＃ 質問項目 

1 エムケー社様との出会いをお聞かせ下さい 

2 何故、エムケー社様のミャンマー国進出をご支援しようと思われたのでしょうか。 

3 どのような出来事を通じて松川様を信頼できるとご判断されていきましたでしょうか。 

4 どのようにしてミャンマー国の課題を発見したのでしょうか 

5 現地の事情を把握するために、どのような工夫を行ったのでしょうか 

6 

エムケー社様以外にも日系企業の海外進出に関するご相談がございましたでしょうか。 

もしございましたら、差し支えない範囲でお話をお聞かせください。 

7 （ある場合）中田様およびパートナーの信頼獲得に成功できていたでしょうか。 

8 フォーバル様の外部専門家としての知識はどのように活用されていったでしょうか 

9 どのように海外パートナー（ヘラクレス社）を発見されたのでしょうか 

10 何がきっかけでパートナーを信頼できる相手と判断できたでしょうか 

11 パートナーに対するイメージは当初からどのように変化していったでしょうか 

12 貴社とパートナーの目標が一致していると感じる出来事はございましたでしょうか 

13 パートナー関係で貴社の提供しているものは何でしょうか 

14 パートナーと関係が深まったと感じる出来後はございましたでしょうか 

15 貴社の要望はどのようにパートナーにお伝えするようにされていますでしょうか 

16 MMH 社の設立前にどのようなビジョンを直観されましたでしょうか 

17 MMH 社の設立前に、事業が目指す方向をどのように描かれましたでしょうか。 

18 パートナー企業と貴社の目的/ゴールはどのように共有されましたでしょうか 

19 ビジネスを進める中で何か（役割・関係など）変化されましたでしょうか 

20 現在、貴社とパートナー間で調整・課題事項ございますでしょうか 

21 ビジネスを進める中で新規ビジネスチャンスをどのように発見さていかれたのでしょうか 

22 ビジネスを実施する中で当初と比べてビジョン/目的/ゴールは変化してきましたでしょうか 

23 （変化している場合）どのようなビジョン/目的/ゴールに変わってきていますでしょうか 

24 今後どのような関係でどのようにビジネスを進めていきたいと考えておられますでしょうか 

25 他国や他のサービスに展開をお考えでしょうか 
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参考資料 5 質問票：NIHC CEO Aung Khin Myint・元 MIFFA 会長（日本語版） 

2019 年 9 月 17 日 於 National Infrastructure Holding Company 本社（ミャンマー・

ヤンゴン市） 

＃ 質問項目 

1 あなたとヘラクレス社（MH）の Tun 社長とのこれまでの関係をお聞かせ下さい 

2 あなたは何故、ヘラクレス社（MH）と日本企業の提携を支援しようと思われたのでしょうか？ 

3 
あなたがエムケー社（MK）に出会う前に会ってきた日系企業に対して、どのような印象をお持ちでした

でしょうか？ 

4 どのような出来事を通じて松川様を信頼できる人である、とご判断されていきましたでしょうか。 

5 
あなたは、エムケー社（MK）の技術やノウハウがミャンマーの物流を変革できると感じていますでしょ

うか。 

6 

ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）以外にも JV 提携に関するご相談が、過去にあなたに対

して来ていましたでしょうか。 

もし案件がありましたら、差し支えない範囲でお話をお聞かせください。 

7 （成功事例がある場合）日本企業は、あなたやミャンマー企業の信頼獲得を成功できていたでしょうか。 

8 
ヘラクレス社（MH）とエムケー社（MK）の目標が一致していると感じる出来事はございましたでしょ

うか 

9 ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）であなたの役割は何でしょうか 

10 
エムケー社（MK）とヘラクレス社（MH）との関係が深まったと感じる出来後はございましたでしょう

か 

11 
ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）の設立前にどのようなビジョンを直観されましたでしょ

うか 

12 
ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）の設立前に、事業が目指す方向をどのように描かれまし

たでしょうか。 

13 
ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）がビジネスを進める中で何か（役割・関係など）変化さ

れましたでしょうか 

14 現在、ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）の中で課題事項ございますでしょうか 

15 ビジネスを進める中で新規ビジネスチャンスなど発見されたでしょうか 

16 
ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）がビジネスを実施する中で、開始時点と比べてビジョン

/目的/ゴールは変化してきたと思いますか？ 

17 （変化している場合）どのようなビジョン/目的/ゴールに変わってきていますでしょうか 

18 
あなたは、ミャンマー・エムケー・ヘラクレス社（MMH）が今後どのような関係でどのようにビジネス

を進めていくべきだと考えていますでしょうか？ 
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参考資料 6 質問票：エムケー株式会社 松川社長・中田常務・平地ミャンマー支店長・

松川（和樹）ミャンマー副支店長 

2020 年 12 月 14 日 於 Web 会議 

# ご質問 備考 

1 
現在のミャンマー・エムケー・ヘラクレス社様の状況はいかが

でしょうか。 
業績の変化やコロナの影響 

2 今後の事業方針をお聞かせ頂けますでしょうか。 
貴社、ミャンマー・エムケー・ヘラクレ

ス社、ヘラクレス社 

 

参考資料 7 質問票：エムケー株式会社 松川社長 

2020 年 12 月 23 日 於 Web 会議 

ご質問の場面および対象 # ご質問 

合弁会社
について 

エムケー社様
の 

1 現在のビジョンをお聞かせください。 

ヘラクレス社
様の 

2 現在のビジョンをお聞かせください。 

日本の本社と
比較して 

3 
（可能であればご教示ください）売り上げ比率は何％でしょうか（海外売り上げ
比率 25%以上が BaGC に該当する定義もあり） 

日本視察
について 

全体的に 4 どのような行程でしたでしょうか 

視察中は、 
5 どのような説明をされましたでしょうか 

6 どのような反応でしたでしょうか 

視察後は、 7 どのような会話をされましたでしょうか 

合弁協議
について 

全体的に 
8 どのような日程で開催されましたでしょうか 

9 どなたが参加されておりましたでしょうか 

合弁協議前 10 どのような準備をされておりましたでしょうか 

協議中 

11 どのような進行でしたでしょうか（議題） 

12 どのように説明され、相互理解を進められたでしょうか 

13 難航した際は、どのような仲裁があったでしょうか 

14 仲裁後はどのように変化していきましたでしょうか 

アウンキ
ンミン様

について 

紹介者として 15 どのようなところが信頼できるとお感じになられましたでしょうか 

中田様に

ついて 
紹介者として 16 どのようなところが信頼できるとお感じになられましたでしょうか 

ヘラクレ
ス社様 

株主様につい

て 

17 エムケー社様と直接会話の機会はございますでしょうか 

18 どういった理由・背景がございますでしょうか 

合弁パートナ
ーとして 

19 
どういう検討がございましたでしょうか、また選定から外れた企業や理由などお
聞かせください 

20 ヘラクレス社様を選定した理由はどのようなものがございましたでしょうか 
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参考資料 8 質問票：NIHC CEO Aung Khin Myint・元 MIFFA 会長（英語版） 

# Question items 

1 Please tell us about your relationship with Hercules (MH) or President Tun. 

2 Why did you decide to support a partnership between Hercules (MH) and a Japanese company? 

3 What was your impression of the Japanese companies you met before meeting MK? 

4 What is the reason you thought you could trust Mr. Matsukawa? 

5 Do you feel that MK's technology and know-how can transform Myanmar logistics? 

6 
Have you received any consultations regarding JV alliances in the past other than Myanmar MK 

Hercules (MMH)? 

7 If there is some consultation of #6, please tell me your impression/story as far as you can. 

8 
(If there are success stories) Have Japanese companies succeeded in gaining the trust of you and 

Myanmar companies? 

9 Have you ever felt that the goals of Hercules (MH) and MK (MK)? 

10 What is your role at Myanmar MK Hercules (MMH)? 

11 Did you feel that the relationship between MK (MK) and Hercules (MH) has deepened? 

12 What vision did you face before the establishment of Myanmar MK Hercules (MMH)? 

13 
How did you describe the business direction before the establishment of Myanmar MK Hercules 

(MMH)? 

14 
Has anything (role, relationship, etc.) changed while Myanmar MK Hercules (MMH) is doing 

business? 

15 Are there any issues currently in Myanmar MK Hercules (MMH)? 

16 Did you discover new business opportunities while advancing business? 

17 
Do you think that the vision / purpose / goal has changed since the beginning when Myanmar MK 

Hercules (MMH) is doing business? 

18 What vision / purpose / goal is changing (if it is changing)? 
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以下、概念カテゴリ及び定性的コードの一覧表 

参考資料 9 (SRQ1) 分析枠組 a.経営者の過去の意思決定の経験 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 概念カテゴリ 3 定性的コード M N A T 

経営者の能力 

決断力 

ビジネスパート

ナーを選別する

能力 

過去の経験から蓄積した物流事業者

としての知識をもとに相手企業の能

力を推量する 

4 1     

市場選択 

対象とする市場を調査する能力 2       

市場の有望性を判断し、思い切って

切り捨てる能力 
2       

市場の有望性を判断し、選定する 2       

決断力 

計画したことを確実に実行する 1       

不確実な状況下であっても、実行に

移すための計画を構想する 
2       

計画を実施に移すために積極的に手

配・負担する 
1 1     

相手の行動を促すための提案を行う 3 1 1   

必要と思う場面では思い切った投資

判断をする 
1       

行動力 

計画・予定の範囲を超える事項が発

生しても、目的のためには調整して

遂行する 

1 1 1   

リスク・負担が発生しても、目的の

ためには調整して遂行する 
    1   

経営者の信念 

社内への姿勢 

経営者が自律した姿勢を示すことの

重要性を認識している 
1       

経営者が自律して、率先垂範の行動

を起こすことの重要性を認識してい

る 

1       

社外への姿勢 

社外への姿勢 

経営者の信念として社外の人に対し

て信頼を得るよう振る舞うことの重

要性を認識している 

1       

経営者の信念として社外の人に対し

て誠意をもって接することの重要性

を認識している 

4 1   1 

経営者の信頼を

獲得する能力 

信頼を得るためには相手に先だって

当方が相手を信頼していることを表

明することが大事である 

    2   

関係者の巻き込

み力 

出会った人物に対して、どのように

ビジネスに関与してもらえるかを思

考する 

2       

意思決定のスピ

ード 

海外展開活動を短期間で実施する目

標に基づいた即時の意思決定 
3 1   1 

   ＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 



 

127 

 

参考資料 10 (SRQ1) 分析枠組 a.経営者の過去の意思決定の経験 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 定性的コード M N A T 

企業規模拡大の要請 
相手国人材の働きぶりを通して勤勉さや素直

さを理解し、現地組織の可能性を見た 
1       

競争力の維持/向上 

拡大が競争力を高める道でもあることを理解

する一方で、進出市場の選択で失敗すること

の組織への影響を懸念している 

1       

組織の士気向上 

組織の士気向上 

社員の士気向上と失敗の影響を低減する目的

で進出先を検討する 
2       

海外展開の挑戦がもたらす若手社員の士気向

上・刺激を意識 
1     2 

社内への姿勢 

経営者が自律した姿勢を示すことの重要性を

認識している 
1       

経営者が自律して、率先垂範の行動を起こす

ことの重要性を認識している 
1       

参入市場の選択 

参入市場の選択 
大都市圏への進出、もしくは途上国市場への

進出かの選択 
1     2 

市場選択 

対象とする市場を調査する能力 2       

市場の有望性を判断し、思い切って切り捨て

る能力 
2       

市場の有望性を判断し、選定する 2       

 

  

＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 
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参考資料 11 (SRQ1) 分析枠組 b.ネットワーク 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 定性的コード M N A T 

仲介者 

ネットワーク探索能力 

日本の本社に対して、現地の支店を紹介しても

らえるよう依頼 
1       

日本の本社に対して、現地の支店を紹介しても

らえるよう依頼 
1       

関係構築の能力 

多少の無理があっても相手の要望に合わせて行

動し、面談を実現させている 
  1     

多少の無理があっても相手の要望に合わせて行

動し、面談を実現させている 
  1     

人材交流を通して組織間の関係を深めている   1   2 

関係を深めるために、継続的な面談を通して相

手の認知を促している 
      2 

信頼を獲得する能力 

相手に迫力を感じながらも、的確に相手の意図

を捉えて対応し、関心を得て、結果的に相手の

行動を促している 

1 1     

仲介者 

現地で調査やパートナー探索に協力してくれる

仲介者に出会う 
1       

日本人仲介者からさらにミャンマーの物流業界

に通じている仲介者の紹介を受ける 
1 2     

仲介者からさらに外部人材を紹介 
外部人材を活用すると決めた際に、仲介者に相

談し、適切な会社の紹介を受けている 
1       

仲介者から知識を得る 
ミャンマーにおける物流事業のポテンシャルと

ビジネスチャンスについて指導を受ける 
1 4     

 

  

＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 
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参考資料 12 (SRQ1) 分析枠組 c.組織構築 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 定性的コード M N A T 

海外人材の能力に注目 
相手国人材の働きぶりを通して勤勉さや素直さ

を理解し、現地組織の可能性を見た 
1       

対象市場への参入機会 対象市場への参入機会 

現地の物流事業について技術的にも事業的にも

未成熟であると判断し、市場の有望性を理解す

る 

3       

自社が取り組もうしているビジネスモデルにつ

いて、外部からの評価を通して参入機会がある

ことを理解する 

1 1     

パートナーの獲得 

蓄積した技術 
新規に建設された広島県の配送センターを見学

し、技術力を認識した 
2 1 1 1 

パートナーの獲得 
日本視察によりパートナーが合弁企業設立の意

思を固めた 
2     2 

 

参考資料 13 (SRQ1) 分析枠組 d.外部環境の変化 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 定性的コード M N A T 

仲介者の認知促進 

日本ブランド 
過去の日本での物流視察の経験から、技術水準

の高さを理解していた 
    1   

日本ブランド 
日本の企業は真面目である、という認識があっ

た 
    1   

パートナーの獲得 

日本ブランド 
昔から、日本人の勤勉さや日本人を勤勉にする

環境に対して感心していた。 
    1 1 

日本ブランド 
日本の中古車・家電製品やサービス等の品質の

高さがミャンマー国で認知されている 
      1 

パートナーの認知促進 
日本の技術をよく知る仲介者を通して紹介され

ており、あえて事前調査を行わなかった。 
      1 

パートナーの認知促進 日本の物流技術に対する期待があった。   1 1 1 

 

  

＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 

＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 
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参考資料 14 (SRQ2) 事象の段階Ⅱ.国際化の活動 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 定性的コード M N A T 

パートナー候補の紹介 

仲介者の信頼を獲得 

仲介者からさらなる仲介者の紹介 1 2 0 0 

確かな仲介者によるパートナー側企
業の育成 

0 0 0 2 

仲介者の信頼を獲得 0 2 1 0 

パートナー候補の紹介 信頼できる仲介者の紹介 1 0 1 0 

不信感の払拭 

パートナー企業の信頼獲得 

パートナーの理解・認知の変化 0 1 0 0 

現地での行動力 1 0 0 0 

意思決定のスピード（ビジネスの推
進力） 

2 0 0 0 

パートナー側のメリットの
理解 

パートナー側のメリットの理解 3 0 0 0 

不信感の払拭 
意思決定のスピード（不信感の払
拭） 

1 0 1 1 

ビジネスモデルの構築 

対象国の市場の学習 

対象国人材の雇い入れ・育成 3 0 0 0 

対象国人材の理解 1 0 0 0 

相手国市場の学習 1 0 0 0 

ビジネスモデルの構築 仲介者からの専門的知識を得る 1 2 0 0 

技術力の認知促進 

日本ブランド 日本ブランド 0 0 1 3 

技術力の認知促進 
パートナーの理解・認知促進の施策
（技術力） 

3 0 0 0 

育成能力の認知促進 
パートナーの理解・認知促進の施策
（同国人の仕事ぶり） 

2 0 0 0 

  ＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 
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参考資料 15 (SRQ2) 事象の段階Ⅲ. 国際合弁会社の設立に向けた計画とⅣ. 協議 

概念カテゴリ
1 

概念カテゴリ
2 

概念カテゴリ
3 

概念カテゴリ 4 定性的コード M N A T 

意見が一致す
る 

成功するビジ
ネスモデルの
構築 

パートナー企
業の信頼獲得 

パートナー企業の能力
見極め 

パートナー企業の能力
見極め 

0 1 0 0 

パートナー企業への配
慮 

リーダーの姿勢 1 0 0 0 

パートナー企業への配
慮 

1 0 0 0 

謙虚 1 0 0 0 

技術力の大幅な差によ
る合弁企業の不成立 

技術力の大幅な差によ
る合弁企業の不成立 

0 0 1 0 

パートナー企業の不安 パートナーの不安 1 0 0 0 

パートナー企業の動機
付け 

パートナー企業の動機
付け（技術力） 

1 1 0 0 

パートナー企業の動機
付け（先行着手して、
能力を蓄積） 

1 0 1 0 

パートナー企業の不信
感の払拭 

パートナー企業の不信
感の払拭 

1 1 0 1 

日本企業への不信感
（態度） 

1 0 0 0 

日本企業への不信感
（意思決定の遅さ） 

0 1 0 0 

パートナー企業の信頼
獲得 

パートナー企業の信頼
獲得 

0 0 0 1 

成功するビジネスモデルの構築 成功モデルの構築 1 0 0 0 

意見の相違
（条件の交
渉） 

文化・言語の壁 

文化・言語の壁 1 0 0 0 

文化の壁（重視するポ
イントの違い：ドキュ
メントよりも面談で相
手を見定める傾向） 

0 0 1 0 

意見の相違（条件の交渉） 衝突（条件の交渉） 1 0 0 0 

外部人材によ
る仲裁 

外部人材の活用 外部専門家の活用 1 0 0 0 

外部人材による仲裁 
成功要因（外部人材の
仲裁） 

1 0 0 0 

意見が一致する 
成功要因（妥協の引き
出し） 

1 0 0 0 

仲介者の助言 

仲介者の理
解・認知の変
化と積極的協
力の動機づけ 

仲介者の信頼獲得 

仲介者の不信感の払拭 3 0 3 0 

仲介者の信頼獲得 0 1 0 0 

仲介者の理解・認知の変化と積極的協
力の動機づけ 

仲介者の理解・認知の
変化と積極的協力の動
機づけ 

0 0 2 0 

仲介者の助言 
仲介者の助言（役割分
担） 

0 1 2 0 

  
＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 
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参考資料 16 (SRQ2) 事象の段階Ⅴ. 国際合弁企業の運営・安定化 

概念カテゴリ 1 概念カテゴリ 2 定性的コード M N A T 

拡大 

ネットワークを活用した営業
活動 

ネットワークを活用した営業活動
を展開し、ビジネスチャンスを獲
得 

1 0 1 0 

双方のネットワークを活用した広
報活動 

0 1 0 0 

拡大 大型案件の受注 1 1 0 1 

信頼関係の維持 

課題解決の経験 

言語の障壁を解消する創意工夫 0 1 0 0 

解決策の試行錯誤 0 0 0 1 

課題の共有とオープンな議論 0 0 0 1 

解決策を協力して実施 0 0 0 1 

４ヵ国語を駆使してのコミュニケ
ーション 

0 1 0 0 

信頼関係の維持 

信頼関係を重視して慎重に対応 1 0 0 0 

仲介者とパートナーの信頼関係の
強化 

0 0 0 1 

パートナーの動機付け 

継続的な認知促進 

関係者と積極的会話を要望 0 1 0 0 

日本企業と同等の物流施設導入へ
の意欲 

0 0 0 1 

相手に対する期待 0 0 0 1 

繰り返し訪日を促して、自社の成
長を確認させる 

0 1 0 0 

パートナーの動機付け 
パートナーの動機付け（積極的関
与の引き出し） 

0 1 0 0 

組織運営 

パートナー管理職による管理 

ヘラクレス社長の高い管理能力 1 0 0 0 

社員の待遇の工夫 1 0 0 0 

管理職の役割としての教育 1 0 0 0 

着実な教育の実施 

日本で着実な社員教育を実施 2 0 0 0 

教育担当の役割を担当 0 1 0 0 

駐在員のケア 1 0 0 0 

民族性への理解と関わり方の工夫 2 0 0 0 

組織運営 
人材育成と派遣の両面で組織を構
築 

1 0 1 1 

 

  
＊M：松川社長(MK)、N：中田氏、A:Aung Khin Myint 氏、T:Tun Min Aung 社長(MH) 
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